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研究の目的と意義
序章　研究の目的とその背景
第1節　研究の目的と意義
　都市域や都市近郊域では，都市化に伴い，樹林などの生物生息地は分断化・孤立化し，パッチ状に
分布する．このような，生息地の分断化は，パッチサイズの小規模化，相互連結性の低下等により，
種の分散の阻害とパッチ内部を利用する種数の減少をもたらす（Forman，1995）．また，孤立した
パッチでは，連続したパッチよりも個体群の成長率が低く，局所個体群は絶滅しやすい（Fahrig＆
Merriam，1985）．そのため，都市環境に生息する野生哺乳類の生息地の保全を行うために，生態的
ネットワークの形成が重要となる．我が国では，環境基本計画，生物多様性国家戦略，国土利用計画
等の国レベルの様々な計画に生態的ネットワークの基礎となる概念が盛り込まれるようになった（奥
山，1999）．しかし，理念レベルでの生態的ネットワークの重要性は示されているものの，実務レベ
ルには至っていないのが現状である．このような生態的ネットワークの形成は，生息・生育環境が孤
立化することによって，局所的な個体群が他の個体群との交流を失い絶滅することを防ぐために重要
である．また，生態的ネットワークは，都市において身近な生きものの生育・生息環境の質を高め，
動植物の分布域を拡大する働きを持つだけでなく，住民の生活環境の中に，身近な生きものとのふれ
あい体験の場や，動植物の観察などの環境学習の場を身近に提供する働きを持つ（都市緑化技術開発
機構，2000）．生態的ネットワークを緑地計画や都市計画に盛り込むためには，地域の自然環境や哺
乳類の生息状況，生息環境を把握すると共に，地域住民の野生哺乳類に対する意識と野生哺乳類の生
息環境の保全・創出に対する意向を明らかにしたうえで，合意形成を図る必要がある．
　環境アセスメントでは，野生動植物の生息環境に与える開発の影響を軽減する手法としてミティゲ
ーション（回避，低減，代償）手法が採用されている．ミティゲーションを効果的に行うために，ア
メリカ合衆国においては，HEP（Habitat　Evaluation　Procedure）を用いた野生動植物の生育・生
息適地の評価に関する研究（U．S．　Fish　and　Wildlife　Service，1980）が行われている．ヨーロッパ
連合においては，生態的ネットワ・一一・一クを国土計画として推進し，生態的インフラストラクチャーの建
設が計画的に行われている（Bennett，1995）．日本においても，自然再生手法として生態的ネット
ワークの形成が強く推進されており，定量的な生息適地の評価と計画の際の目標設定が必要とされて
いる．日本の景観生態学の分野では，植物や鳥類，昆虫類，両生類などの生育・生息適地を評価する
研究が多くみられるようになったが，野生哺乳類における潜在生息地評価に関する研究事例（例えば，
ニホンザルMacaea　fhsca　ta：今木・小金澤，1997；ニホンザル：三谷・池口，1997；ニホンリス
Seiurus　lisとアカネズミApodθm　us　speciosus：井本ら，2002）は今だ数少ない．また実際に，野
生哺乳類の生息環境を緑地において再生する際には，地域住民との合意形成が必要となるが，住民の
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序章　研究の目的とその背景
野生哺乳類に対する意識と生息環境の維持・管理の方向性について明らかにした研究事例はみられな
い．
　以上のことを踏まえて，本研究では野生哺乳類の生息環境の保全および創出に関わる研究として，
以下の3点に着目した．
　（1）　指標性を持つ野生哺乳類に関する種生態に基づく生息環境構造の解析：
　　　景観レベルでの野生哺乳類の生息環境の構造の定量的な評価を基に生息環境の維持・管理手
　　　法を検討する
　（2）　生息環境のネットワーク性の検討：
　　　道路の敷設によるロードキルの発生要因を解明することにより野生哺乳類の生息環境の連続
　　　性の確保と既存の道路環境の改善策を検討する
　（3）　野生哺乳類と生息環境の維持管理に関する地域住民の意識の把握：
　　　地域住民の野生哺乳類に対する意識や生息環境の保全・創出に関わる意向を把握する
本研究の目的は，野生哺乳類の生息地について，ミクロスケールの植生構造とその立地条件を定量
的に把握し，また，生息地間のネットワーク性を把握することによって都市環境における緑地計画お
よび都市計画における指針を示すことである．さらに，野生哺乳類と生息環境の維持管理に対する住
民の意識を基に，生態的ネットワーク計画において住民との合意形成に対する指針を示すことが目的
である．これらの結果を基に，環境アセスメントにおける調査と予測，評価に対してと，ミティゲー
ション手法に対して指針を示すと共に，都市計画および緑地計画において生態的ネットワーク形成を
行う際に必要な基礎的知見を与えることが本研究の意義である．
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第2節　ランドスケープエコロジーの背景とその概念
　生物を保全するために，保全目標とする種や群集の生息地（ねぐら，休息場所，採餌場所）を抽出
すると共に，生息地を構成する環境要素の生物的，土地的，人為的な状況やそれらの環境要素間の相
互作用を検討することが必要である．また，これらの情報を基に生息地の保全を行う際の人為的な影
響要因を除去し，さらに地域的な文化や歴史を含めて成り立つ環境を総合的に保全することが必要で
ある．このような広域の空間スケールを取り扱う学問であるランドスケープエコロジーは，地理学，
緑地学，生態学の中で発展してきたものであり，本研究の基礎的な概念や解析手法の主幹を成してい
るものである．本節では，本研究の学問的背景とその基本的な概念について言及すると共に，先行研
究を取り上げて本研究の学問的な位置づけを行いたい．
1．ランドスケープエコロジーの基本的な概念
　生物多様性は，（1）遺伝子（gene），（2）種（species）あるいは個体群（population），（3）群集
（communities）あるいは生態系（ecosystems），（4）景観（landscape）の4つの階層を持つ，組
成的（structural），構造的（compositional），機能的（fUnctional）な3つの属性が相互に連結した
階層的な概念として表される（Noss，1990）．この階層的な概念は，生物多様性が，生物を多様なレ
ベルかつ多様な時間的・空間的スケールでモニタリングすることが重要であることを示している
（Noss，1990）．我が国における生物多様性の低下は，多様な生育場所，特に伝統的な産業のあり方
と関連して地域に残されていた生育・生息場所の喪失が要因であり，ランドスケ・一一一・プレベルで生物多
様性を捉えなおすことは，きわめて重要な課題である（鷲谷・矢原，1996）．
　我が国では，ランドスケープは，視覚的な対象を意味するところから「景観」と訳されることが多
い．しかし，井手（1971）は，ランドスケープとは地理的に総合的性質を持っ統一体かっ動的な形
象をしめす，事物一空間一時間のシステムであるとし「景域」という言葉を用いている．また，武内
（1991）によれば，「ランドスケープは，人間による環境認識の総合的な表現であり，外観はその一
部に過ぎない」とし，「地域を全体的地域としてとらえられれば，ランドスケープエコロジーは，地
域生態学と同義語とみなせる」とし，ランドスケL－一・iプを「地域」と表現している．また同時に，ラン
ドスケープは「不均一であっても何らかのパターンをもち，その結果としてひとつの認識可能なまと
まりを示す」としている．さらに，沼田（1996）は視覚だけでなく，その対象が広く五感に関わる
ことから「景相（omniscape）」という言葉を用いている．すなわち，ランドスケープとは，人間の
視覚的な部分によって認識できる景観や風景といったものではなく，地域の環境を構成する動物，植
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物，気象，地形，土壌，水，人間活動などの生物的，土地的，人為的要因の複合的な相互作用によっ
て成立する何らかのひとつのまとまりを基準とした不均質な空間の集合として考えられるものであ
る．
　Forman＆Godron（1986）によれば，ランドスケープエコロジーとは，さまざまな生態系の不均
質な組み合わせであるランドスケープの構造（Structure），機能（Function），変化（Change）の3
っに着目し，これらに関する原理と応用について研究するものとしている．ここでいう構造とは，区
分された生態系あるいはそこに存在する要素（エネルギー，物質，種の大きさ，種の形態，種数）の
分布や生態系の形状の間の空間関係を捉えるものである．また，機能とは，空間要素の相互関係（構
成している生態系内のエネルギー，物質，種の移動）を捉えるものである．変化とは，生態的モザイ
クの構造・機能の時間的な置き換わりを意味する．ランドスケープには，独立したユニットとしての
エコトープ（Ecotope）の中には，構成要素間の相互作用としての「垂直的関係」があり，複数のユ
ニ7トから構成される圏域内には，ユニット相互間の不均質な「水平的関係」としてのシステムがあ
ると解釈され（図一1）（TroU，1968），これらの垂直一水平的関係性により構成されるランドスケー
プを結節地域として捉らえている（Turner＆Gardner，1991）．また，ランドスケープエコロジー
は，広域な空間スケールと生態系の空間パターン形成の生態学的な影響を重視する学問とされ
（Turner，1989），とくに，（1）空間的不均質性（spatial　heterogeneity）の発達と動態，（2）不均
質な景観を通した時空間的な相互作用，（3）生物的・非生物的プロセスにおける空間的不均質性の
影響，（4）空間的不均質性の管理を研究対象とする（Risser　et　al，1984）．
　ランドスケープの空間的な概念において，基礎的であり，かっ相対的に均一である，生態的な地上
の要素あるいは単位をランドスケープエレメント（Landscape　element）と呼んでいる（Forman＆
ランドスケープ・ユニット
垂直的関係
図一1ランドスケープエコロジーにおける垂直的関係と水平的関係
　　　　　　（Harber，1980に武内ら，1990が加筆）
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Godron，1986）．特定の種類のランドスケL・一一・iプエレメントに注目した際の空間概念として，パッチ
（patch），コリドー（corridor），マトリックス（matrix）の3つが用いられる．パッチとは，取り
囲んでいるランドスケープエレメントとは異なっている線状ではないランドスケープエレメントの
ことである（Forman＆Godron，1986）．Forman＆Godron（1986）によれば，パッチは，大きさ，
形状，型，不均一性，境界などの特徴により幅広く変化する．線状の形態を持つものがコリドーであ
り，動物の生息地となるパッチ間を連結する連絡路（生態的回廊），生物や物質・エネルギーの移動
を妨げる障壁や緩衝帯として機能する．マトリックスはパッチやコリドーと異なる種の構造あるいは
構成を持つ周辺地域のことである．パッチとコリドーは，異なる種による構造あるいは構成を持つ周
辺地域であるマトリックスの中に取り囲まれているものとされている．
2．ランドスケープパターンの評価手法
　ランドスケープの中にみられる空間的なパターンは，物理的，生物的，社会的な力の間の複雑な相
互作用の結果であるとし，多くのランドスケープは人間の土地利用の影響を受けており，結果として
ランドスケープのモザイク性は，大きさ，形状，配置がさまざまである自然的なパッチと人為的に維
持・管理されたパッチの複合であるとされる（Turner，1989）．このようなランドスケープの構造を
定量的に評価することは，生態学的な機能ごとに異なる景観を比較するため，また重要な変化を識別
するため，そして，ランドスケープパターンを解釈するために必要とされる（Turner，1989）．ラン
ドスケ・一一・プの構造を解析するためには，ランドスケープ要素の形状や配置，モザイク性を定量化する
必要がある．このような定量化手法は，ランドスケープにおける研究の重要なテーマとして，多くの
研究がなされてきた．例えば，パッチの形状や配置を評価する方法には，形状指数（Bosch，1978；
Game，1980；Forman＆Godron，1986），孤立化の程度（Bowen＆Burgess，1981），近接性（Bowen
＆Burgess，1981），パッチ間の相互作用（Bowen＆Burgess，1981），分散性（Clark＆Evalls，
1954）などの定量的な指標が用いられており，地域を特徴づける空間的な関連性が明らかにされて
いる．数理モデルを用いてランドスケープパターンを把握する指標としては，各構成要素の面積の構
成比，空間単位の規模や境界長およびフラクタル次元，多様性，優占度，連結性などがあげられる
（Turner，1990）．また，メッシュを用いた方法として，ジョイン（Krishna　lyer，1950）や連担メ
ッシュ数（恒川ら，1991）などの土地利用の混在状況を解析する手法が開発されている．ランドス
ケープレベルの研究は，空間パターンの定量化，ランドスケープ間の比較，有意な差の明確化，ラン
ドスケープパターンと機能的プロセスとの関連性の規定を目的として新しい手法が求められている
（Turner＆Gardner，1991）．また，ランドスケープエコロジーでは，（1）ランドスケープ研究に
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不可欠な広域の時空間的スケールを取り扱い，（2）多くの構成要素やそのプロセスが存在し，（3）
広域スケールでの研究は膨大な時間やコストを費やすためモデルが研究手毅として必要である
（Turner＆Gardner，1991）．近年では，コンピュータハードウェア，データの取り扱いと分析，
地理情報システム（Geographical　lnformation　system；GIS），リモートセンシング，モデル開発な
どの進歩により，ランドスケープエコロジーにおける困難性を解決することが可能である（Turner＆
Gardner，1991）．
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第3節野生生物のランドスケープ計画
1．生息地のデザイン
　島嘆生物地理学（Island　biogeography）とは，生物の群集と島の大きさや陸からの距離の関係を
明らかにする研究分野である．島喚生物地理学における基礎的概念が，種平衡説である（Ma（）Arthur
＆Wilson，1963）．この種平衡説では，島に生息する生物の種数は，一定時間内に島外から新たに移
入してくる種数（移入率）と島内から絶滅する種数（絶滅率）の平衡状態の上に成り立つと考えられ
ており，大陸からの距離が近いほど移入率が高く，島の面積が大きいほど絶滅率が低いとしている．
都市環境において，開発にともない面積が減少し，孤立・分断化した森林や自然草地のような環境か
らなる生物の生息空間を「島（パッチ）」，市街地や工業地域等の都市的な土地利用域を「海（マトリ
ックス）」とみなし，生息地の保全に島嘆生物地理学的な視点を適用した研究が多くみられる．
　パッチの面積と種数の関係は，上記で述べた島嗅生物地理学的な視点から研究がなされており，生
物の種数とパッチの面積との間には，強い正の相関関係が認められることが報告されている．例えば，
鳥類の種数や個体数と森林の面積の関係（樋口ら，1982；一ノ瀬・加藤，1994；Askins　et　al，1987）
や小型陸生哺乳類と森林面積との関係（Bennett，1990）などの研究では，森林の面積や孤立化の程
度が地域に生息する生物の種数や個体数に影響を与えていることを報告している．
　生息地の面積を野生生物にとってより良いかたちで残す場合の原則は，以下の6項目にまとめら
れている（図一2；Diamond，1975）．（1）生物生息空間はなるべく広いほうが生息地要求性の高い生
物の生息地を確保でき，生物の多様性に富み，安定性が増し，種の絶滅確率が低くなる，（2）同面
積なら分割された状態よりも一塊のほうが，広い地域において高い生存率を維持できる種の保全が可
能となる，（3）分割する場合には，分散させないほうが，ひとつの生物空間において種が絶滅して
も，近くの生物空間からの種の供給が容易になる，（4）等間隔に集合させたほうが種の交流が良好
に保たれ，直線状の配置は両端に位置する生物間の距離が長いため，種の交流を難しくする，（5）
不連続な生物空間は生態的回廊（ecological　corridor）でっなぎ，連続性を持たせることにより生物
の移動が飛躍的に容易になる，（6）面積が小さい生息地の場合には，細長い形態で残すよりも円形
に近い方がエッジ効果（edge　effect）を受けにくいため，生息地内の環境が安定する．
　一方で，1970年代後半から「設定可能な保護区の総面積が限られている場合，ひとつの大きな保
護区と，複数の小さな保護区のどちらが種の多様性や特定の種を保全する上で有効か」といった
SLOSS問題（Single　Large　Or　Several　Small）が議論されるようになった（MacArthur＆Wilson，
1963；Simberloff＆Abele　，1976）．しかし，種を保全する上での有効な保護区の設定の仕方は，対
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象とする種およびその生息地の状況によって異なる（Sou16＆Simberloff，1986）．例えば，生息地
本来の種や林内性種は，生息地の面積が縮小すると減少し，林縁性種や環境耐性の強い移入種などが
増加する（Bennett，1990；Askins　et・aZ，1987）．そのため，単に個々のパッチにおける種の多少
を問題にするのではなく，ランドスケープ全体における種の多少や，その土地本来の種の生息を重視
する場合には，大規模生息地の存在が重視されるべきである（加藤，1999）．また，パッチ同士ある
いはパッチとそれ以外の種類のランドスケープエレメントとの隣接関係や集合状況が，生物の生息に
どのような影響を与えるのかを，単に生物の分布だけでなく，移動や行動といった情報を利用しなが
ら，明らかにしていく必要がある（加藤，1999）．
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図一2生物生息空間の確保に関する一般原則（Diamond，1975を改変）
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2．生態的ネットワーク計画
　近年，自然環境保全は，地域的なものから広域的なものへ移行しつつあり，以前は，国立公園のよ
うな高い自然度を持つ中心的な環境の保全に対して主に関心が集まっていたのに対して，近年は，グ
リーンウェイ（green　way），生態系の調和（ecosystem　coherent），生態的ネットワーク（ecological
network）のような，高い自然度を持つ中心的な環境間の連結性や，自然環境と人間環境の連結性へ
と関心が移行しつつある（Jongman＆Pungetti，2004）．ヨーロッパ連合では，生態的ネットワー
クが自然保護政策において中心的な役割を果たしており，ヨーロッパ全域，国土，地域などの様々な
スケールレベルで計画されている（Jongman，1995）．我が国においても，環境基本計画，生物多様
性国家戦略，国土利用計画等の国レベルの様々な計画に生態的ネットワークの基礎となる概念が盛り
込まれている（奥山，1999）．
　生態的ネットワークの概念は，ランドスケープエコロジー，保全生態学，個体群生態学，生態系生
態学などの学問的背景や，島嘆生物地理学，メタ個体群の概念に基づいたものである（Jongman，
1995；Jongman　et　aL，2004）．また，生態的ネットワークは，土地利用などの人為的な作用に対し
て，「自然の環境収容力」，「自然浄化能」，「生態的補償性」，「生態的安定性」などの概念を基盤とし
て，全体としてのランドスケープ要素の相互作用やランドスケープの安定性への影響を考慮したもの
である（Jongman　et　al，2004）．また，グリーンウェイとは，（1）生態学的に重要なコリドーや自
然の中のシステムとしてのもの，（2）自然道のネットワークや水域が連続した土地，水辺を基盤iと
した場所や地域等のレクリエーションのためのもの，（3）歴史的な遺産や文化的な価値を提供する
ものなどとされている（FAbos，1995）．
　ヨーロッパにおける生態的ネットワークやグリーンウェイ計画は，ランドスケープの中で果たす機
能によって，（1）生態的安定性（ecostability），（2）生態的機能（ecological），（3）河川システム（river
system）の3つの機能に基づいて計画されている（Jongman　et　al，2004）．これらの概念の中で，
第1の生態的機能では，過度な土地利用を受けた地域のランドスケープに対して生態的な補償性や
連続性を重視している．第2の生態的機能では，種の行動圏，繁殖場所への移動，群れからの分散
や季節的な移住に関わる個体群動態と生息地間の連続性や結節性を重視する．第3の河川システム
では，河川連続体仮説（Vannote　et・al．1980）や，洪水による撹乱など河川の縦横・垂直方向の連
続性を重視している．
　オランダにおける国土生態ネットワーク計画（NEN）を事例にとると，　NENは景観生態学に基づ
いたランドスケープ計画であり，4つの生態的主要構造（コアエリア，自然創出区域，生態的回廊，
緩衝帯）により構成される（日置，1996）．NEN計画では，生物的・非生物的な資源や現況がビオ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13
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トープマップ・エコト・一一・一プマップとして図化され，保全目標種の選定，目標種の環境要求性や生息地
タイプの把握，目標種の生息，移動特性に基づいた生態的構造の配置計画といったプロセスによって
立案されており，ミティゲーションの観点から生態的インフラストラクチャー（人工的な野生動物の
移動用施設）の整備が積極的に進められている（日置，1996；日置・井手，1997），我が国において
も，実現可能性の高い生態的ネットワーク計画を行うためには，ビオトープ・エコトープマップの作
成と保全目標種の生息地や移動の特性についての情報をNEN計画と整合させるように情報を蓄積
し，整備を行っていく必要がある（日置・井手，1997）．
14
序章　研究の目的とその背景
第4節　環境アセスメント
　環境影響評価（環境アセスメント）とは，開発事業の実施の際にあらかじめその事業が環境へ与え
る影響について開発事業者自らが適正に調査，予測または評価を行い，その結果に基づいて環境保全
措置を検討し，その事業計画を環境保全上より望ましいものとしていく仕組みである．1969年にア
メリカで制定された国家環境政策法（NEPA：National　EnVironment　Policy　Act）が基となり，我
が国においても1997年に環境影響評価法が制定された（生物の多様性分野の環境影響評価技術検討
会，1999）．環境アセスメントでは主に公害環境要素（大気質，騒音，振動，水質）と自然環境要素
（動物，植物，生態系，景観）などの環境要素が調査・予測・評価の対象となり，特に自然環境要素
に関わるものを自然環境アセスメントと呼ぶ（亀山，2001）．本研究は，自然環境アセスメントに関
わる研究であるため，以後これについての議論を進めることにする．
　自然環境アセスメントでは，生態系の構造・機能を捉えるためには，生物群集の多様性，生態遷移，
生物間相互作用等に着目し，これらに対象事業が及ぼす影響について，生物種または群集を通じて把
握・評価することが必要である（生物の多様性分野の環境影響評価技術検討会，1999）．しかし，対
象地域の全ての生物について詳細な調査を行うことは困難なことから，（1）上位性（生態系を形成
する生物群集において栄養段階の上位に位置する種），（2）典型性（生物間の相互作用や生態系の機
能に重要な役割を担うような種），（3）特殊性（小規模な湿地，洞窟，噴気口の周辺，石灰岩地域な
どの特殊な環境に生息する種）に配慮して，対象地域に適切な注目種・群集を選定し，調査する必要
がある（生物の多様性分野の環境影響評価技術検討会，1999）．
　対象事業が環境に対して影響があると判断された場合，我が国の環境影響評価法においては，「生
態系」における対象事業の影響の「回避」→「最小化」→「代償」といった「環境保全措置」の優先
順位が示されている（田中，1998）．しかし，ミティゲーション規定が明確化されておらず，法的な
有効性が低い（田中，1998）．アメリカのNEPAの施行原則では，ミティゲーションは以下のよう
に定義されている（田中，1995）．
）
1
（
）2
（
）?）?）（?
（
ある行為またはその部分をしないことにより，環境影響を回避すること（回避）．
ある行為の実施の程度や規模を制限することにより，環境影響を最小化すること（最小化）．
影響を受けた環境を修復，再生，または復元することにより環境影響を矯正すること（矯正）．
事業期間中の保護および維持活動によって，経年的な環境影響を軽減すること（軽減）．
代用の資源や環境で置換またはこれらを提供することによって，環境影響を代償すること
（代償）．
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表一1ミティゲーションの種類（田中，1995を基に作成）
代償行為 ミティゲーションの種類 内容
オン・サイト・ミティゲーション
iOn－site　mitigation）
影響を受ける環境そのもの（事業計画区
諱jに対して環境緩和措置を施すこと　場所による
~ティゲーション オフ・サイト・ミティゲーション
iOf卜site　mitigation）
影響を受ける環境でなく，それ以外の場
鰍ﾅ環境保全に寄与する行為を行うこと
イン・カインド・ミティゲーション
iln－kind　mitigati。n）
影響を受ける環境と同じ種類（質的・量
I）のもので代償すること代償方法による
~ティゲーション アウト・オブ・カインド・ミティゲーション
iOut－of－kind　mitigation）
影響を受ける環境と異なった種類のもの
ﾅ代償すること
　とくに，アメリカでは実質的な環境価値の損失がゼロになることを目標としたノーネットロス（no
net　loss）政策が提唱されており，代償措置は，場所によってオン・サイト・ミティゲーションとオ
フ・サイト・ミティゲーションにより分類され，代償方法としてイン・カインド・ミティゲーション
とアウト・オブ・カインド・ミティゲーションに分類される（表・1；田中，1995）．また，開発者と
保全側の合意を図るための環境価値を定量的に評価する手法として，アメリカではHEPを用いた野
生動植物の生育・生息地の質および量的な評価（U．S　Fish　and　Wildlife　Service，1980）が行われて
いる．HEPは，自然環境の価値を定量的に評価する手段であると共に，対象事業の影響やミティゲ
ーションによる効果を評価する手段でもある．HEPでは，野生動植物の生育・生息の適地・不適地
を評価し，野生動植物の生育・生息地の質的・量的な評価を行わなければならない．ここで言う生息
適地とは，「ある種が要求する資源や避難場所，繁殖などに必要なものが得られるような環境が存在
する区域」として定義される（Turner　et　al．，2001）．生息適地の推定には，例えば，ロジスティッ
ク回帰（シンリンオオカミ：Miladenoff　et　aZ，1995；ヨーロッパオオカミ：Glenz　et　al，2001；ヒ
グマ：Posillico・et・al．，2004）や分類樹木（アカシカ：Debeljak　et　al，2001）などの多変量統計学的手
．法やHSI（Habitat　Suitability　lndex）　（カリブL－一一・i：Hansen　et　al．，2001）などの指数を用いて定量
的に評価されている．また，適切に生息適地が評価できれば，シナリオ分析を用いたシミュレーショ
ンモデル（Whiteθt　al，1997；van　Apeldoorn　et　al．，1998）を基に，開発が野生生物に与える影
響を事前に評価することも可能である．
　生息適地評価では，種とその生息地の環境要因との因果関係について既存の当該種に関する基礎的
研究の成果を最大限利用しなければならない（田中，2002）．また，van　Apeldoornθt　a7．（1998）
は，シナリオ分析においてアナグマの繁殖，移動・分散，死亡率や個体群構造（社会性単位，局所個
体群，メタ個体群），生息地の質（食物利用可能性，造巣に対する適合性，カバーの利用可能性）な
どの情報を用いて道路建設の影響評価を行っている．そのため，野生生物の生息適地の量や質や行動
や繁殖生態，個体群動態に関する定量的なデータの蓄積が重要である．
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第5節　研究対象種とその概要
1．研究対象種の選定
　本研究では，人間活動による緑地の分断化・孤立化の高い都市域から都市近郊域を「都市環境」と
定義し，この都市環境における野生哺乳類の生態的ネットワークを目的とした緑地の管理，配置を検
討した．その際に，（1）典型性を示す野生哺乳類であること（ここでは，里山環境に典型的に生息
する種とする），（2）都市計画レベルの緑地のネットワークを検討するための指標として，生息ポテ
ンシャルマップ作成に適切な種であること（表2），（3）ある程度都市的な環境にも適応できること，
（4）調査対象地周辺においてある程度大きな個体群を形成していることを基準として，都市環境の
指標種としてホンドタヌキNeetθre　utes　proeyon　oides　viverrin　us（以下タヌキとする）を選定した．
タヌキを保全目標種として選定することは，都市環境におけるタヌキの生息地の保全と共に，タヌキ
を頂点とする里山的な自然環境に生息する生物群集の保全を進める上で重要である．また，タヌキの
ように，人々に古くからなじみの深い種を都市環境の指標種として取り扱うことは，都市環境におけ
る人間と野生哺乳類の共存可能な都市計画および緑地計画を立案し，住民との合意形成を図るうえで
人々の理解を得られやすい．また，里山は，本来人間の生活資源の採取や農業生産の場として管理が
行われており，営農と共に野生動植物が保全されていた場所である．そのため，タヌキを頂点とした
里山環境のネットワーク手法を解明することは，人間一野生動物共存手法を考える上で重要な意義を
持つ研究であり，都市環境における自然再生において具体的な指針を示す上で重要な研究である．
2．タヌキの生態に関する既往研究
　ここでは，本研究の対象種としたタヌキの生態的な既往研究について整理する．
　タヌキの自然分布域は東アジアに限定されており，10亜種が確認されている（表一3；今泉，1994）．
表一2自然環境の図化スケールと図化内容（小河原・有田，1997を改変）
各事象について対応する空間スケールの階層性空間レベル
地形 植生 動物群
計画スケール 　図化Xケール
メツシュ
Tイズ
最小抽出
?jット
マクロスケール
大地形（104～103k㎡）
`中地形（102～101k㎡）
R地，平野，河川，湖，海
土地利用レベル
X林．草原，耕地，市街地
大型鳥類（オオタカ）
蛹^哺乳類（クマ，シカ）
国土計画
蒼y軸
n勢軸
1／20万 5km 500mX500m@（25ha）
メソスケール 小地形（100～1ha）u陵台地，谷戸，川，池
クラス域レベル
嵭ﾎ広葉樹，夏緑広葉樹，
j葉樹林，住宅地
両生・は虫類
ｹ類
?^哺乳類
iタヌキ・ウサギ）
都市計画
ｶ態的土地利
p軸
1／2．5万 500m50mX50mi2500㎡）
ミクロスケール
微地形（1ha～100㎡）
?ｪ，緩斜面，山裾，低湿
n，水田
群落・群集レベル
Rナラ林，アカマツ林，庭
?C大木の社寺林
昆虫（肉食性）
ｹ類
ｼ生・は虫類
ｬ型哺乳類
地区計画
ｶ態環境軸 1／250050m 5m×5mi25㎡）
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ロシア連邦からヨーロッパの一部地域では，1920年代に毛皮獣として人為的に移入されており，そ
の後，東ヨーロッパへ分布域を拡大したとされている．タヌキについての生態学的な研究事例は，ボ
ヘミア・モラビアにおいて外来種としてのタヌキの優占度から分布と定着性を評価し（Nevadbova，
1g84），スウェーデンにおいて，在来種への影響を検討するために，食性（Kauhala・et・aZ，1993；
Kauhala　et　aZ，1998；Kauhala＆Auniola，2001），生息地利用（Kauhala，1996）について研究
が行われている．
　我が国においては，タヌキの分布域は，都市化に伴い，生息地を奪われ分布域が一時退行したとさ
れるが，近年，神奈川県をはじめとする都市近郊域においてタヌキの分布域が拡大し，目撃情報，交
通事故情報が増加している（塩沢ら，1984；古内ら，1989）．
　タヌキの食性は，キツネ，アナグマなどの中型の食肉目の食性と比較して雑食性が強く，かつ地上
から食物を選択する機会的な食料調達者であり，分布域において容易に利用できる食物資源に関連し
て決定される（lkeda，1982；Kauhala　et　aZ，1993；Sasaki＆Kawabata，1994；Kauhala　et　aム
1998；Kauhala＆Auniola，2001）．そのため，自然資源の乏しい都市周辺部のような環境では，年
間を通して重要な食物資源を人為的残渣に依存している（山本，1991）．タヌキの行動圏サイズは一
般的に，10～100haであると言われている（芝田，1996）．山本ら（1994）は，長野県入笠山にお
いてラジオテレメトリー法を用いてタヌキの行動圏の調査を行い，繁殖年周期に伴う季節変動と幼獣
の分散状況について検討し，亜高山帯の環境や食物資源の量や分布がタヌキの行動圏の大きさに影響
を与えていることを報告している．生息地利用については，山本ら（1995）は，川崎市においてタ
ヌキの環境選択性を礫死体の分布と土地利用との関係から検討し，樹林地率が5％以上の地域におい
てはタヌキの生息率が高いことを報告している．また，タヌキは，森林や農地のような自然的な土地
表一3タヌキの亜種と分布域（今泉，1994を基に作成）
学名 和名 分布域
N．P．　a皿1　ureflsis
N．P．　kalillinθnsis
Np．　koreensis
亙。ρ．orθstθs
／V．．P．　proeyOlloidθs
ハCp．　sinensis
ハCp。　stegmanni
ハCp．　ussuriθnsis
亙．ρ．a7bus
ハCp．　vivθrrill　us
　　不明
カリーニンタヌキ
コウライタヌキ
ウンナンタヌキ
タイリクタヌキ
　　不明
　　不明
ウスリータヌキ
　エゾタヌキ
　ホンドタヌキ
　　アムール川流域
　　モスクワ北西部
　　朝鮮半島中・南部
　　　中国雲南地方
　　　　中国東部
　　中国ヤンツー渓谷
　　　中国南東部
北朝鮮のウスリー川下流域
　　　　北海道
　　本州，四国，九州
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利用に対して強い正の環境選択性をもち，都市的な土地利用に対して負の環境選好性を示す（園田・
倉本，2002）．都市周辺部におけるタヌキにとって，樹林は繁殖，休息，採食を含めた全ての活動基
盤となる最も重要な環境であり，緑地の多い宅地は採食環境および休息場所としての利用がみられる
ことから，樹林に次いで重要な環境であることが報告されている（山本ら，1996；山本，1993）．
3．我が国におけるランドスケープエコロジーに関わる既往研究
　生息環境のモザイク性や生息地のパッチの形状，配置や構造が種の生息や群集の多様性に与える影
響について，ランドスケープエコロジーの観点から数多くの研究が行われてきた．都市や農村地域に
おける鳥類の分布と土地利用の関係（福井ら，1997；福井ら1998；一ノ瀬・加藤，1999；ジョロゲ
ら，2000），サシバBu　tastur　in　dicusの分布と谷津環境の関係（東ら，1998），シュレーゲルアオガ
ェルRhacoρhorus　sehlegein’の生息と環境条件の関係（大澤・勝野，2000），生物相と生態系・ラン
ドスケー一・・プの変化と生物群集の変化（目置ら，2000a）等の研究は，種および群集の分布とランドス
ケープパターンの水平構造の対応関係から生物の生育・生息を規定するランドスケープ要素を明らか
にしており，地域における生物多様性の保全には，ランドスケープ要素の多様性の確保の重要性を明
らかにしている．また，生息地の植生の構造および種組成と生物の分布の関係を明らかにすることを
目的として，樹林構造と鳥類群集の分布の関係（葉山，1994；葉山ら，1996；一ノ瀬・加藤，1993；
一ノ瀬・加藤，1994；一ノ瀬・加藤，1996；加藤，1996；森田・葉山，2000），湿性緑地の植生構
造とトンボの対応関係（長田ら，1997）等の研究では，種および群集の分布とランドスケープ要素
の垂直構造の対応関係から，植生構造の複雑さが種の多様性に寄与することが示唆されており，また，
種多様性が高い環境を保全するだけでなく，地域の自然環境に特徴的な種とその種の生息環境を保全
することの重要性も示唆されている，
　環境アセスメントにおけるミティゲーションでは，地域計画の際に，保全目標種の重要な生息環境
を避けて開発を行うことや生態的ネットワーク計画を有効に進めるために，生息ポテンシャルマップ
や地域環境を把握したビオトープ・エコトープマップの必要性が指摘されており，両生類ではニホン
アカガエルRalla　jopolliea（夏原・神原，2001），カスミサンショウウオHynobius　nebulosus（三
好・夏原，2003）など，鳥類ではシジュウカラParus　maJor（橋本・夏原，2002；百瀬ら，2004），
サシバBu・tastur・in　dieus（松浦ら，2002），ニホンリスSciurus　h’sとアカネズミApodem　us　sρeCibsus
（井本ら，2002）などの生息適地の予測モデルが検討されている．また，このような潜在生息適地
の推定を基にシナリオ分析を行い，自然保護計画への応用が検討されている（日置ら，2000b，夏原
ら，2002）
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　このようなランドスケープエコロジーに基づく野生動物の生息地評価手法は，将来的には生息地保
全，ミティゲーション，生態的ネットワーク，自然再生といった計画において活用されることが目的
とされている．都市計画における緑地の有機的なネットワL－・一一ク形成の計画レベルでは，上記のような
広域スケールでのデータの蓄積が重要である．また，生息地や緑地管理の計画を検討する際には，種
のミクロスケールでの生息地特性や地域の自然の歴史や文化に基づいた植生管理計画を検討するこ
とも重要である．
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第6節　研究の構成
　本研究の構成について，図一3に研究の手順を示した．
　第1章において，「生息環境を構成するランドスケープ構造の立地特性の解明」では，タヌキの生
息環境において低木層と草本層によって構成される下層植生構造に着目し，下層植生構造と地形およ
び高木層との関連性を分析し，下層植生構造の立地条件について評価を行った．さらに，「タヌキの
植生構造に対する生息地利用の評価」では，下層植生構造における優占種，植物体量および地形に対
するタヌキの環境選択性について分析し，タヌキの食性の整理を行うと共に「タヌキの生息地特性」
について評価を行った．
　第2章において，「タヌキの広域スケールでの生息地の分断・孤立化の影響評価」では，都市環境
における緑地の配置，分断化要因と交通事故に基づく救護情報との対応関係を分析し，生息地の分
断・孤立化の程度とロードキルの発生との関連性を分析した．次に，「タヌキのロードキルの発生予
測モデルの作成」では，都市環境の緑地の形状・配置，地形，土地被覆パターンからタヌキのロード
キル発生に対するリスク因子を明らかにし，ロードキル発生予測モデルを構築した．これらの結果を
基に，「タヌキのロードキル発生要因の解明と生息地のネットワーク性の評価」として，「タヌキの生
息地のネットワーク性」の改善を図るための道路計画および緑地計画について考察した．
　第3章においては，野生哺乳類に対する住民の嗜好性と野生哺乳類の生息環境創出に関する意向」
では，住民の各野生哺乳類の嗜好性に基づいた保全目標種の選定と緑地の創出可能性に基づいた野生
哺乳類の生息環境創出に対する住民の意向を明らかにした．さらに，「野生哺乳類に対する住民の価
値認識と生息環境の維持管理に対する意向」では，野生哺乳類自体に対する住民の潜在的な意識を明
らかにするために，Kellert（1991）を始めとする野生動物に対する態度特性を基に，野生哺乳類と
の共存に関わる住民の態度特性を抽出すると共に，態度特性に基づく生息環境の維持管理の方向性を
検討した．
　総合考察では，第1章と第2章の結果を基に，「タヌキの生態に基づいた緑地の管理・配置計画に
対する方向性」として，都市環境におけるタヌキの生態に基づいた緑地の植生管理方法の方向性を示
し，生息地のネットワーク性に配慮した緑地の配置について考察した．また，第3章の結果を基に，
「野生哺乳類とその生息環境の保全・創出に対する住民の意識に基づいた緑地の管理・配置計画の方
向性」として，野生哺乳類とその生息環境の保全・創出に対する住民の意識に基づいた緑地の管理・
配置計画の方向性にっいて考察した．最後に，以上を総合して，「タヌキを保全目標種とした都市環
境における緑地の管理・配置計画に対する指針」について考察した．
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第1章　ホンドタヌキの環境選択性と植生管理手法の検討
1．第1章の背景と目的
　植物の多様性と動物の多様性を保全する際の議論においては矛盾が生じることが多い．雑木林では，
アズマネザサの量が多くなるほど単位面積あたりの林床植物の種数は減少する（Iida＆
Nakashizuka，1995）とされており，雑木林の林床管理において，アズマネザサやその他の藪は刈
り取られる方向にある．一方で，低木層・草本層に常緑樹やアズマネザサなどが見られる地点を特に
好む鳥類がいる（森田・葉山，2000）ことや，繁殖期において低木層の植被率が高いほど鳥類群集
の多様性が増加する可能性がある（一ノ瀬・加藤，1996）ことから，鳥類群集の保全をしていくた
めには適度に藪が存在することが必要である．本研究で対象とするタヌキにおいても，森林および農
地の広がる自然的土地利用を持つ地域に対して高い環境選択性を持つ（園田・倉本，2001）と共に，
アズマネザサの藪を休息場所として利用することが報告されている（福江，1991）．このことから，
タヌキの生息環境や行動圏内の環境選択には，樹林内の下層にある植生の水平構造とその垂直構造が
影響を与えているものと考えられる．しかし，タヌキの環境選択性は，相観植生により把握されてお
り（Ikeda，1982；山本ら，1996），樹林内の低木層や草本層の構造（以下，下層植生構造とよぶ）
に対する環境選択性については定量的なデータが得られていない．野生動物の生息環境の質的な保
全・管理を行うためには，樹林内の植生構造と野生動物の生息環境利用との関係を明らかにし，生息
に適した植生管理を行うことが必要である（園田・倉本，2004）．また，保全目標種の生息環境を構
成する植生構造を把握し，その植生構造の成立する潜在的な立地環境を含めた総合的な保全が必要と
なる．著者は，神奈川県の都市近郊域におけるホンドタヌキの分布と土地利用の関係（園田・倉本，
2001）から，タヌキの環境選択性についてランドスケープパターンの水平構造との関連性について
の研究を行った．そこで，本研究においては，ランドスケープの垂直的な構造，すなわちタヌキの生
息環境である林内の植生構造に着目し，タヌキの環境選択性について行動圏と植生構造の関連性から
研究を行うこととした．
　本章では，第1に，タヌキの生息環境におけるランドスケープ構造として下層植生構造の立地特
性の解明を行った．第2にタヌキの下層植生構造に対する環境選択性について考察した．第3に，
先行研究を基にタヌキの食性にっいて整理し，生息地利用との関連性から総合的なタヌキの生息地管
理にっいて考察した．
2．研究方法
2－1．調査対象地
　調査対象地は，東京都町田市の図師小野路歴史環境保全地域と都市基盤整i備公団の所有地（307ha）
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（以下，図師とよぶ）と神奈川県川崎市多摩区の生田緑地と生田国際ゴルフ場とその周辺地域
（134ha）（以下，生田とよぶ）を選定した（図一4）．これらは，都市域において，タヌキの生息環境
である典型的な丘陵地の里山景観が残存する地域である．両緑地は，海抜80m～220mの多摩丘陵
内にあり，図師は丘陵西部，生田は丘陵東部に位置する．
　両地域におけるタヌキに関わる研究活動は，1991年に設立された多摩丘陵野外博物館が，町田市
全域においてタヌキの生息および実態調査を行っている（多摩丘陵野外博物館，1995）．生田では，
川崎市青少年科学館が市域の野生動物分布・生態調査のひとっとしてタヌキの調査を行っている．里
山の管理活動としては，図師では，地域の土地所有者から設立された「町田歴環管理組合」（任意団
体）が，東京都から委託を受け，谷戸田および雑木林において地域の伝統的な管理作業を行っている．
その結果として，図師では，多様な動植物の生息が確認されている（北川，2001）．一方，生田では，
川崎市北部公園事務所が中心となり，市民団体により動植物の調査，雑木林の植生管理，ホトケドジ
ョウLθfaa　eehigoniaの生息地管理などが行われている（生田緑地植生管理協議会，2004）．
2－2．調査対象地の土地利用状況
　調査対象地の土地利用状況を把握するために，図師に関しては，現存植生を東京都環境局の1998
年の1／25000東京都現存植生図から，現存植生情報をGISにより読み取った．生田に関しては，現
存植生を川崎市環境局緑政部北部公園事務所が1999年に作成した生田緑地植生管理計画の115000
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の現況植生図をスキャナーで取り込み，GIS上で幾何補正した後，植生の情報に関するポリゴンを
作成した．生田緑地以外の植生データは，現地踏査により加筆した．両地域の現存植生図はスケール
が異なるが読み取られた群落の最小面積に大きな差は認められなかったため，現存植生を11の土地
利用タイプ（常緑樹林，二次林，針葉樹林，モウソウチク林，二次草原，人工草地，耕作水田，耕作
畑地，放棄水田，放棄畑地，市街地）に分類した．図師は，クヌギーコナラ林などの二次林（46％）
が優i占し，次に耕作畑地（16％），市街地（15％）の面積率が高い地域であり，生田はゴルフ場が存
在するため，人工草地（35％）が優占し，次に二次林（23％），市街地（21％）が高い地域である（図
・5）．
2－3．調査方法
2－3－1．下層植生図と地形データの作成
　本研究では高木層の有無は考慮せず，低木層・草本層のみに着目し，これを「下層植生」と定義し
た．現地における下層植生の記録は，図師は2001年および2002年の4月から10月，生田は2003
年の8Eから10月に行った．広域を調査するため簡便な方法として，調査対象地内を踏査し，優占
種の最高草丈により植生未発達（Ocm），低茎群落（Ocm〈x≦50cm），中茎群落（50cm＜x≦300cm），
高茎群落（300cm＜x）に分類し，1／2500地形図（Mues株式会社製）上に優占種と草丈によって区
分された植生のまとまり（以下，植生パッチとする）およびその優占種を記録した．この際，優占種
が大きく異なる場合は，別のパッチとして記録した．また，パッチ内の植生の水平構造を表すために，
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表一4下層植生単位の分類とその定義
下層植生単位 定義 記号
アズマネザサ優占型 アズマネザサが優占する植生パッチ S
アズマネザサ＋常緑木本混在型
アズマネザサと常緑性の木本（シラカシ，シロダモ，
sサカキ，アオキ等）および草本（ヤブラン，ジャノヒ
Q，テイカカズラ，シダ類等）が同程度に優占する
pッチ
S＋E
常緑木本優占型 常緑木本が優占する植生パッチ E
アズマネザサ＋落葉木本混在型
アズマネザサと落葉木本（コゴメウツギ，モミジイチ
S，ヒメコウゾ，ヤブムラサキ等）が同程度に優占
ｷる植生パッチ
S＋D
落葉木本優占型 落葉木本が優占する植生パッチ D
常緑木本＋落葉木本混在型 常緑木本および落葉木本が同程度に優占する植ｶパッチ E＋D
アズマネザサ＋常緑木本＋落葉木本混在型 アズマネザサ，常緑木本，落葉木本が同程度に優閧ｷる植生パッチ S＋E＋D
高茎乾性草本型
オオブタクサ，セイタカアワダチソウ，ヒメムカシヨモ
M，オオアレチノギク，ススキ等の高い草丈を持ち
ｧ地の乾湿が中性の植生パッチ
Td
低茎乾性草本型
エノコログサ，メヒシバ，オヒシバ，ヒメジョオン，ハ
泣Wオン，カゼクサ，オオバコ等に代表される造成
n雑草，踏跡草地，路傍雑草，畑地雑草などの低
｢茎を持ち立地の乾湿が比較的乾性な植生パッ
`，ゴルフ場などの人工草地等
Sd
高茎湿性草本型 ヨシ，フトイ，ガマ等の高い草丈を持ち立地の乾湿ｪ湿性の植生パッチ Tw
低茎湿性草本型 ミゾソバ，イ，チゴザサ等の低い草丈を持ち立地の｣湿が湿性の植生パッチ Sw
落葉ツル性草本型 クズ，カナムグラ等の葡旬性の植生パッチ Dv
農耕地型 耕作水田，休耕田，耕作畑地，果樹園，樹木畑等 Fa
裸地 日照不足により裸地化した林床あるいは踏圧・崩?ﾉより裸地化した林床等
その他 開放水域 ため池
Ot
市街地 建物・駐車場・道路等
　　　　　　　　　　下層植生単位のうち農耕地（Fa）およびその他（Ot）は全群度および草丈を0と設定した．
植生の集合と離散の程度を表す指標であるブラウン・ブランケの群度の指針（Braun－Blanquet，
1964）を参考にして5段階に分類し，これを「全群度」とした．これらの現地踏査の結果を基に，
優占種から14タイプの「下層植生単位」を作成した（表一4）．この14タイプの下層植生単位のポリ
ゴンをGISソフトArcview3．2a（ESRI社製）により作成した．
　地形データとして，細密数値情報10mメッシュ標高（北海道地図社製）を用い，25m×25mの標
高と傾斜度のラスターデータを作成した。
2－3－2．捕獲及びラジオテレメトリー調査
　タヌキを捕獲するために5～10台の箱罠（写真・1；トマホーク社製踏み板式，30×30×106cm）
を獣道の脇に仕掛けた．図師では2001年，2002年に捕獲iを行い，生田（生田国際ゴルフ場を除い
た70haの範囲）では2003年に行った．両調査地における捕獲個体は，外部計測（頭胴長cm，尾
長cm）および体重（kg）を測定後，電波発信機（図一6；Advanced　Teleme七ry　Syste皿s社製，70g）
を装着し放逐した（写真一2）．図師で捕獲された4個体をそれぞれzusi1，　zusi2，　zusi3，　zusi4と
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命名し，生田で捕獲された2個体をそれぞれIkuta　1，　Ikuta2と命名した．タヌキは，夜間に行動が
活発になると言われるため（福江，1991；Ikeda，1982），日の入りから日の出までを調査時間とし，
八木三素子アンテナ（写真一3；アルキテック社製）および受信機（写真一3；YAE　SU無線FT－290）
を用い15分間隔で方探を行った．タヌキの生活史を分散・非繁殖期（10月～3月），繁殖期（4～5
月），育仔期（6月～9月）に区分し，それぞれの期間に調査を行った（表一5）．zusi1は2002年3
月以降，zusi2は2002年7月以降，　zusi3は2003年4月以降で調査対象地周辺において発信が確認
されなくなったため調査を終了した．テレメトリーで確認されたタヌキの位置（以下，観察点とする）
は，GISにより幾何補正した112500の地形図（Mues株式会社製）上にポイントデータとしてプロ
ットした．山本ら（1996）によればタヌキには性別によって各時期で環境選択性に差は認められな
いため，本研究では，性別による環境選択性の区別は行わなかった．また，テレメトリー調査による
各個体の追跡期間が異なり，調査対象地内の利用期間が異なると考えられたことから，季節区分ごと
の環境選択性については言及しないこととし，タヌキの環境選択性の類似性と下層植生構造に対する
利用頻度の観点から生息のコアエリアを把握することに努めた．
2－4．解析方法
　まず，GIS上において調査対象地を50m×50mのメッシュに区分し，メッシュ内の各土地利用単
位の面積率，各下層植生単位の面積率，植物体量指数，平均標高，平均傾斜度を求めた．ここでは，
メッシュあたりの各下層植生単位の面積率にそれぞれに与えられた群度（1～5），草丈（1～3）の値
を乗算して，15（群度×草丈の最大値）と100（面積率の最大値）で割ったものを下層植生単位あた
りの「植物体量指数」とし，各下層植生単位の植物体量指数を合計したものを「メッシュあたりの植
物体量指数」とした．
　次に，調査対象地のメッシュの空間区分を行うために，各環境変数を基に，土地利用クラスターに
より類型化した．その際に，メッシュあたりの11の土地利用タイプの面積率を変数に，統計解析ソ
フト（SPSS12．OJ）によりクラスター分析（Ward法，平方ユークリッド距離）し，各メッシュを現
存植生クラスターとして類型化した．また，メッシュあたりの平均標高および平均傾斜度を変数にク
ラスター分析（Ward法，標準化ユークリッド距離）し，各メッシュを地形クラスターとして類型化
した．
　下層植生構造の立地特性を把握するために，土地利用クラスタL－－Lに対する各下層植生単位の特化度
（武内，1991）を次式から求めた．また，各土地利用クラスターにおける「メッシュあたりの植物
体量指数」の相違をKruskal－Wallis検定およびBonferroniの多重比較検定（SPSS12．OJ）によ
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30c皿 穐聯
30cm
写真一1箱ワナの概観（Tomahawk　Live　Trap　co．，サイズ：W30×H30×L106cm）
　　　　図一6首輪型無線発信機の形状（Advanced　Telemetry　Systems，　Inc．）
周波数帯：146MHz，サイズ：A　62mm，　B　32mm，　C　24mm，　D　15mm
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写真一2電波発信機を装着したタヌキ
写真一3八木三素rアンテナ（中央）と受信機（左ド）
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表一5調査個体とその概要
名前 捕獲日 　　　体重　頭胴長　尾長性別　　　（kg）　　（cm）　　（cm） 調査日
　　　　100％最外郭　推定行動圏観察点数　　　　行動圏（ha）　サイズ（ha）
Zusi1　2001年12月12日　　オス
Zusi2　2001年12月16日　　オス
Zusi3　2002年11月9日　　オス
4．2　　　54　　　16
3．6　　　46　　　21
48　　　43　　　18
zusi4　2003年1月31日　　オス　　50　　48　　16
Ikuta1　2003年5月7日　　　メス　　48　　48　　17
1kuta2　2003年5月22日　　メス　　4，8　　53　　18
2001年12月23日，2002年2月16日
2002年1月11日，3月4日，4月30日，
6月30日
2002年11月18日，12月5日，12月29
日，2003年2月18日，3月10日
2003年2月2日，2月21日，3月8日，3
月30日，4月10日，4月22日，6月30
日，7月22日，11月24日，2004年1月
28日
2003年5月16日，6月10日，7月4日，
7月27日，8月21日，12月15日
2003年5月29日，6月19日，7月11
日，8月6日， 1月7日，2004年1月15
59
88
148
403
208
2 8
83．8
77．3
833
17．0
31．1
25．9
163．3
141．0
1854
1927
185．4
185，4
り分析した．
　　　　　　　　　　　　［ある土地利用クラスターに占める下層植生単位の割合］　　　　　　　　特化度＝　　　　　　　　　　　　　　　　［調査地内に占める下層植生単位の割合］
　調査対象地におけるタヌキの行動圏内に存在する環境に対する選好度を求めるために，図師におい
て捕獲された4個体と生田において捕獲された2個体の追跡調査により得られた観察点から，それ
ぞれの100％最外郭行動圏を求め（表・5），それぞれの調査個体の行動圏を50m×50mのメッシュ（以
下，行動圏メッシュとする）により表した．タヌキの行動圏メッシュごとの空間区分を行うために，
メッシュあたりの各下層植生単位の面積率および植物体量指数を用いてクラスター分析（Ward法，
標準化ユークリッド距離）を行い，メッシュを類型化した．また，個体ごとに追跡期間が異なるため，
個体ごとの行動圏の各メッシュに対して「メッシュ別出現値」を求めて基準化し，調査対象地内の環
境選択性について解析を行った．この「メッシュ別出現値」は，個体ごとの行動圏の各メッシュに含
まれる観察点数を各個体の行動圏に含まれる観察点数で割ったものとした．野生哺乳類の行動圏は，
体重と相関があることが知られており（MacNab，1963），ここでは観察点から得られた行動圏との
比較を目的として，推定行動圏を以下に示すHarestad＆Bunnell（1979）の雑食性（Omnivorous）
の哺乳類の行動圏の予測式より求めた．
　　　　　　　　　　　　　　　　　H＝0．059　wo・92
　　　　　　　　　　　　　　　［H：行動圏（ha），　W：体重（g）］
　タヌキの環境選択性を示す指標として，各クラスターに含まれるメッシュ出現値合計が全体のメッ
シュ出現値合計に占める割合を観察値Aとし，各クラスターのメッシュ数が行動圏内に占める割合
を期待値Bとし，選択性指数1を次式により算出した．
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1＝100×（A－B）
　上記の式を基に，地形クラスター，下層植生クラスター，植物体量指数に対する選択性指数を求め，
タヌキの環境選択性を分析した．
4．結果
4－1．下層植生タイプおよび植物体量指数の高い植生の立地条件
　まず，図師と生田のメッシュあたり各土地利用タイプの面積率を変数としたクラスタL－一一分析により
林縁植生型，落葉樹優占型，人工草地優占型，市街地優占型，農地優占型の5タイプの現存植生ク
ラスターに土地利用を分類した．各現存植生クラスターにおけるメッシュあたりの各土地利用タイプ
の平均面積率を表一6に示す．各現存植生クラスターにおける下層植生タイプの特化度を求めたとこ
ろ（表・7），林縁植生型においては，落葉つる性草本（Dv），低茎湿性草本（Sw），高茎乾性草本（Td），
高茎湿性草本（Tw）との結びつきが強かった．落葉樹優占型においては，アズマネザサ（S），アズ
マネザサ＋常緑木本混在型（S＋E），アズマネザサ＋落葉木本混在型（S＋D），アズマネザサ＋常緑木本
＋落葉木本混在型（S＋E＋D）などのアズマネザサを中心として，常緑および落葉低木との結びつきが
強かった．農…地優占型においては，落葉木本（D），落葉つる性草本（Dv），低茎湿性草本（Sw），高
茎乾性草本（Td）などの下層植生との結びつきが強かった．
　次に，メッシュあたりの平均標高および平均傾斜度を変数とした，クラスター分析により谷底低地，
小段丘面，丘麓緩斜面，丘腹斜面，丘頂緩斜面の5タイプのクラスターに分類した．各地形クラス
タs－一・における標高と傾斜度の平均値を表8に示す．各地形クラスターにおける下層植生タイプの特
化度を求めたところ（表一9），丘腹斜面においては常緑木本（E），アズマネザサ（S），アズマネザサ
＋落葉木本（S＋D），アズマネザサ＋常緑木本（S＋E），アズマネザサ＋常緑木本＋落葉木本（S＋E＋D），
低茎湿性草本（Sw），小段丘面においてはアズマネザサ（S），アズマネザサ＋常緑木本（S＋E）のよ
うにアズマネザサを中心とした下層植生タイプとの強い結びつきが認められた．丘麓緩斜面において
は，落葉木本（D），常緑木本（E），常緑木本＋落葉木本（E＋D），アズマネザサ＋常緑木本＋落葉木本
（S＋E＋D），低茎湿性草本（Sw），高茎湿性草本（Tw）などの木本を中心とした下層植生タイプと
の強い結びっきが認められた．谷底低地においては，低茎乾性草本（Sd），高湿性草本（Tw）など
の放棄畑地や放棄水田に見られる下層植生タイプとの強い結びつきが認められた．丘頂緩斜面におい
ては落葉木本（D），落葉つる性草本（Dv），アズマネザサ＋落葉木本（S＋D），高茎乾性草本（Td）
との強い結びっきが認められた．
　各現存植生クラスターにおける植物体量指数の平均値は，落葉樹優占型の現存植生クラスターは他
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表一6現存植生クラスターにおける各土地利用タイプの面積率の平均値
A自然的土地利用
現存植生
クラスター
　　　　二次林　　　　　　　　常緑樹林　　　　　　　　針葉樹林　　　　　　モウソウチク林　　　　　　二次草地
平均値　最大値　最小値　平均値　最大値　最小値　平均値　最大値　最小値　平均値　最大値　最小値　平均値　最大値　最小値
林縁植生型
落葉樹優占型
人工草地優占型
市街地優占型
農地優占型
29．9
92．5
5．7
2．9
7．6
80，0
100．0
56．0
20，0
36，0
0．0
52．0
0，0
0．0
0，0
【???? 96．0
32．0
0．0
60．0
56．0
????????2．6　　　　100．0
0．5　　　36．0
0．4　　　36．0
0．4　　　32．0
1．6　　　64．0
???7．2　　　　100．0　　　　0，0
0．5　　　　24．0　　　　0．O
O．1　　　　16．0　　　　0．0
1．1　　　　　　24．0　　　　　　0．0
3．4　　　　60．0　　　　0．0
18．1　　　　100，0
0．6　　　16．0
1．7　　　44．0
1．1　　　24．0
1．4　　　36．0
???
B人為的土地利用
現存植生
クラスター
　　　人工草地　　　　　　　　耕作水田　　　　　　　　耕作畑地　　　　　　　　放棄水田　　　　　　　放棄畑地　　　　　　　　市街地
平均値　最大値　最小値　平均値　最大値　最小値　平均値　最大値　最小値　平均値　最大値　最小値　平均値　最大値　最小値　平均値　最大値　最小値
林縁植生型
落葉樹優占型
人工草地優占型
市街地優占型
農地優占型
0．8
0．6
81」
0．8
0．2
48．0
36．0
100．0
28．0
28．0
0．0
0．0
24．0
0．0
0．0
???100．0
32．0
0．0
64．0
320
???6，8
1．3
0．3
4．3
78．4
60．0
24．0
36．0
48．0
100．0
0．0
0，0
0，0
0．0
20，0
????100．0
28．0
60．0
4e．0
20．0
??????80．0
36．0
0．0
28．0
4．0
???14．3
2．1
2．3
81．3
5．8
76．0
28．0
60．0
100．0
48．0
0．0
0．0
0．0
20．0
0．0
表一7現存植生クラスターにおける各下層植生タイプの特化度
下層植生単位 林縁植生型 落葉樹優占型 人工草地優占型 市街地優占型
D
Dv
E
E＋D
S
S＋D
S＋E
S＋E＋D
Sd
0．87
畿39
1．10
t10
0．56
0．76
0．94
t15
0．41
、獅◎
0．87
鎚5
難潅
2．57
2．63
2．総
難霧
0．00
0．00
0．00
0．03
0．02
0．00
0．03
0．26
O．14
0．89
0．41
0．30
0．11
0．Ol
O．16
0．14
0．13
農地優占型
　　2．斜
】．3塗
0．14 5．9毒
0．54
0．67
0．91
0．30
0．52
0．64
0．57
1．65 司．63Sw
sd
sw
1．ヲ4
0．87　　　　　　　　　　　　　　0．00　　　　　　　　　　　　　　0．00
O．46　　　　　　　　　　　　0．02　　　　　　　　　　　　α55
O．28　　　　　　　　　　　　　0．05　　　　　　　　　　　　　0．01
畿6鑑
塗瓢9 0．30
網掛けの部分は現存植生クラスター間で相対的に特化度が高かった下層植生単位を示す
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表一8地形クラスターにおける標高および傾斜度の面積率の平均値
　地形
クラスター
　　　　標高（m）
平均　　　最大値　　最小値 平均
傾斜度（°）
　最大値 最小値
谷底低地
小段丘面
丘麓緩斜面
丘腹斜面
丘頂緩斜面
65．2
59．3
92．5
107．8
116．3
93．2
74．4
113
143
144．3
28．8
36．1
71．8
71．8
93．9
5．8
15．9
10．4
16
5．5
14．5
26．1
14．2
28．2
10．2
0．5
11．5
6．3
8．8
0．4
表一9地形クラスターにおける各下層植生タイプの特化度
S＋D
S＋E
S＋E＋D
Sd
Sw
Td
Tw
　　068
　　117
　　0．51
　　雍，52
　　2．調
　　雍．49
　　2．菊
0．27
2．解
116
047
070
000
0．74
0．66
1．57
0．39
2．刃
0．00
0．00
0．Ol
O41
112
魑49
総0
1．14
1．28
0．88
1．54
2．◎1
095
013
091
0．50
0．95
0．61
0．18
0，71
0．27
0．43
063
丘頂緩斜面
　　　0．53
　　　0．95
　　　0．82
　　　0．47
　　　1．05
　　　0．54
　　　0．00
網掛けの部分は地形クラスター間で相対的に特化度が高かった下層植生単位を示す
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1．0
0．8
植0．6
物?
?
数0．4
0，2
0．0
b
　　　　　　　　　　林縁植生型　落葉樹　　人工草地　　市街地　　　農地
　　　　　　　　　　　　　　　　優占型　　優占型　　優占型　　優占型
　　　　　　　　　　　　　　　　　　現存植生クラスター
　　　　　　　　　　図一7各現存植生クラスターにおける植物体量
多重比較検定により有意な差が認められた項目間で異なるアルファベットを付した．
○は外れ値，×は極値を示す．
1．0
0．8
???????????? ??
0．2
　　　　　0．0
　　　　　　　　　丘腹斜面　小段丘面丘麓緩斜面　谷底低地丘頂緩斜面
　　　　　　　　　　　　　　　　　地形クラスター
　　　　　　　　　　　図一8各地形クラスターにおける植物体量
多重比較検定により有意な差が認められた項目間で異なるアルファベットを付した．
○は外れ値を示す．
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の現存植生クラスターよりも有意に植物体量指数が高かった（図一7；Kruskal・Walhs検定，　p〈0．001，
Bonferroniの多重比較，　P〈0．05）．また，各地形クラスターにおける植物体量指数の平均値は，傾
斜度の高いクラスターほど植物体量指数が高い傾向が認められ（図一8），丘腹斜面，小段丘面，丘麓
緩斜面は，谷底低地，丘頂緩斜面よりも有意に植物体量指数が高かった（Kruskal・Wallis検定，　p＜
0．001；Bonferroniの多重比較，　p＜0．05）．
4－2．タヌキの環境選択性
　まず，タヌキの環境選択性には，地域ごとの環境資源量の差が影響することが考えられるため，図
師と生田における地形クラスター，下層植生クラスター，植物体量指数のカテゴリーごとの構成比に
より，地域間の環境資源の比較を行った．
　図師と生田のメッシュあたりの各下層植生単位の面積率および植物体量指数を変数としたクラス
ター分析により，メッシュを常緑低木およびササの優占する植物体量指数が比較的大きいクラスター
（以下，E・S型とする），市街地が優占する植物体量指数が小さいクラスター（以下，　Ur型とする），
耕作畑地が優占するクラスター（以下，Fa型とする），ササが優占する植物体量指数が大きいクラス
ター（以下，S型とする），低茎乾性草本が優占する植物体量指数が比較的小さいクラスター（以下，
Sd型とする）の5タイプの下層植生クラスターに分類した．
　図師と生田における各地形クラスターのメッシュ数の構成比率を図・9に示した．図師においては
急傾斜で標高の高い丘腹斜面（29％），緩傾斜で標高の低い丘麓緩斜面（28％），緩傾斜で標高の高
い丘頂斜面（24％）の順に多かった．図師において小段丘面は，ほとんど認められなかった．また，
生田において緩傾斜で標高の低い谷底低地（61％）が最も多く，次に急傾斜で標高の低い小段丘面
（24％）が多かった．生田において，丘頂緩斜面はほとんど認められなかった．図師における小段
丘面と生田における丘頂緩斜面のクラスターはほとんど認められなかったため，地形クラスターに対
するタヌキの環境選択性を分析する際にデータから除くこととした．
　図師と生田における各下層植生クラスターのメッシュ数の構成比率を図・10に示した．図師におい
ては，E－S型（35％）が最も多く分布し，次にS型（23％），　Fa型（19％）が多く分布していた．
また，生田においては，Sd型（41％）が最も多く分布し，次にUr型（25％），　S型（15％）が多く
分布していた．
　図師と生田における各植物体量指数のカテゴリーのメッシュ数の構成比率を図一11に示した．図師
と生田において各植物体量指数のカテゴリー数に有意な差が認められ（Mann・WhitneyのU検定，
p＜0．01），図師の方が，生田よりも有意に植物体量が高かった．
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　次に，図師において捕獲された4個体と生田において捕獲された2個体の追跡調査により得られ
た観察点から求めた100％最外郭行動圏を図一12，図・13にその形状を示した．推定行動圏の平均値
は，170．98土18．54haであり，100％最外郭行動圏の平均値は，53．07±31．52haと推定行動圏よりも
最外郭行動圏のサイズはより小さい傾向が認められた．また，zusi4の100％最外郭行動圏は17．Oha
と最も小さかった．
　タヌキの各地形クラスターに対する選択性指数を算出した結果では，図師では丘腹斜面に対して高
い正の選択性を示し，丘頂緩斜面，谷底低地に対して高い負の選択性を示した（図一14）．また，生田
では小段丘面に対して高い正の選択性が認められ，谷底低地に対して高い負の選択性が認められた
（図一14）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　また，タヌキの各下層植生クラスターに対する選択性指数を算出した結果では，図師ではS型に
対して高い正の選択性を示し，その他のクラスターに対しては，負の選択性を示した（図一15）．生田
では，S型に対して高い正の選択性が認められ，　Ur型に対して高い負の選択性が認められた（図一15）．
　植物体量指数のカテゴリーに対する選択性指数を算出した結果，図師では植物体量指数0．6－0．8，
0．8－1に対して正の選択性を示し，生田では植物体量指数0。4・0．6，～0．8－1の植物体量指数のカテゴ
リーに対して正の選択性を示した（図・16）．
　さらに，タヌキの休息場所（ねぐらを含む）や餌場のように高頻度でタヌキに利用される環境を把
握するために，メッシュ出現値のヒストグラム（図一17）から，メッシュ出現値が0．04以上のものを
高頻度利用域とし，0．04未満のものを低頻度利用域と定義した．高頻度利用域と低頻度利用域の間
で環境選択の相違について植物体量指数，下層植生面積率，傾斜度，標高について検討した．その結
果，標高，傾斜度には有意な差は認められず，植物体量指数およびアズマネザサの面積率が高い環境
を有意に選択していた（図一18，図一19；Mann－WhitneyのU検定，すべてp＜0．001）．
5．考察
　本調査における行動圏は，推定行動圏に比べていずれの個体も面積が小さい傾向が認められた．こ
の理由として，タヌキの移動を追跡している期間にタヌキは調査対象緑地周辺の道路の近縁まで移動
するものの道路を横断することはなかったことから，道路がバリアーとして機能しているためタヌキ
の行動圏が小さかったことがひとつの原因として考えられる．また，zusi4の100％最外郭行動圏は
17．Ohaと最も小さかった理由としては，行動圏内に耕作畑地を含むため食物資源が得られ易かった
ことが考えられる．
　相観植生および地形に対する下層植生単位の分布と植物体量指数の相違が認められたことから，相
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観植生に対しては，落葉樹優占型や林縁植生型などの光条件の良好な環境において・地形に対しては
丘腹斜面，小段丘面のように斜面傾斜の大きい環境においてアズマネザサや常緑，落葉低木などの植
物体量指数の大きな下層植生構造が成立することが明らかとなった．八木（1996）は，多摩丘陵と
狭山丘陵における微地形に対するアズマネザの分布を調査しており，平均桿高3mを越えるアズマネ
ザサは林冠の発達していない谷底面から下部谷壁斜面に分布し，1．5m～3mの稗高を持つアズマネザ
サは，前者のタイプに隣接して谷頭平底，下部谷壁斜面，上部谷壁斜面の一部のコナラ林下に分布す
るとしている．タヌキは，丘腹斜面や小段丘面のような傾斜地，アズマネザサの優占する植物体量の
高い環境に対して選択性指数が高いことから，谷戸の周縁部のようなアズマネザサの発達する林縁環
境は，タヌキの選好度が高い環境であると考えられる．
　タヌキの高頻度利用域は植物体量指数が大きく，アズマネザサの優占する環境を利用していること
から，生息環境の中核として密生したアズマネザサの藪が重要であり，このような環境は休息場所（ね
ぐらを含む）として重要であると考えられる．また，タヌキの地形に対する利用を見ると，丘腹斜面
や小段丘面に対する選択性が高い傾向が認められたが，低頻度利用と高頻度利用における傾斜度に有
意な差は認められなかったこと，またタヌキの利用頻度と植物体量指数，アズマネザサの面積率との
関係を見てみると，それぞれの値の高い環境をタヌキは有意に利用していることから，タヌキの環境
選択性は下層植生の構造が制限要因になっているものと考えられる．一方，下層植生クラスターに対
する選択性において，E－S型に対して図師では，負の選択性を示し，生田では正の選択性を示すとい
う相違が認められた．これは，タヌキの選好環境であるS型の環境が生田では少ないため，E・S型
の環境を補償的に利用していたものと考えられる．また，下層植生の植物体量指数のカテゴリーに対
する選択性において，図師では植物体量指数0．6－0．8の環境において高い正の選択性を示したのに対
して，生田では植物体量指数0．4－0．6の環境に対して高い正の選択性を示すという相違が認められた．
これは，図師と生田における植物体量指数のカテゴリV－一・間でメッシュ数には違いがあり，図師では，
タヌキの正の選択性が見られる植物体量指数の高い0．4－0．6，0．6－0．8，0．8－1のメッシュ数の比率が同
程度であるが，生田は0．4－0．6が特に多いことから，タヌキの選好する環境の資源量の違いによるも
のであると考えられる．
　既存の研究から，タヌキは，食物資源として，昆虫類，植物質（果実，植物体）を多く利用するこ
とが知られている（表・10）．雑木林の管理放棄地の昆虫相・クモ類の多様性は，管理地よりも高く，
とくに斜面の管理放棄地は冬季も種多様性が減少しないことが報告されている（菅ら，2001）．また，
餌資源の分布と利用可能量が環境選択に影響を与えている（Macdonald，1983）．そのため，タヌキ
にとって藪の環境は，休息場所（ねぐらを含む）だけでなく，昆虫類の採餌場所としても重要な資源
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表一10タヌキの食物内容
食物内容 川崎1） 千葉2） 入笠山3） 札掛4） 松浦島5）
哺乳類 1 1 3 1 1
鳥類 1 2 1 1 1
爬虫類・両生類 1 2 1 1 1動物資源 魚類 1 1 1 1 2
昆虫類 2 5 5 5 4
その他の脊椎動物 2 1 3 2 3
液果，堅果等 2 5 3 5 2植物資源 その他の植物質 5 5 5 5 4
人為的食物 4 1 3 2 3
1）山本（1991），2）落合（2000），3）山本（1994），4）Sasaki＆Kawabata（1994），5）1keda（1982）にお
ける糞中あるいは胃内容物中からの食物内容の出現頻度を1：0～20％，2：20～40％，3：40～
600／・，4：60～80％，5：80～1000fOの5段階で評価した．
である可能性を持つと考えられる．また，植物の果実としては，サクラ属，キイチゴ属，キブシ風
クワ属，ヤマモモ属，ブドウ属，マタタビ属，ムベ属，アケビ属，ケンポナシ属，イチジク属等が利
用される（lkeda，1982；山本，1991；山本，1994；Sasaki＆Kawabata，1994）．これらの植物
は一般的に山野や林縁の薮に生育する（浅野・桑原，1990）．そのため，林縁に成立する薮や樹林に
対してタヌキの環境選択性が高く，高茎のアズマネザサを休息場所として利用し，林縁などの薮や樹
林内を採餌環境として利用することなどから，タヌキは林縁性種であると考えられる．
　以上のことから，タヌキを保全目標とした植生管理の際に，休息場所や採食場所として樹林を存在
させると共に，高茎のアズマネザサや林縁の薮を維持しつつ，食物資源としての多様な植物相を下刈
りなどの林床管理によって維持していくことも重要である．人の手が里山に入っていた過去の時代に
は，雑木林を伐採した後に再生した若木を守るために，3～5年ほど藪が維持されており，また，人
里から離れた管理の行き届かない場所はササが優占していたため（峰岸，1996），このようなモザイ
ク的な環境は，従来の伝統的管理手法の中で多く維持・管理されていたことが予想され，タヌキはこ
のような環境を利用していたものと推測される．
　我が国では，水田の圃場整備が進行して，乾田化や護岸化されるに従い，水田におけるカエル類の
個体数が減少し（東ら，1999），湿田での伝統的な農業を行っている谷戸田でカエル類の種数が多く，
耕作放棄により生息が困難になる種もいること（大澤・勝野，1997）から，伝統的な谷戸田管理に
よって良好なカエル類の生息地が維持されていたと考えられる．フィンランドでは，初夏の重要な餌
資源としてタヌキは両生類と爬虫類を主に利用しており（Kauhara　et　al　1993，1998），両生類を採
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餌するために水辺の利用が増えることが報告されている（Kauhara，1996）．そのため，タヌキは，
両生類を採餌するために，伝統的な管理により維持されている谷戸田のような農地環境も利用するこ
とが考えられる．このような，里山環境における雑木林や，谷戸田にみられる伝統的な管理が行われ
ているような，タヌキが休息場所や採餌場所として使う多様な空間のユニットを維持管理することで
タヌキの生息地の保全を行うことができ，また空間のモザイク性は多様な生物相の保全に繋がるもの
と考えられる．
　Ikeda（1982）によれば，行動圏内におけるタヌキの活動は，いくつかのサイトをパスでつないだ
構造をとることから，タヌキは獣道を伝って採食場所や休息場所などに移動するとしている．また，
タヌキの食性は，そのため，植生管理を行う際にタヌキの採食場所や休息場所として植物体量が高く，
アズマネザサを中心とした藪を複数維持し，これらの環境間の移動による連続性を保つと共に，多様
な食物資源量を維持するために周辺環境のモザイク性を保つことがタヌキの生息に寄与するものと
考えられる．また，タヌキの移動・分散を考慮すると亜成獣の分散距離は都市部においては300mと
の報告があるが（山本ら，1996），PHS法注1を用いた調査では都市域においても，最大移動距離は
おおむね1kmを越えることもある（園田・倉本，2004）．そのため，タヌキの生息地に配慮した緑
地計画を検討する際には，対象とする緑地だけ管理手法を考えるのではなく，その周辺緑地も含めた
管理目標を検討し，タヌキのねぐら，休息場所，餌場としての環境の質を高めると共に，緑地間の連
続性を高めることが重要である．
補注1）PHS法とは，野生動物の行動追跡のために従来の電波発信機を装着し，人間が二素子ある
いは三素子によるアンテナを用いて踏査して探索する変わりに，PHS位置専用端末を用いて取得し
た位置情報を，ネットワークを通したコンピュータに送信する方法である．PHS法は従来のラジオ
テレメトリー法に比べて，人間が現地に赴く必要がないため，連続的なデータを遠隔地にて取得が可
能である．一方で，電池の寿命が短いため調査期間が限られるといった欠点がある．
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第2章　ロードキルの発生要因の解明と生息地のネットワーク性の評価
第1節　第2章の背景と目的
道路はコリドL－一一としての生態的な機能注2を持っており，その機能は（1）生息地，（2）導管，（3）
バリアv－一・（あるいはフィルター），（4）シンクとソース，の4つに大別される（Forman，1995）．道
路のコリドーとしての機能のシンクは主に，自動車による動物のロードキル（野生動物が交通事故に
ょり礫死すること）によって表される（Formal1，1995）．そのため，道路は本来の個体群をより小
さな地域個体群に分断するバリアー効果を持ち，分断された地域個体群は地域絶滅に導かれることに
なる（Forman，1995）．また，道路の敷設が生態系に与える影響は，連続した生息地間の分断であ
り，自動車との衝突によって動物の死亡率が増加することや本来の行動を改変することである
（Trombulak＆Frissell，2000）．
　ヨーロッパでは，有蹄類のロードキルが増加傾向にあり，ロードキル発生は，野生生物資源の保全
において経済的に重要かつ重大な問題となっている（Groot　Bruinderink＆Hazebroek，1996）．ま
た同様に，イギリスのヨーロッパアナグマMeles　mθleの重大な死亡要因のひとつとして交通事故が
挙げられている．ヨーロッパアナグマのロードキルの発生要因は，交尾期における活動の増加が原因
であり（Davies　et　aム1987），交通量の高い道路において死亡率が高いことが報告されている（Clarke
et　aZ，1998）．中型哺乳類の個体群のロードキルの頻度は，土地利用の影響を受けており，とくに食
肉目のロードキルは田園地帯に優占的に分布することが報告されている（Caro　et　al．，2000）．わが
国における高速道路では，中型哺乳類のロードキルが多く，とくにタヌキのロードキル情報が多いこ
とが特徴としてあげられる（橘，1998）．神奈川県では，野生傷病鳥獣の救護事業を行っており，タ
ヌキの救護数が年々増加する主な要因として交通事故が挙げられている（古内ら，1989）．タヌキの
ロードキルは，移動・分散が高まる成獣の交尾期と亜成獣の分散期において発生率が高まることが報
告されており（木下・山本，1993；後藤ら，1998），都市周辺部のタヌキの交通事故は，樹林地間お
よび樹林地一市街地間を移動する際に多く発生していることが報告されている（山本ら，1995）．ま
た，Saeki＆Macdonald（2004）は，日本全国において国土レベルでのタヌキのロードキルの発生
状況を把握し，道路の交通量や密度とロードキルの発生には強い相関があることを報告している．
　以上のように，道路の存在と野生動物のロードキル発生との関連性にっいては，道路の交通量や密
度とロードキル発生数や野生動物の生活史との関連から明らかにされつっある．一方，Clevenger　et
aZ（2003）は，アメリカのBanff　national　parkにおいて土地利用パターンや道路の構造と野生動物
のロードキルの関連性を明らかにしており，このような道路周辺の土地利用や緑地の配置とロードキ
ル発生の関連性ついての研究（園田・倉本，2002）はほとんど見られない．とくに，我が国におい
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ては，高速道路におけるロードキルについて調査されたものがあるだけで（川上ら，2002；Saeki＆
Macdonald，2004），地域スケー一一・一ルでの研究は行われていない．
　本章では，第2節において，都市域から都市近郊域における緑地の配置，分断化要因と交通事故
に基づく救護情報との対応関係から，生息地の分断・孤立化の程度とロードキルの発生との関連性に
っいて解析を行った．さらに第3節において，都市域の緑地の形状・配置，地形，土地利用パタL－一・
ンとタヌキのロードキルデータを基にロードキルの発生予測モデルを構築し，タヌキのロードキル発
生要因と生息地のネットワーク性について分析を行った．それらの結果を基に，今後の生息地のネッ
トワーク性の改善を図るための道路計画および緑地計画について検討した．
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第2節　都市近郊域における緑地の配置とホンドタヌキの救護情報の分布との関係
1．本節の目的
　本節では，都市近郊域における広域スケールでの孤立化とタヌキの救護情報の関係を明らかにする
ことを目的として，緑地の配置を把握し，その分断化要因を解明した．さらに，都市近郊域における
緑地の配置や分断化要因が，救護情報の分布に与える影響について解析した．これらの結果をもとに，
緑地の分断・孤立化とタヌキの救護情報の関係を明らかにすることを目的とした．
2．研究方法
2－1．使用データ
　解析に用いた救護情報は，1981　一　2000年に神奈川県立自然保護センター，横浜市立金沢動物園・
野毛山動物園，神奈川県内の各市町村の動物病院において交通事故後に救護された個体のうち，救護
個体の住所データが番地レベルで記載されている個体の情報である．これをGISソフト
（Arcview3．2a，　ESRI社）によりポイントデータ（救護地点）に変換した．分析対象地は神奈川県
の中で都市的な土地利用（住宅地，商業・業務用地，工業用地，公共用地，道路用地，造成地）の存
在する53市区町村とした．その結果，全救護個体数301のうち解析に有効な救護個体数は140
（46．5％）となった（図・20）．救護情報とは，タヌキの礫死体の分布情報ではなく，住民により県内
の救護施設に持ち込まれる生存の可能性のある傷病鳥獣の情報である．この救護情報の特徴としては，
0 30 60km
　圏　　救護地点、
睡分析対象地［コ非分析対象地
　　N・楽・
　　S
図一20神奈川県における分析対象地と救護地点の分布
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表一11第2・3回自然環境保全基礎調査植生図より読み取った植生単位の凡例と
緑地配置解析の単位
緑地配置解析の単位 第2・3回自然環境保全基礎調査植生図より読み取った植生単位の凡例（75種類）
樹林性緑地
アカシデーイヌシデ群落アカマツ植林，イノデータブ群集，オニシバリーコナラ群集，クサイチゴータラノキ群集クスノキ植
ﾑ，クヌギーコナラ群集，クリーミズナラ群落，クロマツ植林，ケヤキーイロハモミジ群集，コクサギーケヤキ群集，コナラーク
褐Q集コナラークリ群落，コナラ群落，サカキーウラジロガシ群集，シイ・カシ萌芽林，シラカシ・ケヤキ屋敷林，シラカシ
Q集，スギ・ヒノキ・サワラ植林，ニシキウッギーノリウツギ群落，ネコヤナギータチヤナギ群落ホソバカナワラビースダジ
C群集マサキトベラ群集マテバシイ植林，モミーシキミ群集，ヤブコウジースダジイ群集，ヤマボウシーブナ群集外国
Y広葉樹植林，竹林，林縁性っる一低木群落，落葉広葉樹植林
非樹林性緑地
アズマネザサーススキ群落，アズマネザサーススキ群集カワラマツバーススキ群落，クズーカナムグラ群落クズ群落ス
Xキーチガヤ群落，路傍雑草群落人工草地，シバ群団，ヨシクラス，ツルヨシ群集，オギ群集，オギ群集など，水田雑
酔Q落，休耕田雑草群落，畑地雑草群落，休耕田畑地雑草群落，落葉果樹園，桑園，苗圃，落葉樹植林，ゴルフ場，
Tサ草原，セイタカァワダチソウ群落，ヒメムカシヨモギーオオアレチノギク群落フジァザミーヤマホタルブクロ群集，ベ
jバナボロギクーダンドロボロギク群集ミゾソバーヨシ群落，ヤダケーメダケ群落，ヨモギ群落，塩沼地植生，人工草地，
ヴｨ，牧草地，常緑果樹園，伐跡群落，イソギクーハチジョウススキ群集，ハコネダケ群落
市街地 市街地，工業地帯，造成地，広いコンクリート地
住民による発見されやすさや救護施設の近傍に分布が偏るといったデータのバイアスが考えられる
が，礫死体の分布情報よりも広域的に記録が残っており，ロードキルの広域的な発生パターンを解明
する際には利用可能なデータである．植生のデータには環境庁の自然環境GISによる第2・3回自然
環境保全基礎調査の現存植生図を用いた．樹林は繁殖，休慮、，採食等の生活基盤として重要であり（山
本ら，1996），農地，草地は採食場所として重要である（園田・倉本，2001）．そのため，現存植生
図の植生単位を，タヌキのねぐら，採餌場所および休息場所としての意義を持つ森林を主体とする樹
林性緑地，採餌場所としての意義を持つ農地を主体とする非樹林性緑地と，生息地の分断化要因とし
ての市街地に分類して解析に用いた（表一11）．さらに，救護情報の分布要因としては，土地利用状況
や緑地の配置だけでなく，交通量の影響が考えられるが，ここでは土地利用の配置のみに言及するこ
とにとどめた．市街地と道路用地の関係を明らかにするために，建設省国土地理院1998年発行の
1984年細密数値情報10mメッシュ土地利用を用いて幅員4m以上の道路用地の面積を読み取った．
2－2．樹林性パッチ周辺の緑地の配置と救護情報の分布の関係
　本節では，移動・分散期に樹林性パッチの周縁から他の緑地に移出するタヌキが移動距離を最大に
したときに，その行動圏内の緑地の配置および分断化の程度が，ロードキルの発生に影響を与えると
仮定したモデルを考えた．そこで，タヌキの移動最大距離を求めるために，樹林性パッチの周縁から
救護地点までの最短距離を求めたところ，樹林性パッチの周縁と救護地点の距離が1000mまでで
138個体（98．6％）が連続的に出現したことから（図・21），樹林性パッチの周縁からのタヌキの移動
最大距離を1000mと仮定した．
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図一21林縁から救護個体までの距離の各カテゴリーにおける救護個体数
表一12解析に用いた緑地の配置および分断化の指標として用いた環境変数とその定義
変数名 定義
孤立度 樹林性パッチの辺縁から外側1000m圏内に全体もしくは一部が分布す骼?ﾑ性パッチの辺縁間の最短距離（m）の平均／1000
周辺の樹林面積（㎡） 樹林性パッチ周辺1000m圏内に存在する樹林性パッチの面積（㎡）の㈹v
草地率（％） 樹林性パッチ周辺の非樹林性緑地の面積率
市街地率（％） 樹林性パッチ周辺の市街地の面積率
道路用地率（％） 樹林性パッチ周辺の道路用地の面積率
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　孤立度，周辺の樹林面積，草地率を緑地の配置指標とし，市街地率および道路用地率を分断化の指
標として，解析に用いた環境変数の定義を表・12に示した．また，緑地の指標算出の模式図を図・22
に示した．第1の孤立度の指標には，パッチの孤立性の指標（Bowen＆Burgess，1981）を参考
にし，第2の孤立度の指標としてパッチ周辺の樹林面積を求めた．以下に（1）孤立度と（2）周辺
の樹林面積の式を示す．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ii－1量吻　　　　　　　（、）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　nノ＝1
　　（n：近隣の樹林性パッチの数，吻’：樹林性パッチiと近隣の樹林性パッチノの間の距離）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ai一ΣAj　　　　　　　　　　（2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ＝1
　　　　　　　　　（ll：近隣の樹林性パッチの数，　Al’：樹林性パッチノの面積）
　　　　　　睡翻樹椛パッチ團非樹櫨パッチ
　　　　　　ロ市街地マトリックス…一・OOOmバッファー
図一22緑地の孤立度算出の模式図
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表一13本文中で用いた用語の定義
樹林性パッチの1・OOOm圏内に救護i地点が含まれ
る樹林性パッチ
樹林性パッチの1・OOOm圏内に救護地点が含まれ
ない樹林性パッチ
各変数のカテゴリーに属する樹林性パッチ数に対
する救護個体の出現したパッチの割合
　上の式に基づき，各樹林性パッチの周縁から外側1000m圏内に全体もしくは一部が分布する樹林
性パッチの周縁間の最短距離を求めて平均し，タヌキの移動最大距離1000mで除したものを「孤立
度」とした．孤立度は0より大きく，1以下の値をとる．さらに，第2の孤立度の指標として，樹林
性パッチ周辺1000m圏内に全体および一部が分布する樹林性パッチの面積の合計を求めこれを「周
辺の樹林面積（㎡）」とし，1000皿圏内に含まれる非樹林性緑地の面積率および市街地の面積率を算
出し，それぞれ「草地率（％）」および「市街地率（％）」とした．また，樹林性パッチ周辺の1000m
圏内に存在する「道路用地率（％）」を算出した．
　以後，本文中で用いる用語の定義を表一13に示した．各樹林性パッチの1000m圏内に救護地点が
含まれる樹林性パッチを「出現パッチ」，救護地点を含まない樹林性パッチを「非出現パッチ」とし，
孤立度，周辺の樹林面積，草地率の各カテゴリーに所属する全樹林性パッチ数に対する「出現パッチ
数」を「出現パッチ割合（％）」とした（表一13）．また，各カテゴリーにおける救護個体の平均個体
数を求めた．
　解析にあたり，非分析対象地の影響を避けるため，分析対象地の周縁から内側に1000mのバッフ
ァーを発生させ，そのバッファーより内側に分布する樹林性パッチについて孤立度，周辺の樹林面積，
草地率，市街地率，道路用地率を算出した．また，救護情報もその範囲に限定した．
2－3．解析方法
　孤立度，周辺の樹林面積，草地率，市街地率，道路用地率のそれぞれの指標間の関係を明らかにす
るためにSpearmanの相関分析を行った．また，各緑地配置の指標について各カテゴリーと救護個
体の出現の有無の多次元クロス集計を行い，カテゴリー間における救護個体の出現の差をκ2検定に
より解析した．さらに，各カテゴリーと救護個体の出現の関連性を定量的に表現するための指標とし
て四分点相関係数（φ係数）を算出した．φ係数は，救護個体の出現の有無と各緑地の配置指標のカ
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テゴリーの1つに注目して，クロス表を想定し，φ係数を次式から求めた．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ad－bc　　　　　　　　　　　　　φ＝
　　　　　　　　　　　　　　　　（a＋b）（c＋d）（a＋c）（b＋d）
　　　　　　　　　　a：あるカテゴリーにおける出現パッチ数
　　　　　　　　　　b：あるカテゴリー以外における出現パッチ数
　　　　　　　　　　c：あるカテゴリーにおける非出現パッチ数
　　　　　　　　　　d：あるカテゴリー以外における非出現パッチ数
　φ係数は，＋1から一1までの値をとり，＋1近づくほど正の関連性を示し，－1に近づくほど負
の関連性を示す．
3．結果
3－1．緑地の配置および分断化の指標間の相互作用
　分析対象地内において樹林性パッチ周辺の孤立度，周辺の樹林面積，草地率，市街地率，道路用地
率の問の相関係数について表・14に示した．周辺の樹林面積と市街地率，周辺の樹林面積と道路用地
率，草地率と市街地率，草地率と道路用地率との間で比較的強い負の相関が見られ，市街地率と道路
用地率との間で比較的強い正の相関が認められた（p〈0．01）．
3－2．樹林性パッチ周辺の緑地の配置の指標と救護情報の分布の関係
　孤立度の各カテゴリーにおける出現パッチと非出現パッチの内訳と，各カテゴリL－一一の出現パッチ割
合を図・23に示した．孤立度の各カテゴリーにおける出現パッチ数は孤立度0．4－0．6において最も高
表一14緑地の配置および分断化の指標間の相関（n＝1853）
孤立度 周辺の樹林面積　の対数値 草地率 市街地率
周辺の樹林面積の
対数値
草地率
市街地率
道路用地率
一〇．15
－O．12
0．23
0．19
　0．40
－O．58＊＊
－0．49＊＊
一〇．91＊＊
－0．66＊＊ 0．74＊＊
＊＊は1％水準で有意差が認められたことを示す
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かった．また，出現パッチの割合は，孤立度0．6－0．8において38％と最も高くその前後では割合は
低かった．また，孤立度の各カテゴリーにおける平均救護個体数（図・24）は，孤立度0．6－0．8のカ
テゴリーにおいて0．68と高かった．孤立度のカテゴリL－一一の間で樹林性パッチ周辺の救護個体の出現
の有無には有意な差が認められた（z2検定，　p＜0．001）．孤立度の各カテゴリーにおける救護個体
の分布相関（図一25）に関しては，孤立度0．2未満（φ一一〇．07），孤立度0．2－0。4（φ＝－0。07）の
カテゴリーにおいて救護個体の出現は高い負の関連性を示し，孤立度0．6－0．8（φ一〇．08）のカテゴ
リーにおいて救護個体の出現は高い正の関連性を示した．
　周辺の樹林面積の各カテゴリーにおいて，出現パッチと非出現パッチの内訳と，各カテゴリーの出
現パッチ割合を図一26に示した．周辺の樹林面積が105－106㎡のカテゴリL－一・iにおいて，出現パッチ
数が最も高く，出現パッチ割合についても45％と最も高かった．また，周辺の樹林面積の各カテゴ
リーにおける平均救護個体数（図・27）は，周辺の樹林面積が105－106㎡のカテゴリ・一一・Eにおいて81％
と最も高かった．周辺の樹林面積のカテゴリーの間で樹林性パッチ周辺の救護個体の出現の有無には
有意な差が認められた（z2検定，　p＜0．001）．孤立度の各カテゴリーにおける救護個体の分布相関
（図一28）に関しては，周辺の樹林面積が105－106㎡（φ一〇．25）のカテゴリーにおいて救護個体の
出現は高い正の関連性を示し，周辺の樹林面積が106－107㎡（φ一一〇．13），107㎡以上（φ一一〇．17）
のカテゴリーにおいて救護個体の出現は高い負の関連性を示した．
　草地率の各カテゴリーにおいて，出現パッチと非出現パッチの内訳と，各カテゴリーの出現パッチ
割合を図一29に示した．草地率が20％未満のカテゴリーにおいて出現パッチ数が最も高く，出現パ
ッチ割合が51％と最も高かった．また，草地率の各カテゴリーにおける平均救護個体数は，草地率
が20％未満のカテゴリーにおいて96％と最も高かった（図一30）．草地率のカテゴリーの間で救護個
体の出現の有無には有意な差が認められた（X2検定，　p＜0．001）．孤立度の各カテゴリーにおける
救護個体の分布相関（図一31）に関しては，草地率が20％未満（φ＝0．34）のカテゴリーにおいて救
護個体の出現は高い正の関連性を示し，40－60％（φ＝－0．24），60－80％（φ＝－O．19）のカテゴ
リーにおいて救護個体の出現は負の関連性を示した．
3－3．出現パッチにおける分断化の特性
　樹林性パッチ周辺の分断化要因が出現パッチに与える影響を明らかにするために，孤立度の各カテ
ゴリーにおいて，出現パッチの「周辺の樹林面積」，「草地率」，「市街地率」，「道路用地率」の平均値
を実測値とし，全樹林性パッチの「周辺の樹林面積」，「草地率」，「市街地率」，「道路用地率」の平均
値を期待値とし分析を行った（表一15）．
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表一15孤立度のカテゴリーに対する出現パッチ周辺の分断化の特性
孤立度
力テゴリー
周辺の樹林面積
の対数値（㎡） 草地率 市街地率 道路用地率
出現パッチ　　全樹林性パッチ　　出現パッチ　　全樹林性パッチ　　出現パッチ　　全樹林性パッチ　　出現パッチ　　全樹林性パッチ
＜02
02－04
04－06
06－08
08≦
684
611
598
581
578
5．36
652
6．21
5．93
534
2433
2284
1792
1238
2844
2794
3276
3159
2402
4055
4407
5879
6664
7525
6465
3050
4352
4756
61．16
4922
974
943
1146
1242
1414
721
807
925
1086
1127
　全樹林性パッチ周辺の草地率の平均値に対して出現パッチ周辺の草地率の平均値は低い値を示し，
全樹林性パッチ周辺の市街地率および道路用地率の平均値に対して出現パッチ周辺の市街地率およ
び道路用地率は高い値を示した．また，出現パッチ周辺の市街地率の平均値は非常に高い値を示して
おり，草地率の平均値は低い値を示した．さらに，孤立度0．8未満のカテゴリーにおいて，救護個体
の出現したパッチ周辺の市街地率および道路用地率は増加傾向を示し，草地率は減少傾向を示した．
孤立度0．8≦のカテゴリーは全樹林性パッチ周辺の草地率の平均が比較的高い地域であった．
4．考察　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　樹林性パッチの孤立度と救護情報の分布に関する結果から，孤立度を孤立度が0．4から0。8の地域
は救護情報の発生率の高い地域であり，孤立度0．4未満の地域では救護情報の発生率が低い地域であ
ることが明らかとなった．孤立度の各カテゴリL－一一における出現パッチ周辺では，市街地率および道路
用地率が草地率よりも高いこと，孤立度が高くなるほど市街地率や道路用地率が増加することから，
市街地率および道路用地率によって分断された孤立度の高い地域ほど，救護情報の発生率が高いこと
が考えられる．周辺の樹林面積と救護情報の分布の関係では，面積が105㎡から106㎡までの地域に
おいて救護情報の発生率が高く，106㎡以上の地域においては救護情報の発生率が低い地域であるこ
とが明らかとなった．草地率とタヌキの救護情報の分布の関係では，草地率が40％未満の地域にお
いて救護情報の発生率が高く，40％以上の地域においては救護情報の発生率が低い地域であること
が明らかとなった．周辺の樹林面積および草地率は市街地率および道路用地率の増加に伴い減少する．
そのため，樹林性パッチ周辺の樹林面積および草地は，市街化とそれに伴う道路用地の増加により分
断・孤立化が進行するものと考えられる．
　タヌキは森林，農地の優占する自然的土地利用の割合の大きい環境を選好することが報告されてお
り（園田・倉本，2001），樹林性パッチ周辺の樹林面積と草地の優占する地域は，タヌキの生息密度
が高いことが考えられる．このような地域では，移動・分散する個体数は多いが，周辺樹林面積や草
地率の値が高いため救護情報の発生率が低いことが考えられる．しかし，市街化にともない周辺の樹
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林や草地が分断・孤立化することにより救護情報の発生率は高まるものと考えられる．また，周辺の
樹林面積が105㎡未満の地域において救護情報が少ないのは，タヌキは都市的土地利用の割合の高い
環境を選好しない（園田・倉本，2001）ため，市街地の優占する地域では生息地が減少しており生
息密度が低く，移動・分散する個体数が少ないためであると考えられる．
　以上の樹林性パッチの孤立度と救護情報の分布の関係を基に，樹林性パッチを救護情報の多い地域
と少ない地域を孤立度0．4，周辺の樹林面積106㎡，草地率40％で分類し，可視化したものを図・32a，
32b，32cに示した．神奈川県における分析対象地内の全樹林性パッチ数に対する樹林性パッチの孤
立度0．4未満の樹林性パッチ数の割合は10％であり，周辺の樹林面積が106㎡以上の樹林性パッチ
数の割合は51％であり，また，草地率が40％以上の樹林性パッチ数の割合は34％と，救護情報の
発生率の低い地域はすでに減少している．そのため，緑地の配置によってタヌキ保全を図ることは難
しい．当面は，生息地周辺部においてタヌキが安全に道路を横断できるためのボックスカルバート，
コルゲートパイプ，オーバーブリッジ等の道路横断施設の整備が重要であると考えられる．長期的に
は，神奈川県において，生物学的空間としての機能を保持した緑地を都市近郊域に増やすことが，タ
ヌキの個体群を保全するために重要であると考えられる．
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第3節　都市域におけるホンドタヌキのロードキル発生予測モデル
1．本節の目的
　タヌキのロ・一一・ドキル発生率が高い地域スケールでの環境特性をリスク因子とした，タヌキのロード
キル発生予測モデルを構築した．その結果を基に，タヌキの個体群の存続可能性を高めるような都市
における緑地の配置を検討し，道路計画の際のミティゲーションに対する指針を示すことを本節の目
的とした．
2．研究方法
2－1．分析対象地
　本節では，タヌキの礫死体の収集が1988年から継続的に行われている神奈川県川崎市全域を対象
とした（図一33）．川崎市青少年科学館では，市域の野生動物分布・生態調査のひとつとしてタヌキ
調査を行っている（峯岸・北川，1987；木下，1991；木下・山本，1993；木下・山本，1996）．タ
ヌキの礫死体の収集についても，川崎市清掃局や住民からの情報を基に青少年科学館の学芸員によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　肩：．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都
図一33川崎市におけるタヌキのロードキルの発生地点
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って定期的に個体の収集が行われている．
2－2．タヌキのロードキル発生地点
　ロードキル情報は，1986年から川崎市青少年科学館において川崎市清掃局や住民から持ち込まれ
た個体の位置情報が住所として記録されており，2003年までのタヌキの収集個体数は475体であっ
た．ここで用いた情報は，番地レベル以下の住所情報が記載されているもののみとし，319件（67．2％）
を解析に用いた．住所情報は，Super　Mapple　Digital　ver．1．0（昭文社）により位置情報を検索し，
その位置情報に最も近接した道路地点の緯度経度座標を記録し，ロードキル発生地点とした．さらに，
GISソフト（Arcview3．2a，　ESRI社）によりロードキル発生地点は平面直角座標系（第IX系）を用
いたポイントデータに変換した（図一33）．
2－3．環境情報
　分析対象地外の生息地の影響を考慮して，川崎市の行政界から1kmのbufferを発生させ，川崎市
とlkm－buffer範囲内の現存植生，地形，土地利用状況を解析対象とした．現存植生図は，自然環境
GIS（環境省）の自然環境保全基礎調査の第2・3回調査（1981～1985年）の1150000の現存植生図
を用いた．現存植生の改変地の情報として，自然環境保全基礎調査の第4回調査（1988～1992年），
第5回調査（1993～1998年）の結果を用いた．土地利用図は細密数値情報10mメッシュ土地利用
1994年（国土交通省）を用いた．また，起伏量は数値地図50mメッシュ標高（国土交通省）を基に，
最高標高と最低標高の差から求めた．
2－4．解析方法
2－4－1．調査対象地における緑地の配置とロードキル発生の現況
　本章第2節で用いた緑地の配置の指標である樹林性パッチの孤立度，周辺の樹林面積の対数値，
草地率により，調査対象地内のロードキルの起こりやすさを第2節の結果を基に評価した．また，
タヌキのロードキルの発生数を繁殖年周期により妊娠期（4－5月），育仔前期（6－7月），育仔後期（8・9
月），分散・非繁殖期1（10－11月），分散・非繁殖期H（12－1月），分散・非繁殖期皿（2・3月）に
区分し，年間のロードキル発生状況について分析した．
　次に，タヌキのロードキル発生に対する緑地の改変率の影響について分析した．タヌキは休息場所
（ねぐらを含む），採餌場所として，樹林や周縁に成立するアズマネザサなどの植物体量の高い薮を
高頻度で利用する（第1章による）ことから，コアエリアとして高茎草地（ヨシ群落は除外する），
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表一16現存植生図より読み取ったコアエリアと農地の凡例
タヌキの生息環境土地利用分類 凡例
　　　　　　　クヌギーコナラ群集
落葉広葉樹林コナラークヌギ群集
　　　　　　　コナラーオニシバリ群集
コアエリア
　　　　　　　シラカシ・ケヤキ屋敷林
常緑広葉樹林シラカシ群集
　　　　　　　ヤブコウジースダジイ群集
高茎草地 アズマネザサーススキ群集オギ群集
農地
水田
水田雑草群落
休耕田雑草群落
苗圃
畑地
畑地雑草群落
休耕畑地雑草群落
落葉果樹園
落葉広葉樹林，常緑広葉樹林を選択し，採餌環境として，水田，畑地（表・16）を選択した．これら
の現存植生パッチを結合し，緑地パッチとした．さらに，自然環境保全基礎調査の第4回，第5回
の現存植生改変図により，各緑地パッチ内の現存植生の改変地率をそれぞれ求め，その合計を累積改
変地率とした．また，Spear皿anの順位相関係数により，緑地パッチ周辺500m圏内のロードキルの
発生数と累積改変地率の相関関係を解析した．
2－4－2．タヌキのロードキル発生の予測モデル
　タヌキの行動圏サイズは10ha・100ha（芝田，1996）といわれているため，ロードキルの発生地点
と非発生地点の周辺環境情報を読み取る際のbufferのサイズは，最小行動圏に近似する200m半径
と最大行動圏に近似する500m半径の円を設定した．ここでは，200m－bufferを用いた解析は，採餌，
休息などの日周行動のような最低限の移動によってロードキルが生じると仮定したモデルであり，
500m・bufferを用いた解析は，繁殖年周期において移動・分散などの季節的行動のような最大限の移
動によってロードキルが生じると仮定されたモデルである．ロードキルの発生地点から200m・buffer
と500m－bufferを発生させる2つのモデルの解析を行う際に，ロードキルの発生空間を限定するた
めに，前者はロードキル発生地点から200m－buffer圏内はロードキルの発生領域と仮定し，後者で
は，ロードキル発生地点の500m－buffer圏内をロードキル発生領域と仮定し，それ以外の領域に含
まれる道路上に300地点のポイントをランダムに発生させた．
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表一17ロジスティック回帰分析に用いた変数
変数名 定義
A－core
P－core
Score
ED　core
Ajarm
l≡Dfam
ELEV
WO
RE
PU
IN
CO
RO
FA
OP
WA
200mBufFerおよび500mBufFerに一部あるいは全体が含まれるコアエリァの平均面積の常用対数
200mBufferおよび500mBufFerに一部あるいは全体が含まれるコアエリアの周囲長の平均値
200mBuf　ferおよび500mBufferに一部あるいは全体が含まれるコアエリアの形状指数の平均値
200mBuffer及び500mBuffertこ一部あるいは全体が含まれるコアエリアの林縁までの平均距誰（m）
200mBufferおよび500mBufFerに一部あるいは全体が含まれる農地の平均面積の常用対数
200mBufferおよび500mBufferに一部あるいは全体が含まれる農地の縁までの平均距離（m）
200mBufferおよび500mBuffer内の起伏量（m）
200mBufferおよび500mBu冊er内の丁山林・荒地率のアークサイン値
200mBufferおよび500mBuffer内のf住宅地率のアークサイン値
200mBufferおよび500mBufFer内のf公共用地率のアークサイン値
200mBufrerおよび500mBufFer内の∫工業用地率のアークサイン値
200mBufferおよび500mBuffer内のf商業・業務用地率のアークサイン値
200mBuf　rerおよび500mBuffer内のt道路率のアークサイン値
200mBufTerおよび500mBu冊er内の丁農地率のアークサイン値
200mBufferおよび500mBu冊er内のf公園・緑地率のアークサイン値
200mBufferおよび500mBuffer内のf河川・湖沼率のアークサイン値
太字は選択した独立変数を示す
　次に，タヌキのロードキル発生におけるリスク因子を明らかにする際の環境変数を，表17のよう．
に設定した．道路ごとの交通量については，市道レベルの交通量情報は，行政の統計情報等から情報
を得ることが不可能なため，道路面積と商業・業務用地面積を交通量の指標とした．200mおよび500
111－bufferに一部あるいは全体が含まれるパッチについて，パッチの形状指数（Forman＆Godron，
1986）を以下の式からもとめた．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　K＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2伍
　　　　　　　　　　　（K：形状指数，A：パッチの面積，　P：パッチの周囲長）
　また，土地利用の面積率は，200m－bufferおよび500m－buffer内の面積率を求め，正規化を目的
としてアークサイン変換を行った．従属変数は，ロードキルの発生の有無とし，発生を1とし，非発
生を0とした。独立変数の選択の際に，A＿core，　P＿core，　S＿coreの組み合わせと，　A＿farmとFA，
ELEVとWOの組み合わせにおいて強い相関関係（r≧0．5）が認められたため，いつれか一方は削
除することとした．また，PU，　INを含まないbufferが多いため除外し，変数をS＿core，　ED＿core，
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ED＿farm，　WO，　RE，　CO，　RO，　FA，　OP，　WAの10個の独立変数を設定した（表一17）．これらの
変数を基に200mbufferおよび500m－bufferごとにRegression　models（SPSS12．OJ）を用いてロ
ジスティック回帰分析を行った．ロジスティック回帰モデルは以下の2式によって表される．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　exp（Z）　　　　　　　　　　　　　　　　　　P（Z）ニ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1＋exp（Z）
　　　　　　　　　　　　　　Z＝β・＋β，Xl＋β2x2＋・・…　＋β　nXn
　オッズ比を算出するために標準化しない独立変数と，独立変数の影響の大きさを評価するために平
均が0，標準偏差が1となるように標準化した独立変数を用いた，2通りのロジスティック回帰分析
を行った．ロジスティック回帰分析を行う際の200m－bufferおよび500m・bufferのモデルにおける
変数選択にはWald統計量を用いたステップワイズ法（投入確率0．05，除去確率0．10）を用いた．
ロードキル発生地点とランダム地点の間の差異を見分けるためのモデルの有意性を検討するために
Hosmer＆Lemeshowの適合度検定を用いた．200mbufferと500mbufferのモデルの適合性は，そ
れぞれ決定係数（R2）およびCross－validation　accuracy（交差検証精度）により検証した．また，
最も適合性の高いモデルにおいて算出されたロジスティック回帰係数を独立変数とした回帰式から，
従属変数の値を予測し，ロードキル発生の予測確率を算出した．
3．結果
3－1．調査対象地における緑地の配置とロードキル発生現況
　本章第2節の樹林性パッチの孤立度，周辺の樹林面積の対数値，草地率のヒストグラムにより調
査対象地内のロードキルの起こりやすさを検討した（図一34，図・35，図一36）．孤立度では0，4－0．6，
周辺の樹林面積では105－106㎡の樹林性パッチが多く分布し，草地率ではほとんどが40％以下のも
のであり20％以下の樹林性パッチ数が多い．そのため，本調査地は，孤立度が高く，タヌキのロー
ドキル発生率が高い地域と言える．
　緑地の改変率は，調査対象地内の全緑地パッチ数（n＝666）の中で，39パッチ（5．9％）であり，
累積改変地率の平均値は，2．0±11．2％であった（図一37）．また，累積改変地率と緑地周辺のロード
キル発生数の間には有意な相関は認められなかった．そのため，調査対象地内の緑地の改変は少なく，
ロードキルの発生に対して緑地の改変率の影響は無いものと考えられる．本研究では，以後の解析に
おいて緑地の改変率については考慮しないものとした．
　各繁殖年周期のロL－一・ドキルの発生率を図一38に示した．タヌキのロードキルは，分散期においてロ
ードキルの発生率が増加する傾向が認められた．
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　図一34調査対象地における孤立度のヒストグラム
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図一35調査対象地における周辺樹林面積の対数値の
ヒストグラム
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図一36調査対象地における草地率のヒストグラム
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表一18200m－bufferにおける変数選択の結果
変数 回帰係数　　標準誤差 Wald検定統計量 有意確率　　オッズ比
95．0％信頼区間
下限 上限
S－core
WO
CO
WA
定数
O．330
4．198
－1．651
2．765
－t262
0．118
0．584
0．777
0．854
0．280
7．844
51．622
4．510
10．470
20．346
0005
0．000
0．034
’0．OOI
O．000
1．391
66．536
0．192
15．873
0．283
1．104
21．171
0．042
2．974
1．752
209．108
0．880
84．708
表一19500m－bufferにおける変数選択の結果
変数 回帰係数　　標準誤差 Wald検定統計量 有意確率　　オッズ比
95．0％信頼区間
下限 上限
ED－core
ED　farm
WO
RE
RO
OP
定数
0．004
0．003
9．829
2。378
6．022
4．251
－8．816
0．001
0．OOI
O．875
1．124
2．188
1．046
1．377
16．618
8．749
126．197
4．477
7．576
16．521
40．969
0．000
0．003
0．000
0．034
0．006
0．000
0．000
　1．004
　1．003
18570．109
10．786
412．531
70．157
　0．000
　1．002　　　　　　　　1．006
　1．001　　　　　　　　1．005
3342」82　　　　103180．777
　1．192　　　　　　　97．616
5．663　　　　　　30052．074
9．034　　　　　　　544．838
表一20各Bufferのモデルにおける適合性
説明変数 200mbuffer　　ゴモ丁ル
500mbuffer
　　のモ丁ル
　　　　　　　　　　　S－core
　　　　　　　　　　　ED　core
　　　　　　　　　　　ED　farm
　　　　　　　　　　　WO
　　　　　　　　　　　RE
　　　回帰係数　　　　　　　　　　　CO（標準化回帰係数）
　　　　　　　　　　　RO
　　　　　　　　　　　FA
　　　　　　　　　　　OP
　　　　　　　　　　　WA
　　　　　　　　　　　定数
Nagelkerke　R2
Cross－validation　accuracy（o／o）
0．330（0．386）＊＊
4」98（1．057）＊＊
－1，651（－0．239）＊＊
2．765（0．297）＊＊
－1．262（0．114）＊＊
　　　O．40
　　75．0％
0．004（0．631）＊＊
0．003（0．452）＊＊
9，829（2．214）＊＊
2．378（0．389）＊＊
　6．022（0．505）＊
4．251（0．613）＊＊
－8．816（－0．163）＊＊
　　　0．67
　　86．3％
＊＊はp＜0．01，＊はp＜0．05で有意な差が認められたことを示す
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3－2．タヌキのロードキルの発生におけるリスク要因
　ステップワイズ法による変数選択の結果を表一18，表一19に示し，200m－bufferと500m・bufferに
おいて決定されたモデルの説明変数とその回帰係数，標準化回帰係数，決定係数，交差検証精度を表
一20に示した．ロジスティック回帰分析の結果から，200m－bufferのモデルでは，　S＿core，　WO，　CO，
WAが説明変数として選択され，決定係数が0．40，交差検証精度は75．0％であった．また，500mbuffer
のモデルは，ED＿core，　ED＿farm，　WO，　RE，　RO，　OPが説明変数として選択され，決定係数が0．67，
交差検証精度は86。3％あった．どちらのモデルもタヌキのロードキルの発生確率の観測値と実測値
の間には有意な差が認められなかった（Hosmer＆Lemeshowの適合度検定，　P＞0．05）．
　両モデルの結果により，200m－bufferのモデルよりも，500m・bufferのモデルによる説明力が高
いことから，季節的移動の際の最大限の移動によってタヌキのロードキルの発生予測を行うことが妥
当である．以下に500m－bufferのモデルのロジスティック回帰モデルを示す．
500mbuffer　mode1：
　　　　　L・g｛Ce－；Z｝）｝一一8・816・…4（ED－c・re）・一一加）＋・9・829（m・）
　　　　　　　　　　　　　　＋2．378（．昭）＋6．022（、RO）＋4．251（OP）
　　500mbufferのモデルにおいて，選択された独立変数について標準化回帰係数の値をみると（表
・20），タヌキのロードキル発生に対して最も高い寄与を示したのが，道路周辺500m圏内のWO（オ
ッズ比＝18507．109）であり，次にED＿core（オッズ比＝＝　1．004），　OP（オッズ比＝70．157），　RO（オ
ッズ比＝421．531），ED＿farm（オッズ比＝1．003），RE（オッズ比＝10。786）の順に高い寄与を示し，
これらの変数の増加により，タヌキのロードキル発生が増加することが明らかとなった．
3－3．タヌキのロードキル発生における樹林の影響
　ロジスティック回帰分析の結果から，道路周辺の山林・荒地率がタヌキのロードキル発生の予測に
最も高い寄与を示しため，タヌキのロードキルの発生に影響の強い森林率とロードキル発生予測確率
との関係を検討した．ロードキル発生の予測確率に対する山林・荒地率の関係を図一39に示した．山
林・荒地率が高くなるに従い，タヌキのロードキルの発生の予測確率が高くなる傾向が認められた．
ロードキルの発生率の高い空間の樹林率を把握するために，予測確率が50％未満をロードキルの非
発生空間，50％以上をロ・一ドキルの発生空間と区分し，山林・荒地率ごとの非発生と発生の地点数
およびその発生頻度を図一40に示した．その結果，道路周辺の樹林率がおよそ30％から90％の空間
において7割以上のロL－一一ドキルの発生頻度を示していた．
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図一39山林・荒地率とロードキル発生の予測確率の関係
　　　　曲線はカーネル関数を用いて表した．
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　図一40山林・荒地率とロードキル発生頻度の関係
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4．考察
　ロードキル発生現況の結果から，タヌキのロードキルの発生率は分散期に増加する傾向が認められ
た．木下・山本（1993）によれば，タヌキのn－一ドキルは，交尾期と亜成獣の分散期において移動・
分散が高まることが報告されており，本研究の結果も同様の傾向が認められた．また，都市域におけ
るタヌキのロードキルの発生要因として，500m－bufferのモデルで説明力が高かった．そのため，タ
ヌキのロL－一一ドキル発生予測モデルとして，分散期や交尾期のような移動量の高い時期のロードキル発
生を予測するモデルが適切であると考えられる．モデルの説明変数としては，道路周辺500m圏内の
山林・荒地率，コアエリアまでの距離，公園・緑地率，道路用地率，農地までの距離，住宅地率が選
択された．特に，道路周辺の山林・荒地率の存在が，タヌキのロードキル発生に高い寄与を示してお
り，山林・荒地率が増加するに従い，タヌキのロードキル発生の予測確率も高まる傾向が認められた．
樹林率の高い空間はタヌキの環境選択性が高い（園田・倉本，2001）ことや，樹林や緑地の多い宅
地は都市周辺部に生息するタヌキにとって生活基盤iとして重要である（山本ら，1996；山本，1993）
ことから，樹林率，公園・緑地率の高い空間や緑地率の高い住宅地周辺では，タヌキの生息密度が高
いため，交尾期の移動や，分散期における亜成獣の移動の生起率が高いことが，道路周辺の樹林率の
高い空間において，ロードキルの発生率が高いことの一つの要因であると考えられる．
　ロードキルの発生には，道路周辺の樹林率が大きな影響を与えていることから，タヌキのロードキ
ルは樹林地問の移動の際に発生しているものと考えられる．そのため，第1章の結果から，タヌキ
は植物体量が高い林縁の薮や樹林内を生息環境として利用しており，これらの生息のコアエリア間の
連続性の重要性を示した．ロードキルの発生には，コアエリアからの距離の影響を受けるため，移動・
分散期にコアエリアから他のコアエリアまでの長距離を移動する際に，樹林のネットワークが道路に
よって分断されるとロL－・・Lドキルの発生率が増加すると考えられる．Oxley　et　al．（1974）によれば，
中型哺乳類は30mの幅の道路コリドL－一一を横断することができるが，118mと137mの幅の高速道路を
横断することを記録した例はみられない．また，道路における中型哺乳類の死亡率は大きな幅を持つ
道路において高いことや，タヌキのロードキルの個体数は，交通量に対して正の相関を持つこと
（Saeki＆Macdonald，2004）などから，大きな面積をもつ孤立樹林の近縁に，幅員が大きく，交
通量が多い道路が敷設されている空間において，ロードキルの発生率が高いものと考えられる．
　都市域の緑地の配置の現況は，孤立度では0。4－0。6，周辺の樹林面積では105－106㎡の樹林性パッ
チが多く分布し，草地率ではほとんどが40％以下のものであり20％以下の樹林性パッチ数が多いこ
とから，タヌキの移動・分散に際して，緑地のネットワーク性が低下している．このように，土地利
用の制限によって，緑地の新たな創出が困難な都市域においては，道路横断施設の設置が代償ミティ
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ゲーション手法として有効である．その際に，緑地の面積が大きく，比較的緑地が近接している，交
通量の多い環境や幅員の広い道路の周辺において，優先的に代償ミティゲーションを行っていくこと
が必要であると考えられる．
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第4節　第2章のまとめ
　以上の結果から，本節ではタヌキのロードキルの減少を目的とした緑地の配置計画について議論を
行う．
　タヌキのロードキルは広域的なスケールでは，樹林性パッチ間の孤立度が0．4から0．8の地域，樹
林性パッチ周辺に分布する樹林性パッチの平均面積が105㎡から106㎡の地域，樹林性パッチ周辺の
草地率は40％未満の地域において救護情報の発生率が高いことが明らかとなった．そのため，タヌ
キのロードキルを防ぐためには，樹林性パッチの面積の減少を防ぐと共に，樹林性パッチ間の草地率
を高めるように，緑地を配置することが重要である．また，都市域におけるタヌキのロードキルの予
測モデルでは，都市域におけるタヌキのロードキル発生要因として，道路周辺500m圏内の道路周辺
の山林・荒地率，コアエリアまでの距離，公園・緑地率，道路用地率，農地までの距離，住宅地率が
寄与することが明らかとなった．都市域のように，タヌキのロL－一・iドキル発生の高い地域における予測
確率の高い環境は，特に，道路周辺の樹林率の高いところほどロードキル発生確率が高い．タヌキの
ロードキル発生率は，交通量や道路率に対して正の相関を持ち（Saeki＆Macdonald，2004），また，
本章第2節の林縁から救護個体までの距離の結果では，総体的にロードキル発生地点から樹林まで
の距離が500m未満の付近でロードキル発生率が90％を超えており，第3節の結果から，道路から
500m圏内の樹林率が高い空間ほどロードキル発生の予測確率が高まることが明らかとなった．
　都市域のように緑地の孤立化がすでに進行した地域においては，土地利用の制限等により新たに緑
地を創出することは困難である．このような都市域において，道路整備によって分断されたタヌキの
生息地のネットワークを形成する際に，樹林率や緑地率が高い空間の近隣に高い交通量をもつ道路が
存在する場合には，道路横断施設の設置が必須である．また，野生動物が道路横断施設を設置する際
に，最も重要なのは，道路横断施設の両側の生息適地の存在であり（川上ら，2002；Ng　et　aL，2004），
この点に留意して計画を立てることが重要である．
　緑地の孤立が激しい都市域や，スプロール化の高い都市郊外においては，タヌキの生息環境として
重要な樹林や農地，緑地空間が消失すると共に，道路や宅地の造成にともない生息環境の分断化が進
行している．そのため，都市域のように，土地利用の制限によって，緑地の新たな創出が困難な地域
においては道路横断施設の設置が代償ミティゲーションとして有効である．その際，（1）緑地の面
積が大きい，（2）比較的緑地が近接している，（3）交通量の多い環境や幅員の広い道路，において
は優先的に代償ミティゲーションを行っていくことが必要であると考えられる．一方，都市郊外のよ
うに広域的に緑地が大面積で残存する地域においては，緑地の新たな創出によってミティゲーション
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を行うことが重要である．緑地は，環境保全，レクリエーション，防災，景観保全等のさまざまな機
能を持ち，生物学的空間としては，生物的自然資源の保全と生物多様性の確保，貴重な自然の保護な
らびに生態系の保全の機能を有している（井手，1986）．このような生物学的空間としての機能を保
持した緑地を創出することにより，タヌキの個体群の存続可能性を高め，タヌキの生息環境の分断化
を農地や草地といった非樹林性緑地により補償することで生態的ネットワークの形成を図ることが
重要である．
補注2）道路コリドーの生態的な機能は，（1）生息地，（2）導管，（3）バリアー（あるいはフィルタ
ー），（4）シンクとソース，の4つに大別される（Forman，1995）．第1の「生息地の機能」とは，
道路の縁に成立する植生を林縁性種や広食性動物などの生息地としての機能のこと，第2の「導管
の機能」とは，道路が野生動物の移動経路としての機能のこと，第3の「バリアーあるいはフィル
ターの機能」とは，種によって横切ることのできる道路の幅に限界があり，道路は種の移動に対して
バリアーとしての機能を持つと共に，種を選別するフィルターとしての機能を持つこと，第4の「ソ
L－一・Xとシンクの機能」の中で，ソースとは，化学物質，水，騒音，道端に生育・生息する動植物を分
散させる機能のことであり，シンクとは自動車との衝突による野生動物のロードキルに導く機能のこ
とである．
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第3章　野生哺乳類に対する住民の意識と生息地管理手法の検討
第1節　第3章の背景と目的
　野生哺乳類に対する住民の態度を明らかにした既往研究は，Kellertらの一連の研究に代表される．
彼は，アメリカにおいて，野生生物と自然資源の価値に対する住民の態度特性を抽出した（Kellert，
1984）．また，アメリカと日本を比較し，動物観が国土の自然的背景により異なることを報告してい
る（Kellert，1991）．これらの野生生物に対する態度特性を基に，野生哺乳類に対する態度に影響を
与える要因を把握した研究として，Kellert（1985）は，性別，年齢，職業などの属性と共に，動物
に対する基本的な態度とオオカミやコヨーテのような捕食者に対する態度に関連性があるとしてい
る．また，Roskaft　et　a7．（2003）は，大型の食肉動物に対する恐怖感の持ち方について，性別や年
齢以外に，動物の生息の有無，学歴や野外活動の経験が影響を与えるとしている．Bjerke＆
Kal七enborn（1999）は，　Kellertの態度特性を基に，人間中心的態度，環境中心的態度，環境に無関
心な態度を抽出し，これらが食肉目哺乳類に対する態度に影響を与えるとしている．
　渡辺・小倉（1996）は，野生動物と住民が経済的対立関係にある農村地域において，住民の野生
動物に対する価値認識を明らかにしている．福江ら（2002）は，都市化・過疎化の段階の異なる地
域において野生哺乳類に対する嗜好性について調査し，野生哺乳類との共存に関わる嗜好性において，
属性，性別，職業などの背景が野生哺乳類に対する意識に影響すると共に，地域の社会経済的な背景
と深い関連があるとしている．
　以上のように，野生哺乳類に対する住民の意識に関わる要因の類型化と住民の態度の類型化につい
ては，社会的な背景や住民の属性と共に，住民の意識などの内的な因子が明らかにされつつある．し
かし，野生哺乳類との共存を検討する上で，各哺乳類の形態，生態，被害状況などの特性によって，
住民の意識は異なるものと考えられる．一方，獣害管理や生息地管理や生態的ネットワークなど，地
域レベルでの野生哺乳類の生息地の保全・創出を緑地計画に盛り込むためには，住民の合意が得られ
るような保全目標種を設定し，具体的な生息地管理の方向性を示すことが重要である．近年，住民と
野生生物の共存を目的とした緑地計画や管理の方向性を，地域住民の生物に対する嗜好性や生物保全
に対する意向から示した研究（澤木・上甫木，1995；田中ら，1998）がみられるようになった．し
かし，都市域において野生哺乳類に対する住民の意識を基に生息地の保全の方向性を示した研究（園
田・倉本，2004）は数少ない．
　本章では，野生哺乳類に対する住民の意識を，個々の種に対する接触経験や認知度に基づくイメー
ジである「各野生哺乳類に対する嗜好性」や，野生哺乳類自体に対する潜在的な意識に基づくイメー
ジである「価値認識」の2つを体系化することにより，保全目標種を選定することとした．さらに，
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都市域における野生哺乳類の生息環境の保全・創出に対する住民の意向から創出可能な緑地環境を明
らかにし，都市域における野生哺乳類の生息地の維持・管理の方向性を示すことを目的とした．第2
節では，都市域において地域的な背景，野生哺乳類の生息状況や目撃頻度，被害状況，住民の認知度
などを把握し，個々の野生哺乳類に対する住民の嗜好性との関連性や，住民の嗜好性による哺乳類の
類型を示した．さらに，住民の居住環境の相違による野生哺乳類の生息環境の保全と創出に対する意
向を把握した．第3節では，野生哺乳類の嗜好性や生息環境の保全・創出に対する意向に影響を与
えると考えられる，野生哺乳類に対する価値認識をKelert（1991），石田ら（1992），高柳ら（1992）
などの態度特性や渡辺・小倉（1996）の野生動物に対する価値認識を基に類型化し，抽出された都
市住民の態度類型ごとに野生哺乳類に対する共存希望との関連性を把握した．また，野生哺乳類の生
息環境の維持・管理，被害に対する対策についての都市住民の意向を明らかにした．これらの結果を
基に，地域における野生哺乳類の保全目標種の選定基準と，その生息環境の維持・管理の方向性につ
いて考察した．
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第2節　野生哺乳類との共存と生息環境の創出に対する住民の意識
1．本節の目的
　本節では，第1に都市域において野生哺乳類に関する地域的な背景，野生哺乳類の生息状況や目
撃頻度，被害状況，住民の認知度などを把握し，都市住民の野生哺乳類に対する嗜好性と住民が嗜好
性を示す哺乳類のタイプを把握することを目的とした．第2に生息環境の保全・創出への意向は，
住民の野生哺乳類に対する嗜好性と共に，地域の緑地環境の違いが影響することや，住民が希望する
緑のタイプによって影響が異なることが予想される．そのため，住民の居住環境の相違による野生哺
乳類の生息環境の保全と創出に対する意向を把握することを目的とした．これらを基に，都市住民と
野生哺乳類の共存を図るための緑地の計画や管理の方向性について検討した．
2．研究方法
2－1．アンケート対象地
　アンケート対象地は，都市域に位置する神奈川県川崎市多摩区の生田緑地（67ha）周辺（以下，
生田とする）と東京都町田市の図師小野路歴史環境保全地域（33ha）周辺（以下，図師とする）を
選定した（図一41）．両緑地は，海抜80m～220mの多摩丘陵内にあり，生田は丘陵東部，図師は丘陵
西部に位置する．対象者は，両緑地の中心から3km圏内の居住者とした．ここで採用した3km圏
とは，これらの対象地に生息の可能性がある野生哺乳類の中で，最も大きな行動圏をもつキツネの入
図一41調査対象地の位置図
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図一42調査対象地の土地利用の比較
面積は，生田，図師ともに2826haである
笠山での行動圏の最大値2731ha（山本，1996）と近似した面積である．国土地理院1998年発行の
細密数値情報10mメッシュ土地利用を用い，調査対象地の土地利用の面積率を示した（図一42）．生
田は住宅地の面積率が最も高く，図師は山林・荒地等の面積率が最も高い．生田では，多摩川が含ま
れるため，河川・湖沼等の面積率が高い．このことから，野生哺乳類の生息環境の量や生息状況は両
地域で異なっていると推測される．
2－2．回答者属性
　調査方法は，アンケート調査とし郵送調査法を用いた．対象者は，地域に定住的な住民を対象とし，
ゼンリン住宅地図より戸建住宅を図師では2402世帯，生田では7054世帯を抽出し，この中から図
師500世帯（20．8％），生田500世帯（7．09％）を無作為に抽出し，これを調査対象世帯とした．ア
ンケートには，世帯主の内の誰が回答してもよいこととした．送付は，2003年2月上旬～中旬に行
った．移転や遺去等により，実際に送付されたアンケート数は，図師が455通，生田が479通であ
った．有効回答数は図師で125通（27％），生田で151通（32％）であった．対象者の属性は（表・21），
両地域において年齢では60代が最も多く，次に70代，50代の順に多かった．性別では，両地域と
も女性より男性の回答者が多かった．職業では，無職あるいは自由業（学生，サラリーマン，主婦，
農業関係，経営者，教育者に分類以外）の人が多く，ついで，主婦，サラリー一・・マンの順に多かった．
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表一21回答者の各属性の構成比率
年齢 生田 図師
人数　　構成比率（96）　　人数　　構成比率（％）
10歳
20歳
30歳
40歳
50歳
60歳
70歳以上
無回答
??????1．3
2．6
2．0
9．3
17．9
37．1
29．1
0．7
??????0．8
3．2
5．6
13．6
20．8
32．8
23．2
0．0
性別 生田 図師
人数　　構成比率（％）　　人数　　構成比率（％）
男性
女性
無回答
108
42
1
71．5
27．8
0．7
82
S3
O
65．6
34．4
0．0
職業 生田 図師
人数　　構成比率（％）　　人数　　構成比率（％）
学生
サラリーマン
主婦
農業関係
経営者
教育者
その他
無回答
????3?
????
2．0
17．2
19．2
5．3
9．3
4．6
41」
1．3
??????1．6
19．2
29．6
8．8
7．2
2．4
28．8
2．4
2－3．アンケート内容
　回答者の居住環境を把握する目的で100m×100mのメッシュに区切った地図を同封し，住居の属
するメッシュに印をつけてもらった．アンケート項目は，以下の8項目とした．ここでは，生息環
境の保全を含めて，「生息環境の創出」という言葉を便宜的に用いた．
（1）野生哺乳類に対する認知度（「認知度」とは，各哺乳類をイメージできる程度について「旅行
　　先や自宅周辺，動物園で生きたものを見たことがある」，「メディアで姿を見たことがある」，「メ
　　ディアで名前を知っている」，「わからない」の4段階で示したものである）
（2）居住地周辺における野生哺乳類との目撃経験（調査対象地周辺において生息する野生哺乳類12
　　種に対して自宅周辺の野外で目撃したことのある種を回答）
（3）各野生哺乳類との共存に対する希望（各哺乳類に対しての希望を5段階で評価し，姿や名前が
　　わからい認知度の低い種は「わからない」を選択することとした）（以下，「共存に対する希望」
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　　を「嗜好性」とよぶ）
（4）野生哺乳類の生息環境の創出に対する希望（5段階評価）
（5）野生哺乳類の生息環境要素の現存量に対する評価（各設問に対して5駿階評価）
（6）野生哺乳類の生息環境要素の創出に対する希望（5段階評価）
（7）野生哺乳類の生息環境の創出を望む場所（5段階評価）
（8）野生哺乳類の生息環境の創出の目的（5段階評価）
　回答者の評価に対する得点は，「思う」を5点，「やや思う」を4点，「どちらともいえない」を3
点，「あまり思わない」を2点，「思わない」を1点として解析に用い，質問3の認知度の低い種に
対する「わからない」は0点として解析に用いた．
　本研究で対象とする野生哺乳類の種を抽出するために，（1）文献調査および調査対象地周辺の野
生哺乳類の目撃情報（峯岸・北川，1987）や（2）生息分布（山本，1991；木下，1991；木下・山
本，1996）に関する資料・文献と（3）多摩丘陵野外博物館自然情報データベース1988～2003，（4）
川崎市青少年科学館の哺乳類死体収集登録台帳，（5）川崎市農業振興センター，（6）東京都環境局
多摩環境事務所自然環境課自然保護係に寄せられた市民からの苦情を基に整理を行った．調査対象地
周辺の野生哺乳類の生息状況（表一22）には，個体数の経時変化や個体数密度の情報にっいては含め
なかった．これは，季節的に生息する種の個体数変動や環境改変による個体数の推移，種による目撃
しやすさの程度などを客観的に評価できる情報が不十分であったためである．都市部や都市近郊域に
生息する在来種のキツネ，タヌキ，アナグマ，イタチ，ノウサギ，ノネズミ，ムササビ，リス，モグ
ラ，コウモリと，移入種のハクビシン，アライグマの12種について，住民の嗜好性から日本産野生
哺乳類の中での位置づけを明らかにするために，都市域では生息していないクマ，シカ，カモシカ，
イノシシ，サル，テンの6種を加えた18種をアンケL－一一トの設問に用いた．ノネズミなどの総称を用
いたのは，住民がアカネズミやカヤネズミなどの種を個別に認識していないと予想し，総称を用いた
方が，理解が促せると考えたためである．設問に用いた生息環境要素は，日本動物大百科（日高，
1996）に基づいて，各哺乳類が利用する環境要素を抽出し，うっそうとした常緑樹の森（以下，常
緑樹林），雑木林，スギ・ヒノキ・マツなど針葉樹の林（以下，針葉樹林），ススキ草原等の丈の高い
草原（以下，ススキ草地），うっそうとしたタケやササの藪（以下，タケ・ササ地），水田や畑の広が
る農耕地（以下，農地），川や池などの水辺（以下，水辺）の7項目を設定した．また，住民が生息
環境の創出を希望する場所として，家々の庭，校庭，歩いて行ける公園，遠く離れた公園，ゴルフ場
や遊園地などの娯楽施設（以下，ゴルフ場），河川敷，放棄農地，社寺林の8箇所を設定した．野生
哺乳類の生息環境の創出の目的として，「野生哺乳類を観察するために自然の中に出かける機会が増
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表一22調査地周辺における野生哺乳類の生息状況
総称 生田 図師生息種 生息状況 生息種 生息状況
サル
キツネ
タヌキ
アナグマ
イタチ
ハクビシン
アライグマ
ノウサギ
ノネズミ
ムササビ
リス
モグラ
コウモリ
　　　種は不明
ホンドキツネVuluρes　vulpes
ホンドタヌキNyctereutes
Fyocyonoides　viverinuS
ニホンイタチMustela　itats’
ハクビシンPaguma　larvata
アライグマProcyon　lotor
ニホンノウサギLepus
brachyurUS
｛アカネズミAρodemus
speciosus，カヤネズミ
Micromys　minutus，ハツカネズ
ミMUS・muscutUS，クマネズミ
RattUS　norve　9icusTドブネズミ
RattUSηorvegゴCuS｝
｛アズマモグラMogera
imaizumii，ヒミズUrotrichUS
taipoides｝
｛モリアブラコウモリPわなtre加s
en　do　i，アブラコウモリ
Pi　istre　llus　abramus
?????
O
???
ニホンザルMacaca・fUscata
ホンドキツネVu　lupes　vu　ipes
ホンドタヌキNyctereutes
ρrocyonoldeS瞬e崩US
ニホンアナグマMe・les・me・ies
anakuma
ニホンイタチMusteia　itats’
ハクビシンPaguma　larvata
アライグマProcyon　totor
ニホンノウサギLepus
brachyurUS
｛アカネズミApodemus
sρeciosus，カヤネズミ
Mたromys　ml加tusLその他の
種の生息の有無は不明
ムササビPetaurista
’eucogenys
ニホンリスSc山rus侭
｛アズマモグラMogera
imaizumii，ヒミズUrotrichus
talpoides｝
アブラコウモリPipistrellus
abramus，その他の種の生息の
有無は不明
??????
O
???
　　　　Oは生息情報がある種，×は生息情報がない種，＊は目撃情報はあるがその地域に定着して
　　　　いるとは考えられない種を示す
える」（以下，観察），「野生哺乳類について子供に教えたり，一緒に考えたりする場ができる」（以下，
環境教育），「野生哺乳類に出会うことで精神的な“やすらぎ”を感じることができる」（以下，アメ
ニティ），「野生哺乳類を含めた健全な都市の自然を回復する」（以下，自然の回復）の4項目を設定
した．
2－4．野生哺乳類による被害状況
　野生哺乳類に対する認識は，農林業被害などの影響を受ける（渡辺・小倉，1996）．すなわち野生
哺乳類の種による被害の有無が，その種に対する嗜好性のイメージに影響を与えていると考えられる．
そのため，住民から寄せられた野生哺乳類による被害相談を整理した．ここでは，被害相談の収集範
囲を，生田を含む川崎市と，図師を含む町田市および多摩市・稲城市・八王子市とし，野生鳥獣の被
害相談にっいて整理した．デL－一一タは，川崎市農業振興センターと東京都多摩環境事務所に寄せられた
住民からの被害相談の内容から，農作物被害，天井裏・家屋・敷地に侵入する居住環境被害，その他
の被害，保護相談，保護の5項目に分類した．
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3．結果および考察
3－1．野生哺乳類に対する地域的背景と嗜好性の関係
　まず，土地利用の異なる生田と図師において，住民の野生哺乳類に対する目撃経験，被害状況，認
知度と嗜好性との関連性を明らかにし，各哺乳類の性格付けを行った．すべての哺乳類について細か
な性格付けを行うことは，各哺乳類についてイメージを把握する必要があり困難なため，ここでは典
型的な性格を持っ哺乳類についてのみ明らかにした．嗜好性は，「各野生哺乳類との共存に対する希
望」の平均得点から求めた．図師と生田の回答者において，各野生哺乳類にっいて身近で目撃したこ
とのある人数の割合（％）を目撃頻度とした（図・43）．生田と図師との間で，イタチ，タヌキ，ノウ
サギ，ノネズミ，モグラ，コウモリにおいて目撃頻度に有意な差が認められた（Z2検定，すべてp
＜0．05）．イタチ，タヌキ，ノウサギ，ノネズミ，モグラは，図師のほうが有意に目撃頻度が高く，
これらの種は森林や農耕地を利用するため（日高，1996），生田よりも森林や農耕地の面積が高い図
師において目撃頻度が高かったと考えられる．一方，コウモリは生田の方のほうが有意に目撃頻度が
高かった．調査対象地において数多く観察されるのはアブラコウモリであり，この種は，古くからの
家がある程度高密度に存在し，河川などの餌の供給源が近くで生息密度が高い（谷口ら，1988）．そ
のため，住宅地面積率が高く，多摩川を含む生田においてコウモリの目撃頻度が高いと考えられる．
その他の哺乳類の目撃頻度が低かったのは，これらの地域における生息情報が少ないことから，生息
密度が低いことによると考えられる．
　80
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　　　　図一43各野生哺乳類に対する目撃頻度
　＊＊はp＜0．05で有意な差が認められた哺乳類を示す
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　目撃頻度では，有意な差が認められたが，生田と図師の各哺乳類に対する嗜好性に有意な差は認め
られなかった（表・21）．福江ら（2002）は，住民の嗜好性の高位2種はリス，ノウサギのような有
害性が低く小さな愛玩的とイメージされる哺乳類であり，下位はクマのように大型で，人身事故の発
生情報が影響して，有害で危険とイメージされる哺乳類であったとしている．両地域に共通して，リ
ス，ノウサギといった愛玩的な哺乳類が嗜好性の上位に位置しており，サル，イノシシ，クマといっ
た獣害を引き起こしている哺乳類が下位に位置していた（表・23）．近年，クマに加えて，イノシシ，
サルによる人身事故が発生しており，都市部の住民はクマ，イノシシ，サルに対して有害なイメージ
を持っているため，これらの哺乳類の嗜好性による順位が下位に位置したものと考えられる．
　アンケート対象地を含めた地域の住民による野生哺乳類に対する被害相談について図一44に示し
た．都市域に生息する哺乳類で最も被害が多かったのはハクビシンであり，天井裏・家屋・敷地に侵
入する居住環境被害の件数が最も多かった（図一44）．川崎市ではさらにアライグマに対しても，ハク
ビシンと同様の被害の件数が多いこと（図一44A），近年のメディアによる神奈川県鎌倉市のアライグ
マ問題などの報道など，ハクビシンやアライグマに対する有害なイメージが形成されているもの
表一23野生哺乳類に対する嗜好による平均値とその順位
順位
　　　　種名
生田 図師
平均値±S．D． 種名 平均値±S．D．
1リス
2ノウサギ
3コウモリ
4ムササビ
5タヌキ
6キツネ
7シカ
8モグラ
9テン
10イタチ
11カモシカ
12ハクビシン
13アナグマ
14ノネズミ
15アライグマ
16サル
17イノシシ
18クマ
3．33±0，67
2．99±0，79
2．49±1，37
2．46±1．27
2．39±0．85
2．03±1，32
2．00±1．42
1．91±1．07
1．88±1．21
1．85±1，34
1．84±1．35
1．65±1．08
1．6±1．48
1．57±1．06
1．54±1．63
1．41±1．49
1．28±1．30
1．17±1．48
リス
ノウサギ
ムササビ
タヌキ
コウモリ
キツネ
イタチ
テン
シカ
モグラ
カモシカ
ハクビシン
アライグマ
ノネズミ
アナグマ
サル
イノシシ
クマ
3，34±0，51
3．15±0．69
2．71±1．22
2．58±1．13
2」8±0．86
2」8±1，41
2，02±1．47
1．94±1．09
1．89±1．30
1．85±1．42
t78±1，36
1．74±1．03
1．64±1．47
1．61±1．05
1．52±1．61
1．44±1．42
1．28±123
1．16±1．46
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目保護
四保護相談
園その他の被害
国天井裏、家屋、敷地に
　侵入する居住環境被害
ロ農作物被害
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6
4
2
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目保護
口保護相談
SSその他の被害
国天井裏、家屋、敷地に
　侵入する居住環境被害
ロ農作物被害
図一44川崎市および町田市・多摩市・稲城市・八王子市における被害相談
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　コウモリ
　モグラ
　　リスムササビ
アライグマ
ハクビシン
　　テン
　　イタチ
ノネズミ睡垂璽灘灘聾輝騨一團［＝＝＝コノウサギ躍羅騨璽鞭騨騨騨騨騨轟一瞳＝＝コ
　サル
カモシカ
　シカ
イノシシ
　クマ
　　　0％　　　　　　20％　　　　　　40％　　　　　　60％　　　　　　80％　　　　　　100％
薗実際に見たことがある　　　　薗メディアで姿や名前を知っている
國名前のみ知っている　　　　　pm分からない
ロ無回答
　　　　　　　　図一45回答者における認知度
と考えられる．一方で，「野生哺乳類に対する認知度」について尋ねたところ，ほとんどの哺乳類に
っいて，メディアや動物園等で姿と名前を認識している（図・45）．しかも，「名前のみ知っている」，
「分からない」と答えた割合が最も高かった哺乳類は，ハクビシン（31％）やテン（28％）であり，
これらを認知度の低い哺乳類と位置づけた．
　以上のことから，図師および生田における土地利用の相違は，野生哺乳類の目撃頻度に影響を与え
ていると考えられる．しかし，両地域の住民において地域的な背景による嗜好性の相違は認められな
かった．住民は，野生哺乳類が居住環境に与える被害に対して嫌悪感を示しており，このことが嗜好
性のイメージの形成にもつながっていると考えられる．各哺乳類に対する住民の嗜好性により，リス，
ノウサギは愛玩的な哺乳類，クマ，サル，イノシシは有害的な哺乳類，ハクビシン，テンは認知度の
低い哺乳類と性格付けられた．
3－2．嗜好性による各哺乳類の分類と住民の類型化
　ここでは，哺乳類の嗜好性を決定する要因を明らかにし，嗜好性から各哺乳類を分類することによ
り住民が共存を望む哺乳類を把握した．さらに，住民の嗜好性を類型化し，どのような共存に対する
希望をもつ住民がいるのかを把握した．地域間で嗜好性の相違は認められなかったため，図師と生田
を合わせて解析を行うこととし，回答者276名の「各野生哺乳類との共存に対する希望」の回答結
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果をサンプルに用い，各哺乳類に対する嗜好性を変数として解析を行った．SPSS12．OJを用いて主
成分分析とクラスター分析（平方ユークリッド距離，ウォード法）を行った．ここでは，3－1の結果
より性格付けを行える典型的な哺乳類（リス，ノウサギ，クマ，サル，イノシシ，ハクビシン，テン）
に対する嗜好性を，他の哺乳類の有害性，愛玩性，認知性を判断する指標とした．
　主成分分析の結果により抽出された4つの主成分の寄与率は，それぞれ第1主成分が46．9°／。，第
2主成分が8．5％，第3主成分が7．2％，第4主成分が6。4％であった．また，第1主成分から第3
主成分の軸上に各哺乳類に対する嗜好性の因子負荷量を用いてプロットしたものを図・46に示す．第
1主成分は，すべて正の方向に大きな値を示しているため，各哺乳類の特性に対する嗜好性ではなく，
野生哺乳類そのものに対する嗜好性であると考えられるため「野生哺乳類自体に対する嗜好性判断の
軸」，第2主成分はクマ，イノシシ，サルのような有害性や危険度の高い哺乳類が正に布置され，負
の方向にリス，ノウサギのような有害性が低く，愛玩性の高い哺乳類が布置されていることから「有
害性による嗜好性判断の軸」，第3主成分は，正の方向は不明確であるが，負の方向にハクビシン，
テンのような認知度の低い哺乳類が布置されていることから「認知度による嗜好性判断の軸」と解釈
し，第4主成分は解釈不可能なため除外した．
　次に，各哺乳類に対する嗜好性の因子負荷量を基にクラスター分析を行い，野生哺乳類を類型に分
類した．クラスタL－一一は，シカ，カモシカ，サル，クマといった「有害性の高い種群」，ノウサギ，リ
ス，キツネ，タヌキ，ムササビといった「有害性の低い愛玩的な種群」，ノネズミ，モグラ，コウモ
リといった「有害性が比較的低く認知度の高い種群」，テン，ハクビシン，イタチ，アナグマ，アラ
イグマといった「有害性が比較的低く認知度の低い種群」の4つのクラスターに分類した（図・47）．
さらに，回答者に対し与えられた主成分得点を基に，クラスター分析を行い，回答者の嗜好性を4
つの類型に分類した．嗜好性の類型ごとの平均得点を図・48に示した．各類型の人数の構成比率は，
多くの野生哺乳類との共存を望む「多種共存肯定派」が4．7％，野生哺乳類全般に対する嗜好性が高
く，認知度の高い哺乳類との共存を望む「認知性種共存肯定派」が30．4％，有害性の低い愛玩的な
野生哺乳類との共存を望む「愛玩性種共存肯定派」が25．0％，野生哺乳類との共存を望まない「多
種共存否定派」が39．9％であった．嗜好性類型による「野生哺乳類に対する生息環境の創出に対す
る希望」を図・49に示した．類型間での生息環境の創出希望は，有意な差が認められ（Kruskal・Wallis
検定，p＜0．05），多種兵存肯定派，認知性種共存肯定派，愛玩性種共存肯定派は，多種共存否定派
よりも有意に野生哺乳類の生息環境の創出に対する意向が強かった（Bonferroniの多重比較，
p＜0．05）．
　以上のことから，住民の嗜好性の決定要因は，（1）野生哺乳類自体への嗜好性，（2）野生哺乳類
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の有害性の程度，（3）野生哺乳類の認知度の相互作用によって決定されるものと考えられる．野生
哺乳類の生息に配慮した都市の緑地の保全・創出を行う際に住民の嗜好性と地域に生息する野生哺乳
類の生息状況との関係性から，リス，ノウサギ，キツネ，タヌキ，ムササビのような「有害性が低い
愛玩的な種群」は，どの嗜好性類型においても嗜好性が高く，ノネズミ，モグラ，コウモリといった
「比較的有害性が低く認知度が高い種群」なども多くの住民に受け入れられやすい哺乳類であると考
えられる．「有害性が比較的低く認知度の低い種群」は在来種（イタチ，アナグマ，テン）と移入種
（ハクビシン，アライグマ）であり，’これらの哺乳類は認知度が低いことから観念的にしか理解され
ていないと考えられる．住民はこれらの哺乳類に対する誤解を持っているため，住民が野生哺乳類に
対して持つ観念的なイメージを実態的なイメージに転換することが必要である．また，都市域の居住
者の嗜好性の類型を見ると，多くの哺乳類との共存を望む住民はごく少数であり，認知度の高い哺乳
類や愛玩的な哺乳類との共存を望む住民が多い．一方で，野生哺乳類との共存に否定的な住民も多く
居住しているため，これらの住民の意識に配慮する必要がある．そのため，これらの住民の理解を得
られるように，地域に生息する野生哺乳類の生態についての情報提供や在来種や移入種について環境
教育による普及・啓発が重要である．
3－3．地域環境による野生哺乳類の生息環境創出に対する意向
　居住環境が把握できた図師の122件，および生田の138件を合計した260（94％）件を用い，居
住環境の相違が野生哺乳類の生息環境要素の保全・創出に対する意向に与える影響を分析した．回答
者の居住地が属する100m×100mメッシュとそのメッシュに接する8メッシュを含めた9メッシュ
（300m×300m）内の土地利用面積率（山林・荒地率，農耕地率，市街地率，公園・緑地率，河川・
湖沼率）をGISソフトのArcview3．2a（ESRI）により集計した．さらに，これらの土地利用の面積
率を変数に用いたクラスター分析（平方ユークリッド距離，ウォード法）を行った．住民を居住環境
により4つの類型に分類し，その居住環境類型ごとの回答者の分布を図・50に示した。回答者に占め
る各居住環境類型の構成比率は，市街地型が34，6％，市街地・農地型が29．6％，市街地・山林型が18。5％，
山林型が17．3％であった（図一51）．また，居住環境類型ごとの土地利用面積率を図・52に示す．生田
は，市街地型住民（52．2％）が多く，図師は市街地一山林型（37．7％）と山林型（36．0％）が多かっ
た（図・52）．
　「野生哺乳類の生息環境要素の現存量に対する評価」という設問に対して，居住環境類型ごとに求
めた各生息環境要素の現存量の評価の平均得点を図・53に示し，「野生哺乳類の生息環境要素の創出
に対する希望」という設問に対して，居住環境類型ごとに求めた各生息環境要素の創出希望の平均得
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点を図一54に示した．有意差の検定には危険率5％でKruska1－Wallis検定とBonferroniの多重比較
検定を行った．
　常緑樹林の現存量の評価について，どの居住環境類型の住民も居住地周辺において評価が低く，特
に市街地住民は有意に低い．また，常緑樹林の創出希望は，どの居住環境類型の住民も高かった．
　雑木林の現存量の評価について，山林型住民と市街地一山林型住民は，市街地型住民や市街地一農地
型住民よりも有意に評価が高く，市街地型住民よりも創出希望が有意に低かった．田中ら（1998）
によれば，自然的性格の強い緑の要求は，それらの緑が頻繁に住民の目に触れ，十分な量存在しない
地区において強くなるとしている．そのため，山林型住民や市街地一山林型住民は，居住地周辺にお
いても雑木林が多いと感じており，図師全体としても目にする頻度が高いため，創出希望が低いと考
えられる．また，市街地型住民は雑木林を少ないと評価しており，市街地型住民が多い生田全体とし
ても目にする頻度が低いため，創出希望が高いものと考えられる．
　ススキ草地の現存量の評価について，居住地類型ごとで評価に有意な差が認められず，どの居住環
境類型の住民も評価が低く，山林型住民よりも市街地型住民，市街地・農地型住民の創出希望が有意
に高かった．
　タケ・ササ地の現存量の評価については，山林型住民と市街地・山林型住民は市街地型住民と市街
地農地型住民よりも有意に評価が高く，どの居住環境類型の住民も創出希望が低い．
　農地と水辺の現存量の評価について，どの居住環境類型の住民も評価が低く，創出希望が高かった．
　以上のことから，都市住民は，常緑樹林，雑木林，農地，水辺，ススキ草地に対する創出希望が高
いことが明らかとなった．かつての里地景観は，里山（雑木林とススキやオギなどの採草地），水田
や畑などの農耕地，河川などの水辺から成り立っとされている（山本，2001）．また，住民の野生哺
乳類に対する嗜好性から，有害性が低い愛玩的な種群として，ノウサギ，リス，キツネ，タヌキ，ム
ササビなどが抽出された．これらの種のうち，キツネ，タヌキは里山的な種とされており（原科ら，
1999）の生息環境を保全・創出することが可能であろう．一方，「タケやササの藪」に対する住民の
創出希望は低く，第1章の結果では，タヌキの生息環境要素としてアズマネザサの藪は重要である
が，住民の創出希望が低い．そのため，生息環境の保全・創出と共に，緑地の管理の面で住民の意向
とのギャップが生じると考えられた．
　「野生哺乳類の生息環境を保全・創出する場所」という設問の各居住環境類型の希望の平均得点を
図一55に示す．生息環境創出場所に対する意向には居住環境類型の間で有意な差は認められなかった．
歩いていける公園，遠く離れた公園，河川敷，社寺林における創出希望は，どの居住環境類型におい
ても創出希望が高い傾向が認められた．また，「野生哺乳類の生息環境の創出の目的」という設問に
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対する住民の意識を図一56に示した．「やや思う」，「思う」と回答した人の割合は，観察（63％），環
境教育（76％），アメニティ（72％），自然の回復（65％）共に6割以上であり，多くの住民が肯定的な
意見であった（図一56）．
　以上のことから，都市域の住民は野生哺乳類の生息環境について，「自宅の庭」のように居住環境
に悪影響を及ぼす空間や「校庭」のように人身事故を引き起こしやすい空間へは創出を望まないと考
えられる．しかし，「公園」や「河川敷」，「社寺林」などの公共空間に対する希望が高いことから，
多くの人は，野生哺乳類の生息環境の創出によって，共存を望んでいると考えられる．一方で，生息
環境の保全・創出を望んでいない人もいる．このような共存に否定的な意識は，地域における居住環
境被害に対する苦情もみられるように，有害性によるものである．そのため，このような共存に否定
的な住民の意識に配慮した野生哺乳類の管理手法として，居住環境への侵入防止柵を設置すると共に，
野生哺乳類の移動・分散を考慮した動物移動施設（fauna　passage）を設置し，種の生態に配慮した
ねぐら環境，繁殖環境，餌場等の配置することを検討する必要がある．
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第3節　住民の野生哺乳類に対する態度の意識構造と野生哺乳類の維持・管理，被害対策についての
意向
1．本節の目的
本節では，都市住民の野生哺乳類に対する態度の意識構造と野生哺乳類に対する共存希望との関連性
を把握し，野生哺乳類の生息環境の維持・管理と，被害対策についての都市住民の意向を明らかにす
ることを目的とした．
2．研究方法
2－1．調査対象地
　調査対象地は神奈川県川崎市多摩区全域とした（図一57）．川崎市は，神奈川県の北東部に位置する．
多摩区の面積は2，039haであり，同区の世帯数および人口では94，057世帯，202，127人であった（川
崎市HP）．同区内には，北に多摩川が流れ，南には多摩丘陵が広がる．同区内の南部に位置する都
市公園の生田緑地は，多摩丘陵の東部に位置し，川崎市最大の緑地面積（177．40ha）を持っ．
2－2．回答者属性
　2002年のゼンリン住宅地図と2003年の多摩区役所選挙名簿から，1500世帯の調査対象者を便宜
的に抽出した．アンケートは郵送調査法により行い，1通の封筒にアンケート票を2枚同封し，家族
に異なる世代の構成員がある場合は世代ごとに回答するよう求めた．なお，アンケートは2003年12
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　多摩区
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　騰冴
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　川崎市
・楽・
　　S
図一57調査対象地
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表一24回答者の属性
性別 人数　　構成比率（％） 職業 人数　　構成比率（％）
女性
男性
無回答
241
317
56
39．3
51．6
9．1
年齢 人数 成比率（％）
10代以下
20代
30代
40代
50代
60代
70代
80歳以上
無回答
64
38
48
78
102
146
86
24
28
10．4
6．2
7．8
12．7
16．6
23．8
14．0
39
4．6
学生
会社員
主婦
自営業
教職員
農業関係
公務員
パート
その他
退職
無回答
76
162
115
54
13
20
15
5
20
100
34
12．4
26．4
18．7
8．8
2．1
3．3
2．4
0．8
3．3
16．3
5．5
月1日に発送し，同月12日までに返送するように求めた．アンケート郵送数は1500通（被験者の
移転や遺去等により32通が返送されたため，実際の郵送数は1468通）とした．回収数は437通
（29．1％）であり，回答数は652枚であった．652枚のうち設問項目に対して十分に回答されていな
い38枚は除外し，614枚を解析に用いた．回答者の属性（表一24）は，性別では男性（51％）が女
性（39．3％）よりも多かった．年齢では60代が23．8％と最も多く，次に50代が16．6％と多かった．
職業では，会社員が26。4％と最も多く，次に主婦が18．7％と多かった．
2－3．アンケートの内容
　アンケート票に用いた質問項目とその内容を表一25に示す．アンケートの設問は，「属性」，「野生
哺乳類に対する体験」，「野生哺乳類に対する態度」，「野生哺乳類に対する共存希望」，「野生哺乳類に
対する生息環境の維持・管理のあり方」，「野生哺乳類による被害対策のあり方」の6問を設定した．
そのうち，「野生哺乳類に対する体験」に関わる設問では，直接的な体験レベルの程度により低いも
のから「メディアで情報を知っている（①②）」，「実際に見たことがある（③④⑤⑥）」，「実際に被害
を受けたことがある（⑦）」，「実際に触れたことがある（⑧⑨⑩）」，「野生哺乳類に関わる活動をした
ことがある（⑪⑫⑬⑭⑮）」の5段階を設定した．「野生哺乳類に対する態度」に関わる設問では，
高柳ら（1992）において抽出された，日本人の野生動物に対する態度類型である①生態的態度，②
自然的態度，③審美的態度，④家族的態度，⑤倫理的態度，⑥宿神的態度，⑦否定的態度，⑧支配的
態度の8項目と渡辺・小倉（1996）において抽出された社会的価値と同義の⑨実用的態度を加えた9
項目を指標として，これらの各態度の相互作用による野生哺乳類の態度の類型化を行った．「野
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表一25アンケート項目とその内容
質問項目 質問内容 選択肢
質問1．回答者の属性 ①性別：男・女，②年齢」0歳未満，10代，20代，30代，40代，50代，60代，80代以上，③職業：学生，会社員，自営ﾆ，教職員，農業関係，その他，退職（退職の場合は，以前の職業）
性別，年齢，職業について
P数選択
①野生哺乳類を紹介するテレビ番組を見たことがある（生態に関するメディア）
②野生哺乳類についての新聞記事を見たことがある（被害に関するメディア）
③動物園で飼育されている野生哺乳類を見たことがある（動物園）
④博物館で野生哺乳類についての展示を見たことがある（博物館）
⑤野生哺乳類に旅先で野生哺乳類に出会ったことがある（旅先で遭遇）
⑥野生哺乳類に自宅の周辺で出会ったことがある（自宅で遭遇）
⑦野外で行われる野生哺乳類の観察会に参加したことがある（観察会）
質問2．野生哺乳類
ﾉ関わる体験 ⑩野生哺乳類から被害を受けたことがある（実際の被害） ある・ない
⑧自宅を訪れる野生哺乳類に餌をあげたことがある（餌付け）
⑨傷ついた野生哺乳類を保護したことがある（傷病鳥獣保護）
⑪野生哺乳類の狩猟をしたことがある（狩猟行為）
⑫野生哺乳類の飼育に関する仕事をしたことがある（飼育業務）
⑬野生哺乳類に関わる教育関係の仕事をしたことがある（教育業務）
⑭野生哺乳類の研究をしたことがある（研究活動）
⑮野生哺乳類に関わるボランティア活動に参加したことがある（ボランティア活動）
①自然の生態系の一部であり、欠1ナてはならない生きものである（生態的態度）
②自然の中でのびのび生きており、自然や野生に生きる美しさがある生きものである（自然的態度）
③野生哺乳類自体の姿の美しさや面白さを持っている生きものである（審美的態度）
④野生哺乳類はかわいい生きものである（家族的態度）
質問3．野生哺乳類
ﾉ対する態度
⑤人間が生命や生活圏を奪うことはできない生きものである（倫理的態度）
E野生哺乳類は人間を超えた何か別のカがあり、神に近い生きものである（宿神的態度）
a．思う，b．やや思う，　c，どちらとも
｢えない，dあまり思わない，　e．
vわない
⑦野生哺乳類は狸猛で、病原菌を持っており危険な生きものである（危険性に基づく否定的態度）
⑧野生哺乳類は農業被害や生活環境被害を起こす生きものである（被害性に基づく否定的態度）
⑨野生哺乳類は生息頭数をコントロールして人間の管理の下におく生きものである（支配的態度）
⑩野生哺乳類は人間にとって毛皮や肉、薬品の動物実験利用の役に立つ生きものである（実用的態度）
a，思う，b，やや思う，　c．どちらとも
質問4野生哺乳類 ①サル②キツネ③タヌキ④アナグマ⑤イタチ⑥ハクビシン⑦アライグマ⑧ノウサギ⑨ノネズミ⑩ムササビ⑪リス， いえない，d．あまり思わない，　e．
に対する共存希望 ⑫モグラ⑬コウモリ 思わない，fわからない（姿がわ
からずイメージできない哺乳類）
①都市環境の美しさや人間の生活の便利さや安全性を第一に考えるべきである
（都市環境の整備と利便性）
質問5．野生哺乳類の ②都市のような自然の少ないところよりも自然が多いところに生息できるようにする（多自然生息） a．思う，b．やや思う，　c．どちらとも
生息環境の維持・管理 ③人間が餌をあげて保護する（餌付けによる保護） いえない，d．あまり思わない，　e．
のあり方 ④現在、都市に残っている野生哺乳類の生息環境を維持する（生息環境の維持） 思わない
⑤野生哺乳類の種それぞれの生態を生かした生息環境を都市の中に創出する　（生息環境の創出）
⑥現在、都市に残っている自然を野生哺乳類の生息環境として再生する　（生息環境の再生）
a徹底的に捕獲して人間の生活環境から遠ざ1ナる（徹底的に捕獲）
b．一定の数を駆除して個体数をコントロールする（個体数のコントロール）
質問6．野生哺乳類
ﾉよる被害対策の
c．自分で柵を作って侵入を防御する　（柵による防御）
пDイヌを飼って追い払う（イヌによる防御）
複数選択可
iその他の意見のみ自由回答）
e．公費で補償する（公費による補償）
fその他の意見
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生哺乳類に対する態度」における質問内容は，それぞれ石田ら（1992）の態度類型と渡辺・小倉（1996）
の野生動物の価値認識についての設問を参考に設定した．否定的態度にっいては，野生哺乳類の檸猛
さと病気についての危険性と農業被害と居住環境被害についての被害性についての2つの設問を設
定した．これらの態度は以後それぞれ「否定的態度（危険性）」と「否定的態度（被害性）」とした．
野生哺乳類に対する共存希望には，第3章第2節で対象とした都市域とその周辺地域において生息
状況が確認されている13種を設問に用いた．野生哺乳類による被害対策のあり方にっいは，渡辺・
小倉（1996）を参考に設問を設定した．
　解析の際には，回答者の評価に対する得点は，「思う」を5点，「やや思う」を4点，「どちらとも
いえない」を3点，「あまり思わない」を2点，「思わない」を1点とし，質問4の認知度の低い種
に対する「わからない」は0点として数量化した．
3．結果と考察
3－1．野生哺乳類に対する態度の類型化
　まず，野生哺乳類に対する態度に影響を与える背景として「野生哺乳類についての体験」について
生態に関するメディア
被害に関するメディア
　　　　　　動物園
　　　　旅行で遭遇
　　　　　　博物館
　　　　自宅で遭遇
　　　　実際の被害
　　　　　　餌付け
　　　　　　観察会
　　　傷病鳥獣保護
　　　　　飼育業務
　　　　　狩猟行為
　　　　　教育業務
　　　　　研究活動
　　ボランティア活動
0％　　　　　　20％　　　　　40％　　　　　60％　　　　　80％
　　　團経験あり魍経験無し口無回答
　　図一58野生哺乳類についての体験
100％
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の回答（図・58）は，「生態に関するメディア」（92．2％），「被害に関するメディア」（87．3％），など
「メディアで情報を知っている」といった体験が最も多く，次に「動物園」（86．6％），「旅行で遭遇」
（66．8％），「博物館」（61．6％），「自宅で遭遇」（57．3％）など「実際に見たことがある」といった体
験が多かった．そのため，都市住民の野生哺乳類に対する態度の形成には，新聞，テレビなどのメデ
ィアの情報によるイメージと実際の遭遇経験が関与しているもの考えられる．
　次に，「野生哺乳類に対する態度」の各項目に対して，回答者から得られた得点を変数に用い，因
子分析（主成分法，バリマックス回転）を行い，回答者の野生哺乳類に対する態度の関連性を分析し，
都市住民の野生哺乳類に対する態度を類型化した．因子分析の結果，3つの因子が抽出され，第1因
子の寄与率は31．1％，第2因子の寄与率は17．9％，第3因子の寄与率は11．4％であった．第1因子
と第2因子，第1因子と第3因子の因子負荷量の散布図を図・59に示した．第1因子は，審美的態度，
自然的態度など自然性に関わる態度が高い正の因子負荷量を示すことから，哺乳類の「自然性」を示
すものと解釈した．第2因子は，否定的態度（危険性），支配者的態度，否定的態度（被害性）など
の人間と哺乳類の対立に関わる態度が高い正の因子負荷量を示すことから，哺乳類との「対立性」を
示すものと解釈した．第3因子は，実用的態度が高い因子負荷量を示したことから，哺乳類に対す
る「利用性」を示すものと解釈した．渡辺・小倉（1996）は野生動物に対する価値認識について生
態的価値，経済的価値，社会的価値を抽出しており，本研究でいう，「自然性」因子は，この生態学
的価値および社会的価値と類似し，「利用性」因子は経済的価値と類似する．
　上記の結果より得られた野生哺乳類における態度因子に対する属性と，体験による影響の程度を検
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　　　　図一59野生哺乳類に対する各態度の関連性
左図は各態度を因子1と因子2に対して布置したものを示す．
　右図は各態度を因子1と因子3に布置したものを示す．
98
第3章　野生哺乳類に対する住民の意識と生息地管理手法の検討
討した．本研究における回答者の職業は会社員，主婦，退職者が多くを占める（表・26）．野生哺乳類
による農業被害において経済的対立の立場にある農業従事者が全体の3．3％と少ない．そのため，都
市住民においては，Kelert（1985），　Bjerke＆Kaltenborn（1999）の研究結果にみられるような，
職業的立場による野生哺乳類に対する態度の違いは認められないものと考えられた．よって，ここで
は野生哺乳類に関する体験や属性に基づいて態度が形成されているものと考えられ，以下では，「性
別」，「年齢」，「野生哺乳類に関する体験」における各カテゴリーが態度因子に与える影響について検
討した．まず，性別（女性1男性）において，回答者に与えられた因子得点の平均得点を図・60に示す．
自然性因子と対立性因子において，女性と男性の間で差は認められなかったが，利用性因子において，
男性の平均因子得点は有意に高かった（Mann－WhitneyのU検定，　p＜0．001）．また，各年齢区分
（10代～20代130代～40代150代～60代170代～80代）において回答者に与えられた因子得点の平
均得点を図一61に示した．年齢区分においては，利用性因子において年齢区分の間で有意な差が認め
られた（すべてKruskal－Wallis検定，　p＜0．001）．利用性因子については，10代～20代よりも50
代～60代，70代～80代の年齢区分において有意に高く，10代～20代，30代～40代よりも，70代
～80代の年齢区分において有意に高かった（Bonferroniの多重比較，　p＜0．05）．「野生哺乳類に関
する体験」における各カテゴリーの有無とそれぞれの態度因子の因子得点についてMann・Whitney
のU検定を行い，1％水準で有意差の認められたもの（表一27）について，それぞれの態度因子と体
験の有無との関連性について箱ひげ図を図一62～図一70に示した．自然性因子は，「生態に関するメデ
ィア」，「被害に関するメディア」，「動物園」，「旅行で遭遇」，「博物館」，「餌付け」，「傷病鳥獣保護」
の体験がある回答者において有意に高かった（Mann・WhitneyのU検定，　p＜0．01）．また，対立性
因子は，「実際の被害」の体験がある回答者において有意に高かった（Mann－WhitneyのU検定，　p
＜0．01），利用性因子は，「博物館」の体験がある回答者において有意に低かった（Mann－Whitney
のU検定，p＜0．01）．
　次に，回答者に与えられた因子得点を基にクラスター分析（平方ユークリッド距離，ウォード法）
を行い，回答者の野生哺乳類に対する態度類型を，利用性因子に対して反応の得点が高い「利用派」，
自然性因子に対して回答者の反応の得点が高い「自然派」，哺乳類の自然性因子と対立性因子に対す
る反応の得点が高いことから自然性と対立性の両方から哺乳類を総体的に理解していると考えられ
る「総体的理解派」，哺乳類の対立性因子に対して回答者の反応の得点が高い「対立派」の4つに分
類した（図一71）．それぞれの回答者の類型の構成比率は，「利用派」が28．9％（n＝156），「自然派」
が25．8％（n－139），「総体的理解派」が21．3％（n＝115），「対立派」が23。9％（n　・＝　129）であ
った．全体として，「利用派」，「自然派」，「総体的理解派」において，自然性に対する認識が高く，
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0．2
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一〇．3
　　　　　自然性　　　　　　　対立性　　　　　　　利用性
　図一60野生哺乳類の態度因子に対する性別ごとの因子得点
　　　＊＊はp＜0．01で有意な差が認められた属性を示す．
　0．6
　0．5
　0．4
　0，3
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　－0．2
　－0．3
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圏30イ」驚～40イ」七
圓50イ」℃～60｛」℃
團70代～80代
自然性 対立性
b
利用性
C
　　　　図一61野生哺乳類の態度因子に対する年齢区分ごとの因子得点
多重比較検定で有意な差が見られた属性問で異なったアルファベットを付した．
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表一26野生哺乳類の態度因子と「野生哺乳類に関する体験」の関連性
野生哺乳類に関する体験 自然性 対立性 利用性
生態に関するメディア
被害に関するメディア
動物園
旅行で遭遇
博物館
自宅で遭遇
実際の被害
餌付け
観察会
傷病鳥獣保護
飼育業務
狩猟行為
教育業務
研究活動
ボランティア活動
???????
?
??????
?????
??
??????????
＊＊はp＜0．01，＊はp＜0．05で有意な差が認められたことを示す
→???
遼
弓
嶋
う
なし
生讐に関するメディア
あり
図一62　「生態に関するメディア」の
有無と自然性因子の関連性
＊＊はp＜0，01で有意な差が認められたことを
示す．○は外れ値を示す．
????????????
なし
被害に関するメディア
あり
図一63　「被害に関するメディア」の
有無と自然性因子の関連性
＊＊はp＜0．01で有意な差が認められたことを
示す．○は外れ値を示す．
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????????????
????????????
　　　　なし　　　　　　　　　　　　あり
　　　　　　　　動物園
図一64「動物園」の有無と自然性因子
の関連性
＊＊はp＜0．01で有意な差が認められたこと
を示す．0は外れ値を示す．
　　　　　なし　　　　　　　　　　　　あり
　　　　　　　　　博物館
図一66　「博物館」の有無と自然性因子
の関連性
＊＊はp＜0．01で有意な差が認められたこと
を示す．○は外れ値，×は極値を示す．
????????????
　　　　　なし　　　　　　　　　　　　あり
　　　　　　　　族行で遭遥
図一65　「旅行で遭遇」の有無と自然性
因子の関連性
＊＊はp＜0．01で有意な差が認められたことを
示す．○は外れ値，×は極値を示す．
????????????
　　　　　なし　　　　　　　　　　　　あり
　　　　　　　　　餌付け
図一67　「餌付け」の有無と自然性因子
の関連性
＊＊はp＜0．01で有意な差が認められたことを
示す．○は外れ値，×は極値を示す．
102
第3章野生哺乳類に対する住民の意識と生息地管理手法の検討
????????????
　　　　　なし　　　　　　　　　　　　あり
　　　　　　　　悟病島駄保護
図一68　「傷病鳥獣保護」の有無と自然性
因子の関連性
＊＊はp＜0．01で有意な差が認められたことを示す．
○は外れ値を示す．
利
用0性
一2
－4
　　　　　　なし　　　　　　　　　　　　あり
　　　　　　　　　　博物館
　図一70　「博物館」の有無と利用性
　因子の関連性
　＊＊はp＜0．01で有意な差が認められたことを示す．
0
???
2一
4一
　　　　なし　　　　　　　　　　　　あり
　　　　　　　実際の彼害
図一69　「実際の被害」の有無と対立性
因子の関連性
＊＊はp＜0．01で有意な差が認められたことを
示す．○は外れ値を示す．
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「利用派」，「総体的理解派」，「対立派」において対立性に対する認識が高かった．
　以上のことから，都市住民における野生哺乳類に対する態度において，「自然性」は属性の差より
も，メディアの情報，遭遇経験，野生哺乳類に関わる活動への体験の有無が影響しており，都市住民
の多くは「自然性」に対する高い理解が認められた．「対立性」は，実際に野生哺乳類による被害を
体験した住民ほど高く認識されていた．渡辺・小倉（1996）によれば，農村地域の高年齢層の住民
は，若中年層よりも野生動物に対して生態学的価値を低く評価し，駆除意向が強いこと，野生動物と
の関係性も生態学的な視点よりも人間との利害関係に注目する傾向が強いとしている．しかし，都市
住民は，メディアの情報，遭遇経験といった野生哺乳類との体験に基づき，生態学的価値に対する認
識は高く，人間との利害関係に注目した「対立性」の認識の相違は，被害経験のある住民において高
いことが示唆された．都市域における実在的な対立関係として，農業従事者や林業従事者が少ないこ
とから，農林業被害に対する経済的な対立関係よりも，第3章第2節で言う居住環境被害や人身事
故といった「有害性」によって「対立性」が理解されているものと考えられる．また，実在的な被害
に関わらず敷地内の侵入に対しても嫌悪感を示すことから，精神的な対立関係が成り立っことが考え
られる．また，「利用性」は男性かつ高年齢層において高く認識されていた．野生哺乳類に関する体
験では，博物館における体験は，野生哺乳類の「自然性」に対する認識を高め，「利用性」に対する
認識に対して否定的な意見をもたらすことが示唆された．
　都市住民の野生哺乳類の態度類型では，男性かつ高年齢層に多くみられる「利用派」のような，野
生哺乳類の自然性に対する認識が高く，野生哺乳類の経済的価値に理解を示すグループが多い．次に，
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性別，年齢の全体を通して多くみられ，メディアの情報や遭遇経験などの体験に基づく「自然派」の
ような，野生哺乳類に対して生態的な理解を示すグループが多いことが示唆された．また，都市住民
は，野生哺乳類に対する自然性に対する認識と対立性に対する認識が高いことが示唆された．
3－2．野生哺乳類に対する共存希望
　「野生哺乳類に対する共存希望」の回答から得られた，態度類型ごとに各野生哺乳類にっいての共
存希望の平均得点を表一27に示した．各哺乳類に対する共存希望の全体の平均得点は，リス，ノウサ
ギ，ムササビで共存希望が最も高く，第3章第2節の野生哺乳類に対する嗜好性の結果における，
有害性が低く愛玩的な種群に対して共存希望が高い傾向が認められた．また，すべての哺乳類におい
て各態度類型の間で有意な差が認められた（すべてKruskal－Walhs検定，　p＜0．001）．リスにおい
て，利用派と総体的理解派は自然派と対立派よりも共存希望が有意に高かった（すべてBonferroni
の多重比較，p＜0．05）．ノウサギ，ムササビ，コウモリ，タヌキ，キツネ，モグラ，アナグマにおい
て，自然派，利用派，総体的理解派は対立派よりも共存希望が有意に高かった（すべてBonferroni
の多重比較，p＜0．05）．イタチ，アライグマ，サル，ハクビシンにおいて，自然派と利用派は，対立
派よりも共存希望が有意に高かった（すべてBonferroniの多重比較，　p＜0．05）．ノネズミにおいて，
自然派は，総体的理解派と対立派よりも共存希望が有意に高く，利用派は対立派よりも共存希望が有
意に高かった（すべてBonferroniの多重比較，　p＜0．05）．
　以上のことから，自然性因子と利用性因子の高い「利用派」，自然性因子の高い「自然派」は他の
態度類型の住民よりも多くの哺乳類との共存を希望しており，自然性に対する認識が高い住民におい
て共存希望が高いことが示唆された．一方，対立性に対する認識が高い「総体的理解派」や，対立性
因子の高い「対立派」においては，他の態度類型の住民よりも共存希望が低い．このことから，野生
表一27各態度類型における野生哺乳類に対する共存希望
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　態度類型
哺乳類名　　　利用派（n＝156）　　　　自然派（n＝139）　　　　総体的理解派（n＝115）
　　　　平均値　　標準偏差　　平均値　　標準偏差　　平均値　　　標準偏差
　対立派（n＝129）　　　　　　　全体（n＝539）
平均値　　　標準偏差　　　平均値　　　標準偏差
リス
ノウサギ
ムササビ
コウモリ
タヌキ
キツネ
モグラ
イタチ
アライグマ
アナグマ
サル
ハクビシン
ノネズミ
370∂
345∂
306∂
274∂
269∂
242∂
222∂
218∂
206∂
2．04∂
1．89∂
18t∂
166∂
???????337b
3．37∂
2．82∂
265∂
265∂
245∂
240∂
201∂
196∂
190∂
178a
178∂
183ab
????355∂
316∂
279∂
243∂
243∂
218∂
229∂
1．87ヨわ
188∂b
182∂
166aわ
1．49ab
150∂σ
148
149
159
130
130
127
134
111
124
116
107
106
093
292b
249わ
210δ
1．91わ
1．85わ
167わ
1．59わ
1．61わ
147わ
131b
135δ
1．22わ
121σ
??????????????340
3．14
2．71
2．45
242
219
2．13
194
186
178
168
160
156
146
1．43
154
1．33
134
132
133
124
127
118
103
119
097
多重比較検定により有意な差が認められた態度類型間で異なるアルファベットを付した．
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哺乳類の共存に対して負の影響をもたらしている住民の野生哺乳類に対する態度因子は，被害を受け
た体験に基づいた「対立性」であると考えられる．
3－3．生息環境の維持・管理と被害対策のあり方
　「野生哺乳類の維持・管理のあり方」について各態度類型の希望を図・72に示した．全体的な傾向
についてみると，多くの住民は「多自然生息」，「生息環境維持」や「生息環境再生」に対して強い希
望を示しており，「餌付けで保護」に対しては望まない傾向が認められた．次に，野生哺乳類に対す
る各態度類型において相対的な傾向について見てみると，「利用派」は「多自然生息」および「生息
環境維持」，「生息環境再生」に対して望む傾向を示した．「自然派」は，「生息環境維持」を比較的望
む傾向が認められた．「総体的理解派」は「利用派」と同様の傾向を示した．「対立派」は「都市環境
整備」と「多自然生息」を望む傾向が認められると共に，「生息環境維持」，「生息環境創出」，「生息
環境再生」に対しては望まない傾向が認められた．次に，「野生哺乳類による被害対策のあり方」に
ついて各態度類型の希望を図一73に示した．野生哺乳類の被害に対して，最も多い選択率を示した項
目は，「一定数を駆除して，個体数をコントロールする」であった．各態度類型において選択した人
数に有意な差が認められ（X2検定，　p〈0。01），「対立派」の選択率が有意に高かった．また，「徹底
的に捕獲して，人間の生活環境から遠ざける」において，各態度類型において有意な差が認められ（z
2検定，p＜0．01），「対立派」の選択率が高かった．次に，「その他の意見」をキーワードに基づいて
整理した（表28）．被害対策のその他の意見において生息環境の創出のような「自然を再生する」，
「保護区を創る（すみわけ）」といった意見が多くみられた．また，「経済的被害を起こす種について
は駆除する」や「種によってはコントロー一ルする」，「外来種については対策を検討する」といった，
経済的対立関係にある種は駆除するべきといった意見や種ごとに対策を検討するべきといった意見
がみられた．
　以上のことから，都市住民は，全体的な傾向として，野生哺乳類の「自然性」に対する理解が浸透
しており，野生哺乳類の生息環境の維持・管理にっいての合意を得られることが可能である．しかし，
都市住民の野生哺乳類に対する生息環境の維持管理にっいては，「多自然生息」が多くの住民に望ま
れており，この理由として「野生哺乳類に対する被害対策」における「その他の意見」において「保
護区を創る（すみわけ）」といった意見がみられることや「自然派」以外のその他の態度類型の住民
において「都市環境整備」を比較的望む傾向が認められたことから，野生哺乳類との住み分けが望ま
れているものと考えられる．一方で，「生息環境創出」よりも「生息環境維持」，「生息環境再生」を
望むことや，被害対策におけるその他の意見においても「自然を再生する」という意見が多くみられ
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たことから，既存の緑地を野生哺乳類の生息環境として保全，再生することに対しては肯定的である
と考えられる．また，被害対策の面では，「一定数を捕獲して，個体数のコントロール」に対する選
択率が高く，「その他の意見」においても「経済的被害を引き起こす種は駆除する」や「種によって
はコントロールする」，「外来種については対策を検討する」などの経済的対立関係にある種は駆除す
るべきといった意見や，種ごとに対策を検討するべきといった意見がみられる．そのため，都市域に
おける住民と野生哺乳類の共存を検討する際に，地域的な背景に基づく各種の生息状況および被害状
況から，野生哺乳類による被害の定量的なリスク評価を行い，地域の自然環境と各種の生態に基づい
て保全目標種を設定し，被害を引き起こさないような野生哺乳類に対するリスク管理を検討すること
が重要である．
???????????????????
都　　　　大　　　　餌
市　　　　自　　　　付
環　　　　然　　　　け
境　　　　生　　　　で
保　　　　息　　　　保
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一◆一利用派（n＝156）
　　生　　　　生
　　息　　　　息
　　環　　　　環
　　境　　　　境
　　維　　　　創
　　持　　　　出
一■一自然派（n＝139）
　＋総体的理解派（n＝115）→←対立派（n＝129）
図一72野生哺乳類の生息環境の維持・管理のあり方
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　　　図一73野生哺乳類による被害対策のあり方
＊＊はp〈0．01で有意な差が認められたことを示す．
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表一28野生哺乳類に対する被害対策の質問における「その他の意見」の内容
意見 件数　構成比率（％）
自然を再生する
保護区を創る（すみわけ）
自然のままにする
自然を保護する
人間側で譲歩する
経済的被害を起こす種は駆除する（被害ごとに対策を検討）
その他
共存を望むが難しい
外来種については対策を検討する
共存策を検討する
種によってコントロールする（種に応じた対策）
餌付けを禁止する
人間生活から遠ざける（人間を怖がらせる）
行政が中心となって被害対策を行う
自分で防御する
環境教育を行う
????
???
」???
???
????? ???????
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第4節　第3章のまとめ
　以上の結果を基に，地域における野生哺乳類の保全目標種の選定基準とその生息環境の維持・管理
の方向性について議論する．
1．住民の野生哺乳類に対する嗜好性に基づく合意形成における保全目標種の選定
　都市域の住民が共存を希望する野生哺乳類は，個々の哺乳類に対する嗜好性では，（1）野生哺乳
類自体への嗜好性，（2）野生哺乳類の有害性の程度，（3）野生哺乳類の認知度の3っの要因の相互
作用により決定されることが示された．また，嗜好性の類型により，「有害性が低く愛玩性の高い哺
乳類」や「認知度の高い哺乳類」に対して，住民は共存を望む傾向が認められた．また，住民の野生
哺乳類に対する態度として，「自然性」，「利用性」，「対立性」が抽出された．「自然性」は，野生哺乳
類に関わる体験の影響を強く受けており，「利用性」は性別と年齢の影響を受け，「対立性」は，野生
哺乳類から被害を受けた体験の有無の影響を受けることが明らかとなった．
　都市住民は，総体的に「自然性」に対する認識が高いことから，野生哺乳類に対する生態的認識が
高く，共存への理解も高いことが考えられる．一方，都市住民は「対立性」に対する認識が高く，こ
の「対立性」に対する認識が，野生哺乳類との共存に対して否定的な態度をもたらす要因となること
が示された．また，この「対立性」の認識は，実際の被害体験を受けた経験のある住民において高く，
野生哺乳類の有害的なイメージに基づいた経済的，精神的な対立関係が野生哺乳類との共存に対して
否定的なイメージをもたらすものと考えられる．
　以上のことから，住民の意識に基づいて保全目標種の選定の際に，各哺乳類の被害状況から評価さ
れる「有害性」と地域における野生哺乳類の生息状況や生息密度から評価される「認知性」を考慮し
た種の選定を行うべきである．とくに，住民の野生哺乳類に対する「対立性」の認識は共存可能性に
大きな影響を与えるため，「有害性」のイメージが保全目標とする野生哺乳類との共存のための，合
意形成において問題になると考えられる．そのため，保全目標種と都市住民との経済的対立関係だけ
ではなく，精神的対立関係も含めた総合的なリスク評価を行い，これらの情報を基に，住民との合意
形成を行うことが必要である．また，環境教育により地域に生息する野生哺乳類の生態的な情報を普
及・啓発し，野生哺乳類に対する「認知性」を高めることとも重要である．
2．野生哺乳類の生息環境の維持・管理の方向性
　野生哺乳類の生息環境要素の創出に対する希望から，都市域の住民は，常緑樹林，雑木林，農地，
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水辺，ススキ草地に対する創出希望が高い．品田ら（1987）によれば，人間に「やすらぎ感」をも
たらす要因として，植生をあげており，とくに植生の中でも，「見透しのよい草原・疎開林型自然」
を主要因としている．品田ら（1987）の調査では，落葉広葉樹林（クヌギ・クリ林），高茎草原（ス
スキ草地），水田に対しては評価が高く，照葉樹林，ヒノキ・スギの植林，マント群落やソデ群落な
どの薮に対しては評価が低いことを報告している．また，山本（2001）によれば，かっての里地景
観は里山（雑木林とススキやオギなどの採草地），水田や畑などの農耕地，河川などの水辺から成り
立っとしている．このことから，都市住民は疎開林的な里山環境の創出を望むものと考えられるため，
都市域には里山的な環境要素（雑木林，農地，水辺，採草地）の創出とそれらの環境を利用する野生
哺乳類の保全が可能なものと考えられる．第1章で述べたように，タヌキなどの野生哺乳類にとっ
ては，高茎のアズマネザサ群落やマント群落・ソデ群落のような薮は生息環境要素として重要である．
しかし，アズマネザサの薮のような植生構造は見透しが悪いことから「やすらぎ感」に負の影響をも
たらすため，「タケやササ薮」に対する住民の創出希望が低いものと考えられる．そのため，生息環
境の保全・創出や緑地の管理の際に，住民の意向とのギャップが生じるものと考えられる．
　生息環境を創出する場所の希望は，野生哺乳類の生息が居住環境に悪影響を及ぼす空間や人身事故
を引き起こしやすい空間では低く，公共空間では高い．これは，第2節における都市住民における
野生哺乳類の生息環境の維持・管理に対する意向が，野生哺乳類の生息環境との住み分けに対して高
いことに起因する．また，野生哺乳類の生息環境の維持・管理のあり方の意向として，野生哺乳類の
生息環境の維持，再生に対しては肯定的である．そのため，緑地計画や都市計画において野生哺乳類
の生態的ネットワーク計画を検討する際に，自然的な性格をもつ都市公園や河川空間などの大規模緑
地に野生哺乳類の生息環境として拠点的な性格を持たせることは，住民の十分な理解が得られること
であると考えられる．
　野生哺乳類の被害に対する対策としては，住民から経済的対立関係にある種や外来種は駆除が望ま
れている．このような野生哺乳類との共存に否定的な住民の意識は，野生哺乳類の「有害性」や住民
の野生哺乳類に対する態度に基づく「対立性」に起因する．都市住民は，人間との利害関係に基づい
た野生哺乳類の「有害性」に対して嫌悪感を抱いており，居住地周辺に生息する野生哺乳類と住民と
の間で精神的対立関係を生じさせる可能性もあると考えられる．そのため，野生哺乳類に対するリス
ク管理として，住民の経済的，精神的対立関係に配慮して，居住地や農耕地への侵入を防止するよう
な野生哺乳類に対する管理手法を検討することが重要である．
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　本節では，第1章のタヌキの下層植生構造に対する環境選択性に関する結果と，第2章のタヌキ
のロードキルの発生要因およびリスク評価における結果を基に，タヌキの生態に基づいた緑地の管
理・配置計画の方向性を示した．次に，第3章の野生哺乳類とその生息環境の保全・創出に対する
住民の意識にっいて明らかにした結果を基に，住民の意識に基づいた緑地の管理・配置計画の方向性
を示した．以上を統合して，タヌキを保全目標種とした都市域における緑地の管理・配置計画に対す
る指針を示した．さらに，生態的ネットワークを形成するための今後の課題にっいて言及した．
1．タヌキの生態に基づいた緑地の管理・配置計画に対する方向性
1－1．緑地のネットワーク形成に対する指針
　タヌキは，森林，農地が優占する土地を生息環境として利用する（園田・倉本，2001）．また，タ
ヌキの生態ネットワークを検討する際には，森林・農地のモザイク環境をユニットとしたビオトープ
（Biotope）をネットワークすることが重要である（園田，2001）．タヌキの生息する緑地の管理手
法としては，第1章の結果から，樹林地内にアズマネザサや林縁の薮のようなバイオマスの多い環
境を創出することによって，生息地のコアエリアを補償することがタヌキの生息のために重要である
ことが明らかとなった．また，このような生息地のコアエリアを構成する藪環境は，丘陵地の傾斜地
に分布し，クヌギーコナラ林などの林縁部に多く成立する．そのため，都市域におけるタヌキの生息
に配慮した緑地の管理手法は，落葉広葉樹の群落が優占する斜面緑地を保全すると共に，林縁の薮環
境を形成することがタヌキの生息を促すものと考えられる．また，タヌキの餌資源の多様性を保全す
るためには，里山環境のモザイク性が重要であり，植生管理により多様な空間を維持・管理していか
なければならない．
　都市域におけるタヌキにとって，樹林は繁殖・休息・採餌のために重要であり，緑地の多い宅地は，
主に採餌場所として重要である（山本，1993；山本ら，1996）．また，タヌキの行動圏内における活
動は，いくつかのサイトをパスでつないだ構造をとる（Ikeda，1982）．このことから，都市域のよ
うに樹林の孤立化が進行した地域においては，タヌキは，管理放棄によって薮環境が存在するいくつ
かの孤立樹林地をパスでっなぐように移動をするものと考えられる．タヌキのロL－一一ドキルの発生率は，
タヌキの繁殖年周期の中で移動量が高まる時期に多く（木下・山本，1993），また，タヌキは薮環境
の存在する樹林地を利用しており（第1章の結果による），森林率の高い環境の近隣の道路において
ロードキルの発生確率が高いこと（第2章の結果による）から，コアエリアを含む大面積の樹林地
では，分散期に移出する個体数が多いことが考えられる．そのため，都市域のタヌキは大面積の樹林
地をソースとし，周辺の小面積の樹林地や生息地としての質の低い緑地をシンクとした，ソースーシ
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ンク個体群動態をとると考えられる．ソースーシンク個体群動態とは，ソース（局所的繁殖成功率が
局所的死亡率を上回っているような生息地）からの余剰個体が，シンク（局所的死亡率が局所的繁殖
率を上回っているような生息地）へ移入することによって全体の個体群が維持されるというものであ
る（Puniam＆Dunning，1994）．
　以上のことを基に，都市域に生息するタヌキの移動ネットワーク概念図を図・74に示した．ここで
は，落葉広葉樹林と薮環境から構成されるコアエリア，それ以外の緑地から構成される緑地パッチの
配置によるタヌキのソースーシンク個体群動態を想定した．タヌキ個体にとっては，採餌や休息のた
めにコアエリア間あるいはコアエリアー緑地間を移動するため，コアエリア間とコアエリアー緑地問
などのネットワーク形成が重要となる．また，当年生まれの個体は分散期に，ソースパッチからソー
團緑地　　　　　　漉藝頸道路
◎コアエリア　　　　　　　　〈噂’’’’’”←日常的移動のためのNetwork
口市街地マトリ。クス　＜一・一レ分散のためのN。、w。rk
△。＿ドキル発生地点
図一74都市域におけるタヌキの生態にもとつく移動ネットワークの概念図
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スパッチ，ソースパッチからシンクパッチへ移出するため，これらの緑地間のネットワーク形成が必
要である．交通量が高く幅員の広い道路が，コアエリアと緑地によって構成されるソースパッチ間と
ソースパッチーシンクパッチ間のネットワークを分断するような空間において，ロードキルの発生率
が最も高まると考えられる．タヌキの個体群の存続可能性を高めるためには，生息環境の再生・創出
による量的・質的な改善とともに，生態的インフラストラクチャーとして人工的な道路横断施設や緑
道の設置によりソースとシンク，ソースとソースのネットワークを形成することが重要である，
1－2．代償ミティゲーション手法の検討
　生態的ネットワークにおいては，野生哺乳類の生息環境を保全・再生・創出することが不可欠であ
る．とくに，生息地の分断化を補償するためには，生息環境の新たな創出によってネットワークを形
成することが重要である．しかし，都市域において，新たに生息環境を創出することは，土地的な制
限があることなどから困難な場合が多い．そのため，現存する緑地同士をっなぐ人工的な道路横断施
設の設置によって，代償ミティゲーションを行う必要がある．この道路横断施設の整備手法にっいて，
先行研究をもとに整理を行った．
　野生哺乳類の保全を目的とした道路横断施設の整備手法としては，道路を横断するトンネルやパイ
プを設置し，道路に野生哺乳類の侵入防止柵を設置することが，ロードキルによる死亡率を減少させ，
生息地間の連続性を補償する効果を持っことが証明されている（van　Bohemen，1998；Dodd　Jr．　et
al．，2004，；Ng　et　aZ，2004）．また，種によって道路横断施設の構造（高さ，幅，長さ，開放性）
や，周辺の景観要素，人間活動の影響により道路横断施設の利用状況が異なる（Clevenger＆Waltho，
2000；Ng　etaム2004；川上ら，2002）ため，道路横断施設の構造と設置場所は保全目標種の形態
や生態から決定されなければならない．
　既存の研究で，道路に設置するべき道路横断施設の構造は，道路構造によって決定され，盛土区間
においてはボックスカルバートあるいはコルゲートパイプ，切土区間においてはオーバーブリッジ，
谷部においては橋梁を設置するべきとされる（春田，1997）．道路横断施設に対する野生哺乳類の利
用状況のモニタリングが行われている．日本道路公団は，4タイプの道路横断施設（ボックスカルバ
L－一一 g，コルゲートパイプ，オーバーブリッジ，橋梁下）において中型哺乳類の利用状況を調査し，ボ
ックスカルバートは，サルを除く中型哺乳類のタヌキ，イタチ類，キツネ，ノウサギ，テン，オコジ
ョが利用し，特にタヌキ，イタチ類の利用頻度が高いことを報告している（藤原ら，2002）．また，
宮崎自動車道における調査では，オーバーブリッジは，野生哺乳類全体で利用する個体数が多く，特
にノウサギ，タヌキ，キツネの利用頻度が高く，ボックスカルバートでは，全ての中型哺乳類により
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利用されることが報告されている（川上ら，2002）．一方，コルゲートパイプは，ノウサギ，キツネ，
ハクビシンの利用は少なく，オーバーブリッジは，アナグマの利用が少ない（川上ら，2002）．
　本研究の第2章の結果からは，タヌキのロードキル発生率と道路周辺の樹林率には正の相関関係
がみられた．そのため，道路周辺に大面積の樹林地が存在する空間においては，野生哺乳類の生息を
考慮して優先的にミティゲーションを行う必要があると考えられる．また，野生哺乳類のロードキル
の防止を目的とした道路建設を行う際に，都市域では小型・中型哺乳類の生息密度が高いことに配慮
し，ボックスカルバートやオーバーブリッジを設置し，多様な哺乳類の移動を補償することが重要で
あると考えられる．さらに，樹上移動性や地上移動性の哺乳類の利用を考慮すると，植樹や高茎草地
の造成がそれらの種の移動を促進するものと考えられる．
2．住民の野生哺乳類とその生息環境の保全・創出に対する意識に基づいた緑地の管理・配置計画の
方向性
　野生哺乳類に対する都市住民の意識として，第3章第2節では，個々の野生哺乳類に対する住民
の嗜好性を基に，個々の野生哺乳類に対する嗜好に関わる因子として（1）野生哺乳類自体への嗜好
性，（2）野生哺乳類の有害性の程度，（3）野生哺乳類の認知度の3っを抽出した．また，第3章第3
節では，住民の野生哺乳類に対する価値認識として「自然性」，「利用性」，「対立性」の3つを抽出
した．都市住民の多くは，「有害性」と「認知性」の程度によって個々の野生哺乳類を評価している．
また，野生哺乳類の持つ「自然性」は，多くの住民に認識されており，野生哺乳類の生息環境の維持・
再生に対する理解が高い．
　都市住民は，野生哺乳類に対する「対立性」の認識が高いため，住民の意識に基づく保全目標種の
選定の際に注意すべき点は，各哺乳類の被害状況から評価される「有害性」と地域における野生哺乳
類の生息状況や生息密度に基づく「認知性」であると考えられる．野生哺乳類に対する「対立性」の
認識は，住民と野生哺乳類との共存希望に大きな負の影響を与えるため，住民との合意形成を行う際
に，この「対立性」の認識への対応を検討しておく必要がある．また，この対立性の観点から，保全
目標種と都市住民との間には経済的対立関係や，精神的対立関係が成り立っことが考えられるため，
野生哺乳類に対する総合的なリスク評価が，住民との合意形成の際の資料として重要である．
　都市域における野生哺乳類の生息環境の維持・管理の方向性として，第3章第2節の結果から都
市住民は，キツネ，タヌキといった里山的な環境を利用する哺乳類との共存希望が高いことや，里山
的な生息環境要素の創出に高い希望がみられたことから，里山的であり，疎林的な環境要素の創出可
能性が示唆された．生息環境の創出場所に対する意向は，公共空間における生息環境の創出希望が高
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く，被害対策としては人間の住環境と野生哺乳類の生息環境との住み分けや生息環境の維持，再生に
よって被害を低減することを希望する意見が多かった．このことから，生態的ネットワーク形成の際
に，自然的な性格を持つ都市公園や河川空間などの公共空間の大規模緑地を，野生哺乳類の生息環境
の拠点的として保全・再生していくことに対しては，住民の理解が得られやすいと考えられる．
　野生哺乳類の被害対策として，住民と経済的対立関係にある種や外来種は駆除が望まれており，野
生哺乳類との共存に否定的な住民の意識は，野生哺乳類の「有害性」や「対立性」の価値認識である．
今後の被害対策としては，野生哺乳類が被害を引き起こさないようなリスク管理と，居住地や農耕地
への侵入を防止するような野生哺乳類に対する管理手法を検討することが重要である．また，リスク
評価およびその管理には，個々の種の生態や個体群動態と生息環境などの生態的特性を明らかにし，
経済的対立関係における被害発生予測が必要である．また，住民の野生哺乳類に対する「有害性」に
基づく精神的対立関係が生じる可能性があるため，野生哺乳類の生態的知見に基づいた情報を住民に
提供し，被害のリスク評価を基に管理を行うことが重要である．
3．タヌキを保全目標種とした都市域における緑地の管理・配置計画に対する指針
　本研究では，都市域の比較的自然環境の豊かな場所に生息する野生哺乳類のタヌキを都市生態系指
標として用いることで，都市域における緑地の維持・管理手法として，藪環境と生息環境のモザイク
性が生息地のコアエリアとして重要であることを示した．また，生態的ネットワークの形成について
は，タヌキのロードキルの発生しやすい緑地の配置や，その発生予測モデルを基に，道路計画におけ
る代償ミティゲーション手法に関する指針を示した．
　都市域において多様な生物相を維持する緑地管理手法としては，保全目標とする生物群集ごとに緑
地内を均一に管理するのではなく，緑地内の植生構造の空間的モザイク性を創出することが重要であ
る．また，野生哺乳類の採餌や休息などの日常的移動や，種の季節的分散に関わるソースーシンク個
体群動態を考慮し，対象とする緑地ごとに管理を行うのではなく，地域内の緑地全体を景観生態学に
よって捉え，保全目標種の生態に配慮した管理と生物多様性の保全を行っていかなければならない．
　都市住民の野生哺乳類との共存希望や生息環境の保全・創出の意向の結果から，タヌキが代表する
ような里山的な野生哺乳類の生息環境創出の可能性があることが明らかとなり，都市域において里山
環境の保全・再生を基盤とした市民参加型共生システム形成が可能であると考えられる．
　野生哺乳類に対する住民の嗜好性や価値認識，生息環境の維持・管理に対する意向の結果から，保
全目標種の持つ「有害性」に対してリスク評価を行うことが必要であり，この情報を基に合意形成を
図ることや，住民の野生哺乳類に対する「対立性」の認識に配慮したリスク管理を行うことが必要で
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あることが明らかとなった．住民と野生哺乳類との経済的，精神的対立関係に配慮した生息環境の維
持・管理を行う上で，物理的防御策としては居住環境への侵入を防止するように侵入防止柵の設置や
野生哺乳類の移動・分散を考慮した動物移動施設を設置することが重要であり，生態的防御策として
は居住環境周辺のねぐらや休息場所となる薮環境を除去するなどの管理手法を検討することが重要
である．また，経済的対立関係に配慮した被害対策としてはリスク評価をおこない，その被害予測モ
デルやリスク評価マップを基に，住民の被害に対する許容度や生息地管理に対する合意形成を図るこ
とが必要となる．さらに，住民と野生哺乳類との精神的対立関係を改善するためには，野生哺乳類に
対する認知度を高めることが必要であり，地域に生息する野生哺乳類の生態的特性に関する知見を収
集し，その情報を提供することや環境教育における野生哺乳類の生態について普及・啓発することが
重要である．
4．今後の課題
　景観レベルで野生哺乳類の地域個体群の存続可能性を確保するためには，生息地の分断・孤立化の
影響や生息地の質的・量的な評価をもとに生息適地を推定し，生態的ネットワーク形成手法を検討す
る必要がある．従来，地域スケールでの個体数調査は，ワナによる捕獲や夜間のライトセンサス，直
接観察法，足跡法，糞粒法などにより行われてきた．これらの方法では，ワナの捕獲効率や，観察個
体，足跡，糞などの発見率に偏りがみられると的確な個体数推定を行うことは困難であるという欠点
があった．近年になって，糞などの生息痕跡をマイクロサテライトDNA分析することにより，個体
数や個体の分散移入率の推定を行う研究がみられるようになった．また，自動撮影カメラなどの調査
技術の進歩や，GIS（地理情報システム）による景観分析手法の発展により，広域スケールでの野生
哺乳類の分布調査が可能となり，ランドスケープエコロジー研究が行える基盤が整いつつある．これ
らの技術を応用して広域的に野生哺乳類の個体数や個体群動態，生息適地について考察し，生態的ネ
ットワーク形成における生息地の配置に対する提言を行うことは有効である．
　本研究においてはタヌキのロードキル発生要因の解明を行ったが，多様な野生動物の生息に配慮す
るために他の分類群の野生動物においてもロードキル発生要因を明らかにするための継続的なモニ
タリングを実施する必要がある．また，詳細な道路構造とロードキル発生との関連性を分析すること
で，野生動物の生息に配慮した道路の構造や配置を計画することが生態的ネットワークを形成する上
で重要である．その際，ロードキル情報を広域的に蓄積することは，個人研究のレベルでは困難であ
るため，行政の主導により，市民からの情報収集ネットワークを構築し，統一された形式の情報を収
集することが重要である．必要な情報は，野生動物の礫死体の日付，時間，場所（GPSなどを用い
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終章　総合考察
た緯度経度座標レベル），種名，性別，年齢，周辺の道路の構造にっいてであり，これらをGISなど
により空間的情報として蓄積することで，効率的に情報処理を行うことができる．
　生態的ネットワークは，野生生物の現在の分布，生息地，個体群動態を把握し，保全目標とする野
生生物の生育・生息地間をネットワークすることに主眼を置いたものである．そのため，生態的ネッ
トワーク形成のためには文化や歴史といった地域性を持った土地利用により成立したランドスケー
プパターンと保全目標とする野生生物の双方を保全することが重要であり，過去から現在にかけて，
土地利用と生き物の分布との関連性の変遷を時間・空間的スケールで把握することが必要である．
117
摘　要
序章研究の目的と意義
　近年，生態的ネットワーク計画は，野生動植物の保全を目的とした緑地計画および都市計画と
して重要視される．生態的ネットワーク計画では，景観生態学，個体群生態学，環境社会学など
を用いた総合的な緑地計画や都市計画が必要とされる．さらに，都市計画や緑地計画において自
然環境の保全・再生を行う際に，保全目標の設定と生息環境の維持・管理に対して住民の合意形
成が重要である．
　本研究は，野生哺乳類の生息環境の維持・管理に関する研究であり，都市環境の指標種として
ホンドタヌキを用い，（1）本種の生態に基づく生息環境構造の解析，（2）本種の生息環現のネ
ットワーク性の検討，（3）野生哺乳類と生息環境の維持管理に関する地域住民の意識の把握の3
点について研究を行った．本研究の目的は，景観生態学の考え方や技術を応用することによって，
広域的な野生哺乳類の生息環塊を予測・評価することであり，また，生態的ネットワーク計画の
際の住民の合意形成に対する指針を示すことである．本研究の意義は，環境アセスメントにおけ
る調査・予測・評価とミティゲーション手法に対する指針を示すことと，都市計画および緑地計
画における生態的ネットワーク形成のための基礎的知見を与えることである．
第1章タヌキの環境選択性と植生管理手法の検討
　本章では，下層植生構造の立地条件を把握すると共に，タヌキの環境選択性に対する下層植生
構造の影響を明らかにし，タヌキの生息に配慮した緑地の植生管理に対する指針を示すことを目
的とした．まず，下層植生構造を把握するために，下層植生の面積，群度，草丈を基に，下層植
生単位に区分し，それぞれの植物体量指数を算出した．さらに，相観植生と地形に対する下層植
生単位，植物体量指数の関連性を特化度により分析した．次に，タヌキの生息に配慮した緑地の
植生管理の方向性を示すために，下層植生構造に対するタヌキの環境選択性をラジオテレメトリ
ー法により把握した．また，先行研究を基にタヌキの食性について整理し，生息地利用について
検討した．結果として，植物体量指数が高く，アズマネザサの成育面積率の高い環境は，落葉広
葉樹林の生育する傾斜地に分布しており，タヌキはこのような環境を選好することが明らかとな
った．また，タヌキの生息には樹林の存在と共に，樹林内部の下層植生構造が必要であることが
示唆された．タヌキを保全目標種とする際に，休息場所や採食場所として，樹林の存在と共に高
茎のアズマネザサや林縁の薮や，林床管理の結果として成立する多様な植物相が重要である．ま
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た，農地環境も両生類やミミズなどの採餌が報告されているタヌキにとって選好性の高い環境で
あると考えられる．
第2章ロードキルの発生要因の解明と生息地のネットワーク性の評価
　本章では，第1に都市域から都市近郊域における生息地の分断・孤立化がタヌキのロードキル
発生に与える影響について分析した．神奈川県における交通事故による救護情報を用い，緑地の
配置との関係からロードキルの発生要因についてGISを用いて解析を行った．結果として，樹
林性緑地の孤立度が0．4から0．8の地域，樹林性緑地周辺に分布する樹林性緑地の平均面積が
103㎡から106㎡の地域，樹林性緑地周辺の非樹林性緑地率が40％未満の地域，樹林性緑地周辺
の道路用地率が10％以上の地域においてロードキルの発生率が高いことが明らかとなった．
　第2に都市域のタヌキのロードキル発生予測モデルを構築することにより，タヌキのロード
キル発生のリスク因子を分析した．その結果を基に，タヌキの存続可能性を高めるような都市の
緑地の配置と，道路計画におけるミティゲーションに対する指針を示した．都市域におけるタヌ
キのロードキルデータは，川崎市青少年科学館により収集された礫死体情報を用いた．ロードキ
ル発生予測の解析は，ロードキルの発生地点を1，ランダムに発生した非発生地点を0とした二
値変数を従属変数とし，ロードキル地点とランダムポイントから発生させた200－bufferおよび
500m－buffer内の環境要因を独立変数としたロジスティック回帰分析を行った．その結果，ロ
ードキル発生には，道路の周辺500m圏内の道路周辺の山林・荒地率，コアエリアまでの距離，公
園・緑地率，道路用地率，農地までの距離，住宅地率の影響を受け，特に山林・荒地率の影響が大
きいことが明らかとなった．
　本章の結果から，樹林地および草地は，市街地と道路用地の増加により分断・孤立化が進行し，
その結果，タヌキのロードキルの発生が高まることが明らかとなった．さらに，市街地および道
路用地により樹林パッチが分断され，孤立度の高い地域ほどロードキルの発生率が高い．都市域
では，土地利用の制限によりタヌキの生息環境を新たに創出することが困難であるため，道路横
断施設を設置することが重要である．その際に，道路周辺にコアエリアが存在し，樹林率や緑地
率が高く，近隣に幅員が広く，高い交通量を持っ道路が存在する空間では，優先的に道路横断施
設を設置し，ロードキルの発生を低減することが必要である．また，都市近郊域のように広域的
に緑地が残存する地域では，タヌキの生息環境の分断化を農地や草地といった緑地により代償し，
生態的ネットワークの形成を図ることが重要である．
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第3章野生哺乳類に対する住民の意識と生息地の維持・管理の方向性の検討
　本章では，第1に住民の野生哺乳類に対する嗜好性と生息環境の保全・創出に対する意向を
明らかにすることを目的とした．郵送アンケート法を用いて，都市域の野生哺乳類との共存と生
息環境の創出に対する住民の意向を明らかにした．まず，主成分分析とクラスター分析を用いて
野生哺乳類に対する住民の嗜好を分析した．その結果として，4つのタイプ（多種共存肯定派，
愛玩性種共存肯定派，認知性種共存肯定派，多種共存否定派）に住民を分類した．また，住民は
愛玩性哺乳類と認知性哺乳類との共存を希望していることが明らかとなった．次に，居住環境ご
とに野生哺乳類に対する生息環境要素の創出に対する意向を明らかにした．都市住民は里山の環
境要素（雑木林，水辺，農地，ススキ草原）に対する高い創出希望が高かった．さらに，都市住
民は，生息環境を創出する場所として公共空間を希望するが，野生哺乳類の生息が居住環境へ悪
影響を及ぼす空間や人身事故を引き起こしやすい空間への創出は望まないものと考えられた．
　第2に，都市住民の野生哺乳類に対する態度の意識構造と共存希望との関連性を把握し，生
息環境の維持・管理，被害対策についての意向を明らかにすることを目的とした．因子分析の結
果から住民の野生哺乳類に対する態度として，「自然性」，「利用性」，「対立性」が抽出された．
また，都市住民は，総体的に「自然性」に対する認識が高く，共存への理解も高い．一方，都市
住民は，総体的に「対立性」に対する認識が高い．特に，実際の被害を受けた経験のある住民に
おいて「対立性」の認識が高く，野生哺乳類との共存に対して否定的な態度をもたらすことが示
された．
　保全目標種の選定の際には，保全目標種と都市住民との経済的，精神的な対立関係に対して総
合的なリスク評価を行い，住民との合意形成を図ることが必要である．また，地域に生息する野
生哺乳類の「認知性」を高めるように，環境教育により普及・啓発することも重要である．
　野生哺乳類の生息環境の維持・管理として，住民は公共施設空間において野生哺乳類の生息環
境創出を望むことが明らかとなった．また，既存の自然環境の保全・再生に対する理解は高く，
野生哺乳類との共存に対して高い希望が認められた．野生哺乳類の生態的ネットワーク計画を検
討する際に，自然的な性格をもつ都市公園や河川空間などの公共的な大規模緑地において，野生
哺乳類の生息環境として拠点的な性格をもっ緑地を保全・再生していくことには，住民の十分な
理解が得られると考えられる．一方で，住民の野生哺乳類との共存に対しての否定的な意識は，
人間との利害関係に基づいた野生哺乳類の「有害性」に対する嫌悪感である．このような意識に
配慮して，野生哺乳類に対してリスク評価を行い，被害を引き起こさないためのリスク管理が必
要である．具体的な管理としては，居住地や農耕地への侵入を防止するような野生哺乳類に対す
120
る管理手法が挙げられる．
第4章総合考察
　本研究では，タヌキを都市環境の保全のための指標種として用いる際の緑地管理手法と野生哺
乳類との共存に対する住民との合意形成を行うための知見を示した．
薮環境をコアエリアとした緑地環境の形成とモザイク環境の形成は，タヌキの生息地の保全を行
うことができ，多様な生物相の保全に繋がるものと考えられた．都市域のタヌキは，ソースパッ
チとしての大面積の樹林地とシンクパッチとしての小面積の樹林地や緑地を生息地として利用
する．そのため，都市域におけるタヌキの生息に配慮した生態的ネットワーク形成には，ソース
パッチ間のネットワーク，ソースパッチとシンクパッチ間のネットワークの形成が重要である．
また，都市住民の野生哺乳類に対する意識から，タヌキが代表するような里山的な野生哺乳類の
生息環境形成の可能性が示唆された．このことから，都市域における住民と野生哺乳類との共存
を検討する際には，里山環境の保全・再生を基盤とした住民と野生哺乳類の市民参加型共存シス
テムを形成することが可能性であると考えられた．
　野生哺乳類の生態的ネットワーク形成を図る際に，住民の「対立性」の認識に配慮し，保全目
標種の「有害性」に対するリスク評価・管理が必要である．都市住民と野生哺乳類の対立関係に
は，経済的，精神的対立関係が存在すると考えられる．経済的対立関係を解消するには，被害予
測モデルやリスク評価マップを基に，被害に対する住民の許容度を計ることや生息地管理に対す
る合意形成手法を検討することなどが必要となる．また，精神的対立関係解消するには，地域に
生息する野生哺乳類の生態的特性に関する知見を蓄積し，住民に対する情報提供や環境教育の普
及・啓発を行って，地域に生息する野生哺乳類の「認知度」を向上させることが重要であると考
えられた．
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Summary
Introduction：Purpose　and　significance　of　this　study．
　　Recently，　ecological　network　planning（ENP）was　implemented　to　plan　urban　greenspaces　in
an　attempt　to　conserve　and　restore　wild　f【ora　and　fauna．　ENP　requh℃s　a　holistic　greensp　ace　and
urban　planning　approach，　including　landscape　ecology，　population　ecology，　and　envtronmental
sociology．　Moreover，　when　natural　environments　are　to　be　conserved　and　restored，　it　is　important
to　estabhsh　conservation　targets　and　to　buid　consensus　among　residents　regarding　the　target
species　alld　greenspace　planning．　Therefbre，　the　goals　of　this　s七udy　were　three－fbld：（i）to　conduct
an　analysis　of　the　habitat　structure　based　on　the　ecology　of　a　particular　species，（i）to　evaluate
network　characteristics，　and（iii）　to　ascertain　the　awareness　of　local　residents　f（）r　wid　mammals
and　habitat　management　practices．　The　goals　of　the　study　were　related　to　the　conservation　and
restoration　of　an　ecological　network　in　an　urban　area　using　the　raccoon　dog（ハlyctereutes
proeyonoidesas）as　the　url）an　ecosystem　index．　The　purpose　of　this　research　was　to　predict　and
evaluate　suitable　habitats負）r　wid　mammals　on　a　large　scale　and　to　estabhsh　guidelines　ibr
consensus－bu皿ding　among　residents　in　ENP　by　applying　the　concepts　and　techniques　of
landscape　ecology．　The　intent　of　this　research　was　to　provide　dtrections　fbr　investigation，
prediction，　evaluation，　and　mitigation　techniques　in　environmen七al　assessments　and　to　provide
basic丘ndings　to　fbrm　an　ecological　network　in　urban　and　greenspace　planning　Projects．
Chapter　1：Environmental　selection　of　the　raccoon　dog　and　consideration　of　vegetation
management　techniques．
　　In　this　chapter，　the　characteris七ics　Qf　lower－layer　vegetation　were　investigated　based　on　the
relationships　among　vege七ation　structute，　vege七ation　physiognomy，　and　geographical　features．
In　addition，　the　relationship　between　the　habitat　selectivity　of　the　raccoon　dog　and　the
lower－layer　vegetation　structure　was　estimated．　First，　to　de七ermine　the　characteristics　of　the
lower－layer　vegetation　structure，　I　calculated　a　plant　biomass　index（PBI）based　on　the　area，
density，　and　plant，　height　of　each　unit　of　the　lower－layer　vegetation。　The　rela七ionships　between
the　vegetation　structure　and　physiognomy　and　geographical　features　were　investigated　using　a
specialization　index（SI）．　In　addition，　to　determine　the　direction　of　vegetation　management　in
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greenspaces　that　were　considered　raccoon　dog　habitat，　I　used　radiotelemetry　to　survey　the
environ皿ental　selectivity　of　raccoon　dogs　for　lower“layer　vegetation．　This　survey　indicated　that
raccoon　dogs　selected　environ皿ents　with　a　high　PBI　and　high　coverage　by　the　dwarf　bamboo
Plefobla　tus　chiflo　which　was　distributed　across　hilslopes　in　deciduous　fbrests．　The　lower－layer
vegetation　structure　in　the　forest　is　therefore　considered　to　be　as　signi丘cant　as　the　actual　forest
type　in　promoting　the　presence　of　raccoon　dogs．　Moreover，　if　the　conservation　target　is　the
raccoon　dog，　it　is　important　that　high　densities　of　R　ehino　and　shrubs　along　the　f（〕rest　edge　are
maintained　and　that　various　types　of　vegetation　are　managed　by　periodically　clearing　the　fores七
且oor　to　provide　resting　and　f（）raging　sites　fbr　raccoon　dogs。　Additionally，　it　is　though七that
raccoon　dogs　also　show　high　environmental　selectivity　f（）r　farmland，　because　theY　feed　on
amphibians　and　invertebrates（e．g．，　earthworms）．
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Chapter　2：Causes　of　raccoon　dog　road－ki皿s　and　the　evaluation　of　the　habitat　network．
　　This　chapter　aimed　primarily　to　examine　how丘agmentation　and　habitat　isolation　in　urban
and　suburban　areas　influenced　raccoon　dog　road－kills．　The　effects　of　habitat　isolation　were
evident　in　the　number　of　traffic　accidents　involving　raccoon　dogs　in　urban　and　suburban　areas．
Rescue　data　were　used　as　road－kill　data．　GIS　was　used　to　analyze　the　factors　associated　with
rescue　data　based　on　the　relationship　between　individuals　involved　in　traf丘c　accidents　and
landscape　patterns．　Based　on　this　analysis，　I　f（）und　that　populations　in　areas　with　a　high
isolation　index（0．4　to　O．8），　fbrested　landscape　areas　of　105　to　106㎡，　and　a　low　proportion（＜
40％）of　grasslands　showed　high　rescue　data　numbers．　The　proportion　of　f（）rested　landscape　areas
whose　isolation　index　did　not　exceed　O．4　was　10％；the　proportion　of　fbrested　patches　whose
average　area　exceeded　106㎡was　51％；and　the　proportion　of　grasslalld　areas　around　f（）rested
landscapes　whose　isolation　index　exceeded　O．4　was　34％in　Kanagawa　Prefecture．
　　The　risk　factors　for　raccoon　dog　road－kils　were　analyzed　by　constructing　a　model　to　predict　the
probability　of　the　occurrence　of　raccoon　dog　road－kills　in　an　urban　area．　This　analysis　aimed　to
provide　a　direction　f（）r　mitigation　in　greenspaces　and　f（）r　road　planning　that　would　increase　the
viability　of　raccoon　dog　populations．　Information　on　road・kiled　raccoon　dogs　collected　by　the
Kawasaki　Juvenile　Science　Museum　was　used　as　road－k丑l　data　fbr　the　urban　area．　Logistic
regression　was　used　to　predict　the　probabihty　of　road－kil　occurrences。　A　dummy　variable　that
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was　coded　either　fbr　observed　road・k皿locations（1）or　random　points（0）was　used　as　the
dependent　variable，　and　the　independent　variables　were　habitat　factors　in　a　200－m　buffer　and　a
500－mbuffer　around　each　point．　The　results　of　this　regression　indicated　that　the　ratio　of
woodlands，　distance　to　nearest　core・area，　parks　and　greenspaces　roads，　distance　to　nearest
farmland　and　residential　areas　within　a　500－m　buffer　inf1uenced　the　occurrence　of　road－ki皿s．
Especially，　proportion　of　woodland　around　road　was　most　important　in　explaining　road－k皿
OCCUrrenCeS．
　　These　resul七s　suggest　that　the　fragmentation　and　isolation　of　forests　and　grasslands　are
progressing　because　of　an血crease　in　the　area　covered　l）y　roads　coincident　with　increased
urbanization，　which　in　turn　increases　the　occurrence　of　raccoon　dog　road－kils．　In　addition，　the
occurrence　of　road・kills　was　highest　in　areas　with　a　high　isolation　level　because　road．s　and　urban
areas　substantially・丘agmented　the　fbrest．　The　ins七alation　of　road－crossing　infヒastructure　is
important　becaUse　land　use　is　limited　in　urban　areas　where　fragmentation　and　isolation　are　high，
making　the　creation　of　habitat　envh℃nments　for　raccoon　dogs　difiEicult．　It　is　al）le　to　be
decreased　the　occurrence　of　road－kills　l）y　e　stal）lishing　road－crossing　infrastructure　in　locations
where　core　areas，　extensive　road　networks，　large　fbrested　areas，　and　greenspaces　co－existed，　and
where　roads　that　experienced　a　high　volume　of　traflfic　existed．　Moreover，　it　is　important　to
compensate　f（）r　f士agmentation　of　raccoon　dog　habitats　by　providing　greenspaces　such　as
farmland　and　grasslands　so　that　large　tracts　of　greenspace　remain　available　even　in　suburban
areas，　fbrming　an　ecological　network．
Chapter　3：Consciousness　of　residents　for　wild　ma皿mals　and　habitat　management．
　　Iused　a　mail－in　survey　to　evaluate　the　willingness　of　residents　to　coexist　with　wild　mammals
and　to　support　hal）itat　manage皿ent　in　urban　areas。　First，　I　analyzed　the　attitudes　of　residents
toward　wild　mammals　through　a　principal　component　analysis（PCA）and　a　cluster　analysis．　I
classi丘ed　the　residents　into　fbur　types：（i）apositive　group　that　was　wilhng　to　coexist　with
various　mammals，（ii）apositive　group　that　was　wilhng　to　coexist　with‘‘hkeal）le”mammals，（ili）
apositive　group　that　was　wiling　to　coexist　with‘‘well－recognized”皿ammals，　and（iv）anegative
group　that　was　unwilling　to　coexist　with　various皿ammals・
　　Next，1　examined　the　willingness　of　residents　to　support　the　management　of　habitat　elements
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in　al　residential　environments．　The　habitat　elements　most　likely　to　be　f（）und　in　the　urban　areas
were　evergreen　fbrest，　coppice　woods，　grasslands　such　as　the　Japanese　pampas　grassland，
farmlands，　and　edges　of　water　bodies．　These　factors　compose“satoyama”environments．
　　Ialso　attempted　to　understand　the　relationship　l）etween　the　conscious　structure　of　urban
residents　and　their　w丑hngness　to　coexist　with　w且d　mammals．　Additionally，　I　evaluated　the
support　of　residents　fbr　habitat　management　and　measures　against　damage　incurred　by　wid
mammals．　As　a　result　of　factor　analysis，　I　extracted“naturahless“，“ava且abihty”，　and
“con丘ontative－ness”as　important　factors　that　inf［uenced　the　attitudes　of　residents．　Overal，
urban　residents　showed　high　ecological　awareness　of　w且d　mammals．　Theref（）re，　I　concluded　that
urban　residents　showed　a　high　understanding　of　coexistence　with　wild　mammals．　However，
overal，　urban　residents　showed　high　con丘onta七ional　awareness．　Especially，　the　perception　by
urban　residents　of　the　confピontational　nature　of　wild　animals　was　high　among　some　residents
had　experienced　damage　caused　by　wild　mammals，　which　resulted　in　a　negative　attitude　toward
their　coexistence　with　wild　mammals．
When　a　target　species　is　selected　f｛）r　conservation，　it　is　necessary　to　evaluate　the　overall　risk，
including　the　relationship　between　the　conservation七arget　species　and　urban　residents　in　terms
of　economical　and　mental　confrontations，　and　to　obtain　consensus　among　the　residents．　Moreover，
it　is　also　important　to　increase　the”acknowledgment”of　wildlife　by　using　envi1℃nmental
education　programs　to　disseminate　infbrmation　about　the　w丑d　mammal　species　hving　in　a
「eglon・
　　Urban　residents　indicated　their　support　fbr　the　creation　of　wildlifb　habitats　in　pubhc　spaces，
and　they　expressed　hope　fbr　the　instalation　of　a　wild　mammal　sanctuary　and　for　the
maintenance　and　restoration　of　exis七ing　na七ural　environments．　Therefbre，　when　the　ENP　for
wild　mammals　is　deliberated，　it　appears　to　be　understood　well　enough　by　residents　to　facilita七e
the　conservation　and　restoration　of　large　greenspaces，　such　as　natural　urban　parks　and　riparian
areas，　as　a　stronghold　f（）r　the　na七ive　habitats　of　wild　mammals．　In　contrast，　the　negative
attitudes　of　urban　residents　toward　coexistence　wi七h　wid　mammals　include　antipathy　toward
“destructiveness”based　on　their　concern　that　wild　mammals　cause　damage　to　human　residences
and　agricultural　areas．　It　is　important　to　evaluate　risk　management　programs　and　to　conduc七
risk　management　so　as　not　to　encourage　damage　caused　by　wild　mammals．　Management　should
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1）e　geared　toward　preventing　the　invasion　of　residential　areas　and　farmland　by　wildlife．
Chapter　4：General　discussion．
　　Amanagement　technique　for　greenspaces　to　be　used　as　wildlife　habitat　in　urban　areas　was
presented，　using　the　raccoon　dog　as　an　urban　ecosystem　index。　As　a　result，　it　was　suggested　that
the　creation　of　shrubby　environments　in　the　core　area　and　a　mos’aic　enVironment　throughout　the
greenspace　would　be　able　to　conserve　the　hal）itat　of　raccoon　dogs　and　lead　to　the　conservation　of
various　other　biota．　Large　fbrest　patches　in　url）an　areas　are　source　patches　fbr　raccoon　dogs，
whereas　small　f（）res七patches　represent　sinks．　Management　techniques　at　a　practical　level，
including　the　f（）rmation　of　corridors　between　source　patches　and　between　source　and　sink
patches，　are　discussed　in　terms　of　ecological　network　fbrmation　in　urban　areas．　The　awareness　of
urban　residents　f（）r　wild　mammals　suggested　the　possib丑ity　that　raccoon　dogs　could　be　used　as　a
representative　species　f（〕r　all　satoyama　environments．　From　this，　it　was　suggested　that　the
conservation　and　restoration　of　satoyama　environments　would　enable　a　Citizen
Participation－type　Coexistence　System（CPCS）between　residents　and　wild　mammals．
　　In　achieving　ENP　fbr　w且d　mammals，　the　recognition　among　residents　of　the　confronta七ional
nature　of　wild　animals　must　be　considered，　and　the　risk　of　destruc七ion　by　the　conservation　target
species　must　be　evaluated　and　managed．　It　is　thought　that　a　relationship　of　economic　and
mental　confrontation　eXists　between　urban　residents　and　wild　mammals．　Therefore，七〇dissolve
the　economic　confrontational　relationship，　it　is　necessary　to　determine　the　tolerance　of　residents
to　damage　caused　by　wild　mammals　and　to　consider　consensus－building　techniques　f（）r　habitat
managemen七based　on　riskevalua七ion　maps　and　models　predicting　damage　by　wid　mammals．
Moreover，　the　mental　confrontational．relationship　is　partly　attribu七able　to　the　low　level　of
acknowledgment　by　residen七s　fbr　wild　mammals．　An　appreciation　for　wild　mammals　that　live
in　a　region　can　l）e　acquired　and　disseminating　inf（）rmation　and　providing　envi1℃nmental
education　to　residents　is　an　important　step　toward　this．
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